


　　　　　公害白書の発行にあたって

　公害問題は、年々複雑化、広域化するとともにPCB、

水銀問題の新たな発生など非常に根深いものがあります。

　私といたしましても、イタイイタイ病問題など大きい公

害問題の発生を契機として、公害の克服こそ県民の生活を

守る基本的な問題であり、公害のない住みよい富山県づく

りこそが県民の一致した願望であると確信し、公害対策に

はとくに意を用い県政の重要課題としてとりあげてきてい

るところであります。

　公害対策の基本は、従来の発生源規制のみでは根本的解決

にはなりえず、公害を出さないための徹底した未然防止の

総合的施策を計画的、重点的に推進するとともに何よりも

優先して｢環境保全｣のための新しいルールを確立する必

要があります。

　かかる観点に立って、企業はもとより、国、県、市町村

そして県民各位の総力を結集し、従来にもまして公害対策に

全力を傾注する所存でございます。

　このたび、去る6月定例県議会に提出いたしました｢昭

和47年度公害に関する年次報告書｣を昭和48年版｢公害白

書｣として発表し、広く県民の皆様にご利用願うこととい

たしました。

　この白書が県民各位の公害問題に対するご理解を深める

一助となり、問題解決の方向を見出すための資料としてい

ささかなりとも役立てば幸いと存じます。

　　　昭和48年8月

　　　　　　　　　　　富山県知事　中田幸吉
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　　　　　　　　　第1章　序説

　第1節　公害問題の状況

　公害の発生は、高度経済成長の弊害として、昭和40年代に入ってから頻発し、

大きな社会問題となっているが、最近は、その発生機構、形態が複雑化し、広

域化するなど一層事態が深刻となっている。

　公害による被害が財産被害にとどまらず、人の健康にまで及ぶという憂慮す

べき事態から、公害防止対策は焦眉の急とされ、国、地方公共団体、企業およ

び地域住民があげて取り組んでいる重要な課題である。

　昭和42年に公害対策基本法が制定されて以来、逐次、各種公害関係法令、行

政機構等の整備拡充をはかり、規制の強化、汚染防除のための調査、研究が進

められてきた結果、大気、水質による環境汚染について、一部その効果があら

われ徐々にではあるが改善されつつある。

　しかしながら騒音、悪臭等による汚染の進行やその除去が困難で、人体への影

響度が非常に大きいPCB、水銀汚染問題の発生をみるなど未だ根深く公害問

題がわれわれの生活を脅かしている。

　本県においても、全国的に大きな話題となった神通川流域のイタイイタイ病

発生問題をはじめとして、小矢部、神通両河川の水銀汚染問題や黒部市のカド

ミウム汚染問題等、相次ぐ公害問題の発生を契機として、公害部の新設等行政

機構の整備拡充、監視測定体制の確立および条例等による規制の強化等の対策

が推進されてきている。

　本県の公害の現況は、工業集積度の高い富山、高岡両市の臨海部とその周辺

部において大気汚染、水質汚濁がみられるほか、神通川流域および黒部市のカ

ドミウムによる土壌汚染やその他騒音、悪臭等の発生が局地的にみられるなど、

依然として、公害問題が跡を絶っていない。

　県民の公害に対する関心は、ここ数年急激に高まるとともに、公害のない住

みよい県土づくりへの積極的な認識が高まりつつあり、公害の絶無をはかるべ

き抜本的な対策が望まれる。



　第2節　公害防止対策の推進

　今日までの公害防止対策は、発生源監視、汚染物除去対策が中心であり、や

やもすれば事後応急対策にとどまっていたきらいがある。

　今日のように公害が多発し、発生現象が複雑化、広域化するにいたっては、

いわゆる対症療法のみでは根本的解決策にはなりえず、汚染因子を環境に排出

させないという未然防止が対策の基本とならなくてはならない。

　したがって、これからの公害防止対策は、人の健康の確保を第一義として、

未然防止対策に重点を移行していくことが必要であり、発生源規制の強化はも

とより、環境容量を考慮しながら濃度規制から総量規制への移行、アセスメン

ト手法による事前防止の徹底、さらには長期的見通しに立ち、生活関連施設等

社会資本の充実等も含めて総合的諸対策を計画的、重点的に展開することが肝

要とされる。

　国では、去る47年12月、中央公害対策審議会の企画部会において、昭和60年

度を目標とする汚染物排出量と汚染度を想定し、今後の環境行政のあり方と基

本的方向、指針を求めようとする｢環境保全長期ビジョン｣の中間報告を発表

した。

　それによると、経済成長率と環境保全との関係、国民の環境保全欲求と環境

保全目標の関係等について分析を行ない、環境保全優先の考え方を打ち出して

いる。

　また、48年2月に閣議決定をみた活力ある福祉社会をめざす｢経済社会基本

計画｣でも、昭和60年代の望ましい環境水準を設定するとともに、その達成施

策が掲げられ、いままでの経済優先、生産第一主義に対する強い反省の上に立

って、真の福祉国家の実現のためには、人間尊重、環境保全の確保が前提であ

るとしている。

　県においても、本年7月、長期的展望に立って総合的公害未然防止対策を展

開するため、国の指示に基づいて、富山・高岡地域(8市町村)にかかる公害

防止計画を策定中である。

　本計画は、昭和53年を目標として、現行の環境基準の範囲内に地域の汚染物



等の程度を引き下げ、また維持するために汚染の負荷量を計量的には握し、地

域の環境受容能力を勘案して、環境影響度について総合的評価分析を行なうい

わゆる総量規制を導入するとともに未然防止のための諸施策を推進するもので、

今後の本県における公害防止対策の基本となるものである。

　さらに、県では、県民の立場に立ち、県民の欲求に応へるべき、昭和60年を

目標とする〝住みよい富山県をつくる総合計画〟づくりの作業中であり、県民

の健康で安全な生活を確保するため、｢公害対策｣が計画の大きな柱として採

り上げられており、望ましい環境づくりのための諸対策が織り込まれている。

　経済的繁栄のひずみとしてあらわれた公害問題は、人の生産活動、消費活動

と切り離して考えることはできず、経済問題としての特質をそなえているとい

われている。

　公害問題の解決にあたっては、この特質に原点をおいた対策が必要であると

されている。すなわち、地域開発等にかかる諸施策の推進にあたっては、その

目標に｢環境保全｣を最優先として位置付けして展開するいわゆる産業優先よ

り公害防止への発想の転換が必要である。

　最近、一連に下された四大公害訴訟における判決でも、経済優先より人間優

先への必要性を強調し、企業責任を厳しく追求している。

　従来と変らないテンポで活発な経済、産業活動が繰り返されるならば、今日わ

れわれが経験している以上の環境悪化に直面することは明らかであり、ひいて

は、人間の生存そのものにかかわる問題にまで拡大するおそれがある。

　もはやこれ以上の環境汚染は許されない。ここでわれわれは、英知と勇気を

結集して〝住みよい環境づくり〟のために真剣に取り組まねばならない。





　　　　　　　第2章　公害の状況

　第1節　大気汚染

1　大気汚染の概況

　　本県における大気汚染は、企業立地の状況から、富山、高岡地区をはじめ

　臨海部工業地帯に高い傾向がみられる。

　　そのおもな汚染物質は、火力発電所をはじめ各工場、事業場のボイラー等

　から排出されるいおう酸化物および窒素酸化物、合金鉄工場等の電気炉から

　排出されるばいじんならびに化学工場等から排出される弗素、塩素等の有害

　物質があげられる。

　　いおう酸化物についてみると、45年度までは重油使用量の伸びに伴って、

　全般的に上昇の傾向にあったが、規制の強化等により、燃料中のいおう分の

　低下と高煙突化がはかられ、46年度に環境基準を越えていた伏木一の宮観測局

　および岩瀬入船観測局は、47年度では基準以内におさまってきたのをはじめ、

　ほとんどの観測局で減少の傾向がみられる。

　　浮遊粉じんは、工業地帯では急激に減少したが、都市部では横ばい状態で

　あり、今後自動車交通量の増加につれて汚染が進行する懸念がある。

　　降下ばいじんは、電気炉等に集じん機の設置がほぼ完了したため、減少傾

　向にあり、工業地帯とその他の地域との差もみられなくなってきている。

　　弗素化合物は、46年度に比べてふえているが未だ軽微な汚染の範囲内に

　ある。しかし、植物に対する影響が重視されつつある。

　　一酸化炭素については、交通量の多い富山市内の交差点でも環境基準以内

　にあり、窒素酸化物、オキシダントは、大気汚染警報発令基準と比較すれば大

　きく下回っているが、今後、自動車交通量の増大に伴い大きな問題となろう。

2　気象と大気汚染

　　本県の気象は、北部に日本海を、背後に3,000m級の山岳を擁する地勢の

　影響をそのまま受けている。



　　冬季は、北西の季節風により雲天が続き、降雨量も多く、かなりの降雪を

　みる。特に、北陸不連続線が発達したとき、里雪型となり、豪雪となる場合

　もある。

　　春季は、発達した低気圧が日本海を通過し、南と西の風が多く、ことに太

　平洋側から中部山岳を越えて吹き下す暖かい乾燥した南風により、フェーン

　現象がみられ、後期は梅雨前線の停滞により、多量の降雨がみられる。

　　夏季は、梅雨前線が北上し、太平洋上の高気圧におおわれ、安定した天気

　となる。

　　秋季は、台風シーズンであり、本県西部を通過すると強い南風が吹き込み

　異常乾燥現象がみられ、また中部地方を横断し、本県東側を通過すると、北

　東風が吹き、多量の降雨がみられる。

　　大気汚染に最も大きな影響をおよぼす気象要素は、風向、風速および大気

　安定度等である。本県における気象と主要汚染物質であるいおう酸化物の汚

　染状況との関係をみると、高濃度の出現しやすい時間帯は、9時～13時で、

　海陸風の前線が日中内陸に進入し、午後陸風となって海岸に後退する時間帯

　と大体一致して、海岸に近いほど早い時間帯になっている。

　　また、風向、風速からみると、臨海工業地帯の影響を受け、富山、高岡両

　地区とも風向が北ないし北東の場合、汚染が高まり易く、風速2m/秒以下

　の静穏に近い時に高濃度になり易い。

3　汚染物質別の大気汚染の状況

　(1)いおう酸化物

　　　47年度におけるいおう酸化物の測定は、導電率法による常時観測局24か

　　所(富山市8か所、高岡市4か所、新湊市5か所、黒部市4か所、滑川市

　　1か所、婦中町1か所、小杉町1か所)および二酸化鉛法によるものが1

　　00か所(富山市26か所、高岡市12か所、その他の地域62か所)の地点につ

　　いて行なわれている。

　　ア　導電率法による測定結果

　　　　測定結果および年度別推移は、表1および図1のとおりである。

　　　(富山市)



　　47年度におけるいおう酸化物の年平均値は、岩瀬蓮町観測局で0.017

　ppm、富山県庁観測局で0.023ppm、呉羽観測局で0.015ppm、岩瀬入

　船観測局で0.027ppm、上野新観測局で0.021ppm、牛島町観測局で0

　.016ppm、草島観測局で0.015ppm、岩瀬大町観測局で0.034ppmであ

　り、岩瀬大町観測局が最高値である。年度別推移では、45年度まで増加

　の傾向にあったが、46年度以降は、ほとんどの観測局で減少の傾向を示

　している。

　(高岡市)

　　年平均値は、伏木一の宮観測局で0.022ppm、高岡市庁観測局で0.027

　ppm、戸出観測局で0.012ppm、波岡観測局で0.017ppmであり、年度

　別推移は、45年度まで増加の傾向にあったが、46年度、47年度ともかな

　り減少している。

　　(新湊市)

　　年平均値は、新湊三日曽根観測局で0.016ppm、新湊今井観測局で、

　0.014ppm、新湊海老江観測局で0.016ppm、新湊堀岡観測局で0.023

　ppm、新湊塚原観測局で0.019ppmであり、46年度と比較すると、新湊

　海老江観測局を除いて、減少の傾向を示している。

　　(その他)

　　年平均値は、滑川市で0.011ppm、黒部市で0.015ppm～0.021ppm、

　婦中町で0.016ppm、小杉町で0.012ppmであり、全体的には減少の傾

　向を示している。

　測定結果といおう酸化物に係る環境基準との比較は、表2のとおりであ

る。46年度には、伏木一の宮観測局および岩瀬入船観測局で環境基準を越

えていたが、47年度は、いずれの観測局も基準以内に入った。









イ　二酸化鉛法による測定結果

　　47年度からは従来の測定点を整備拡充し、対象地域を県内平野部全域

　とし、測定点も100地点(都市部5km2に1測定点計69地点、農村部20

　km2に1測定点計31地点)にふやした。

　　その市町村別の測定結果は、表4のとおりである。また、汚染の進行

　している47年度の富山市、高岡市、新湊市、射水郡、婦中町の測定点別

　のいおう酸化物量(年平均値)を円面積で図示すると、図2のとおりで

　ある。

　(富山市)

　　47年度の富山市における全測定点の平均値は0.36mg(SO3/100cm2/日

　(以下｢mg｣という。)で、測定点は異なるが、46年度の平均値0.62mgよ

　りかなり減少している。

　　また、地域別では46年度と同様、市北部の工業地域圏内で依然として

　高い傾向が見られる。

　　(高岡市)

　　47年度の高岡市における全測定点の平均は、0.40mgと県内の市町村別

　では一番高い値を示めしていた。しかし、測定点は異なるが、46年度の

　平均値0.61mgより減少している。

　　また、地域別の汚染傾向は、図2より明らかなように46年度と同様、小

　矢部川河口の工業地域周辺で高いほか、中小工場の密集している横田地

　区においても高い汚染がみられる。

　　(その他の地域)

　　その他は、市では0.11mg(氷見市)～0.25mg(魚津市)、町村では0.

　11mg(朝日町など3町)～0.21mg(大門町)であり、富山市、高岡市より

　も低い値を示めしている。

　　なお、二酸化鉛法によるいおう酸化物の環境基準は、定められていな

　いが、表3の判定基準により、47年度の測定結果を比較すると、富山市

　岩瀬地区、高岡市横田地区および小矢部川河口周辺で汚染度1からや

　やそれを上回っていたほかはすべて判定基準以下となっている。









(2)浮遊粉じん

　　47年度における浮遊粉じんの測定は、デジタル粉じん計(光散乱法)に

　より、常時観測局9か所(富山3か所、高岡市3か所、新湊市2か所、

　小杉町1か所)で実施している。

　　測定結果および年度別推移は、表5および図3のとおりであり、これに

　によると、47年度においては、46年度と同様伏木一の宮観測局が0.064mg/m3

　で最も高い値を示しているが、その他の観測局は0.023mg/m3～0.050mg/

　m3の範囲にあり、いずれもかなり低い値を示している。

　　年度別推移については、富山県庁観測局以外は、大体年々減少の傾向に

　ある。これは、電気炉等の粉じんを多量に排出する施設に集じん機の設置

　が相ついだことと、燃料が石炭から石油系に転換したことに起因している

　と思われる。



(3)降下ばいじん

　　47年度の降下ばいじんの測定は、ダストジャー法により、二酸化鉛法に

　よるいおう酸化物量の測定点と同一の100地点において行なっている。

　　市町村別の測定結果および富山市、高岡市、新湊市、射水郡、婦中町の47

　年度の測定点別の降下ばいじん量を円面積で図示すると、表6、図4のと

　おりである。

　　表6より明らかなように、市町村別の平均値は4～8t/km2/月(以下

　　｢t｣という。)で、農村部以外は5～8tであった。また、図4から明ら

　かなように富山市、高岡市の工業地域では、46年度と同様、高い値がみら

　れるが、全般的に降下ばいじん量の差が少ない。この原因については、自

　動車による影響が大きいと考えられる。







(4)弗素化合物

　　47年度における弗素化合物の測定は、ATP法によるものは、35か所

　　(新港地域14か所、婦中地域13か所、小矢部地域6か所、対照地域2か所

　)、イオン電極法による測定は、新湊今井観測局1か所、県が環境基準の

　測定法として定めたアルカリろ紙法16か所(新港地域8か所、婦中地域8

　か所)で行なっている。

　ア　ATP法による測定結果

　　　47年度の測定結果および年度別推移は、表7のとおりである。

　　この測定結果によれば、工場に近接する一部の地点について、やや高

　い値を示したが、その他の地点では、わずかの汚染で、地域別の平均値

　では新港地域38μgF/100cm2/月(以下｢μg｣という。)、婦中地域26μ

　g、小矢部地域53μgであり、小矢部地域が最高値を示した。これは、小矢

　部地域の調査地点が植物被害の出ている瓦工場のごく近くの地点に限ら

　れているためである。

　　また、これらの値は、対照地域より高い値を示しているが、3地域と

　も一般にATP法で軽微な汚染といわれる100μg未満である。

イ　イオン電極法による測定結果

　　測定結果および年度別推移は、表8のとおりであり、47年度の結果は、

最高1.48ppb、平均0.23ppbであり、46年度結果より、最高、平均ともい



くらか低くなっている。

ウ　アルカリろ紙法

　　47年度の測定結果および年度別推移は、表9のとおりである。

　　この測定結果によれば、富山新港地域では、最高9.0μs/m3、平均0

　.7μg/m3、婦中地域では、全測定点で、定量限界未満(0.3μg/m3未満)

　であり、県が定めた環境基準7μg/m3と比較すると、新港地域の新港西部

　排水機場の第3回調査の9.0μg/m3を除き、両地域とも極めて低い値で

　ある。

　　この新港西部排水機場の9.0μg/m3については、その後原因調査を行

　なったところ、日本高周波鋼業(株)富山工場が、融剤として螢石を電気

　炉で使用していることも原因となっていることがわかったので、対策を

　講じた。



(5)一酸化炭素

　　一酸化炭素の測定は、47年度から富山県庁観測局および富山城址自動車

　排出ガス常時監視所の2か所において実施している。

　　測定結果は、表10のとおりであり、富山県庁観測局では、1時間値最高

　12.5ppm、日平均値最高5.9ppm、平均値2.6ppm、富山城址自動車排出

　ガス常時監視所では、1時間値最高11.0ppm、日平均値最高4.9ppm、平

　均値2.6ppmである。

　　これを一酸化炭素に係る大気汚染警報発令基準(1時間値30ppm以上)

　および環境基準(24時間値10ppm以下)と比べると、いずれも大きく下回

　っている。

(6)窒素酸化物

　　窒素酸化物の測定は、47年度から富山県庁観測局および富山城址自動車

　排出ガス常時監視所の2か所において実施している。

　　一酸化窒素の測定結果は、表11のとおりであり、富山県庁観測局では、

　1時間値最高0.200ppm、平均値0.017ppm、富山城址自動車排出ガス常

　時監視所では、1時間値最高0.460ppm、平均値0.089ppmである。

　　二酸化窒素の測定結果は、表11のとおりであり、富山県庁観測局では、

　1時間値最高0.120ppm、日平均値最高0.059ppm、平均値0.030ppm、

　富山城址自動車排出ガス常時監視所では、1時間値最高0.125ppm、日平

　均値最高0.076ppm、平均値0.043ppmである。

　　これを二酸化窒素に係る大気汚染警報発令基準(1時間値0.5ppm以上



と比べると大きく下回っている。

　窒素酸化物(一酸化窒素+二酸化窒素)の測定結果は、表11のとおりで

あり、富山県庁観測局では1時間値最高0.280ppm、平均値0.04

8ppm、

富山城址自動車排出ガス常時監視所では、1時間値最高0.580ppm、

平均

値0.133ppmである。

(7)オキシダント

　　オキシダントの測定は、47年度から富山県庁観測局1か所において行

な

　っている。

　　オキシダントの測定結果は、表12のとおりであり、富山県庁観測局で

1

　時間値最高0.090ppm、平均値0.028ppmであった。

　　これをオキシダントに係る大気汚染警報発令基準(1時間値0.15p

pm以

　上)と比べると、かなり低い値である。



(8)炭化水素

　　炭化水素の測定は、47年度から富山城址自動車排出ガス常時監視所1か

　所において行なっている。

　　炭化水素の測定結果は、表13のとおりであり、富山城址自動車排出ガス常

　時監視所で1時間値最高5.0ppm、平均値0.9ppmである。

4　燃料使用量と亜硫酸ガス排出量

　(1)燃料使用量の推移

　　　43年度から47年度までの5年間の県下の重油、灯油および軽油の使用量

　　の年度別推移は、表14のとおりである。

　　　これによると、重油使用量は灯油、軽油の伸び率ほどではないが著しく

　　増加しており、47年度の全使用量は218.8万klで43年度の126.4万klに比

　　べ約1.7倍の伸びを示している。

　　　いおう酸化物による大気汚染の原因であるといわれているC重油は、47

　　年度では186.2万klであり、重油、灯油、軽油の使用量のうち70%を占め、

　　おもに富山、高岡、新湊の3市の臨海工業地帯で使用されている。

　(2)亜硫酸ガス排出量の推移

　　　43年度から47年度までの5年間の県下における重油燃焼に伴う推定亜硫

　　酸ガス排出量は、表15のとおりである。

　　　47年度では、亜硫酸ガス排出量は2,750万m3で、43年度の1,948万m3と



比べ24%増加しているが、重油使用量の伸びの割には伸びていない。これ

は重油中のいおう分が約2.5%であったものが、47年度では約1.7%と低

下したことによるものである。



　第2節　水質汚濁

1　水質汚濁の概況

　　本県の公共用水域の水質汚濁状況は、都市化、工業化の進んだ富山、高岡

　地区を貫流する神通川、小矢部川において汚濁がみられる。

　　これは、工場排水、生活排水の影響によるもので、下流部から河口部にか

　けての汚濁が特に著しい。

　　また、中流水域にパルプ・紙工場が立地する白岩川でも汚濁がみられる。

　　これらの河川については、公害対策基本法第9条に基づく環境基準を設定

　するとともに、水質汚濁防止法第3条第3項に基づく上乗せ排水基準により、

　順次、排出濃度の規制が強化されており、45年をピークとして、水質は改善

　されつつある。

　　その他の河川の状況は、庄川、常願寺川、黒部川等の河川では清浄である。

　　一方、新湊市、魚津市、氷見市等の市内を流れる中小河川の中には、生活

　排水による汚濁の進行しているものがあるほか、工場排水による汚濁もみら

　れる。

　　有害物質等人の健康に係る環境基準は、全公共用水域に適用されるいるが、

　これはすべての水域において維持されている。

2　河川別の水質汚濁状況

　(1)小矢部川水域

　　　本水域の流域下流部には、パルプ・紙工場や化学工場が立地し、また支

　　流の千保川が高岡市の市街地を貫流しているので、これらの工場排水、生

　　活排水の影響を受けて県内では最も汚濁の著しい河川である。

　　　46年5月、県下で最初の環境基準を設定し、同年8月より水質監視測定

　　調査を実施するとともに、10月には水質常時監視所を設置して、水質の監

　　視を行なっている。

　　　主要地点における水質の測定結果は、表16および図5のとおりである。

　　　一般項目のうち、汚濁の指標とされるBODについて経年変化をみると、

　　45年をピークとして汚濁が減少傾向にあるが、河口部(城光寺橋～河口)





千保川および祖父川で、環境基準をこえている。

　また、大腸菌群数については、検出率が高く、数値も測定日によって、

大きいばらつきがみられる。

　この現象は、生活排水あるいは畜産排水によるものと考えられる。

　健康項目については、すべての地点で各項目とも環境基準は達成されて

おり、特殊項目については、千保川末端、祖父川末端において油分(いず

れも最大3ppm)が検出されている。



(2)神通川水域

　　本水域は、下流部から河口部にかけて汚濁がみられる。

　　汚濁の原因は、流域沿岸に立地するパルプ・紙工場、化学工場の工場排

　水や富山市街地を貫流する支流のいたち川による生活排水の流入によるも

　のとみられる。

　　また、本水域の富岩運河、岩瀬運河においても同様、工場排水、生活排

　水の影響で汚濁がみられる。

　　本水域の環境基準は、小矢部川に次いで47年4月に設定され、水質調査

　も実施している。

　　主要地点における水質測定結果は、表17および図6のとおりである。

　　一般項目のうち、BODについては、河口部(右岸)、いたち川の四ッ

　屋橋、井田川の高田橋において、環境基準をこえている。

　　pHについては、岩瀬運河が河川流況の停滞性と流域の立地企業の工場

　排水の影響で環境基準をこえている。

　　大腸菌群数については、井田川落合橋、熊野川末端、神通大橋等で検出

　率が高い。その原因は、生活排水の流入によると推定される。

　　健康項目については、すべての地点で各項目とも環境基準が達成されて

　いる。また、三井金属鉱業(株)との協定(環境保全等に関する基本協定)に

　基づく、神通第1発電所ダムでの重金属、特にカドミウムについての測定

　結果もすべて不検出となっている。

　　45年に魚類の水銀汚染が問題となって以来、追跡調査が実施されている。

　　47年度の魚類(あゆ、うぐい)の総水銀量は、採捕地で異なるが平均値で

　0.17～0.41ppmであり、46年度の平均値0.22～0.41ppmと差異は認め

　られない。また、1ppmをこえるものは、197検体中熊野川下流部の2

　検体であり、警戒をとける段階にまで至ったと推定されるが、今後とも調

　査を継続することにしている。





(3)白岩川水域

　　本水域の中流部沿岸には、パルプ・紙工場が立地しており、その工場排

　水の影響で汚濁がみられる。

　　本水域の環境基準は、汚濁のみられる小矢部川、神通川に次いで、47年

　6月に設定された。

　　主要地点における水質の測定結果は、表18および図7のとおりである。

　　一般項目のうち、BODについては、泉正橋、栃津橋および東西橋で環

　境基準をこえている。



　　また、大腸菌群数は、流域の畜産排水や生活排水の流入によるものとみ

　られるが、検出率が高くなっている。

　　健康項目および特殊項目については、すべての地点で各項目について、

　問題はみられない。

(4)その他の河川

　　他の主要河川としては、庄川、常願寺川、黒部川があるが、これらは清

　浄であり、汚濁はみられない。

　　また、中小河川についてみると、大半は清浄であるが、そのうち生活排水

　または工場排水により汚濁が進行しているものとしては、内川(新湊市)、

　鴨川(魚津市)、湊川(氷見市)、吉田川(黒部市)がある。

　　なお、県内24河川の水質測定結果は、表19のとおりである。

　　一般項目の中でもpH、DO、SSについては、一般的にきわめてよい

　が、氷見市内の河川でSSの高いものがあるのは、粘土質土壌のためと考

　えられる。

　　BODについては、内川、鴨川の汚濁が著しく、次いで木流川、吉田川、

　高橋川、黒瀬川、中川、下条川、仏生寺川、湊川が汚濁しているが、これ

　らはほとんどが生活排水による汚濁と考えられる。

　　健康項目および特殊項目については、全ての項目について問題はみられ

　ない。





3　富山湾の汚濁状況

　　富山湾は、水深、海底傾斜が大きく、暖流系と日本海固有深層水の水塊が

　複雑に交錯し、内湾と外洋の両性格を有する海域である。

　　沿岸海域の水質汚濁は、工場排水、生活排水等により最も汚濁している小

　矢部川、神通川等の汚濁河川水の流入による影響である。

　　海域の汚濁指標となるCODについてみると、46年度調査では、小矢部川

　河口海域で3.01ppm、神通川河口海域で4.25ppmであった。これは、海域の

　環境基準のC類型に相当しかなり汚濁していた。

　　しかし、47年度マスメ状調査結果の第1回調査でも、小矢部川河口海域で5.19

　ppm、神通川河口海域で3.50ppm、4.17ppmであり、46年度同様環境基準C

　類型に相当し部分的にかなり汚濁し、第2回調査では、小矢部川河口海域で

　0.75ppm、神通川河口海域で1.11ppm、1.03ppmであり、水産生物の生息お

　よび水浴等の利用目的の環境基準A類型に相当する水質であった。

　　これは、小矢部川、神通川等の河川水が海域に及ぼす拡散状況、河川流量

　および海流の変化等による季節的変動も加わり、非常に複雑多岐であることを

　示している。

　　しかし、他の測定地点は、特に汚濁はみられず、pH、DOについてもほと

　んど環境基準のA類型相当を維持している。　　　　　　　　　　　　



　第3節　騒音

1　騒音の概況

　　本県における公害としての騒音問題は、その性格上大気汚染、水質汚濁と

　異なり、富山・高岡両地区に限らず局地的ではあるが各市町村で発生している。

　　そのおもな発生要因として、工場騒音をはじめ、自動車等による交通騒音、

　特定建設作業騒音、拡声機騒音等がある。

　　工場騒音についてみると、徐々にではあるが、最近の防音技術の進歩、ある

　いは行政指導等により年々騒音レベルが減少している。

　　しかし、騒音の発生音量が大きいと目される金属加工機械、織機、木材加

　工機を有する工場については依然騒音レベルが高く、防音装置の整備、騒音

　機器の適正配置さらには工場の移転などの対策が必要である。

　　自動車騒音は、46年度と比しほぼ横ばいの傾向にあるが、近年におけるモ

　ータリーゼーションの進展とともにこれからますます懸念される問題となろ

　う。

　　さらに今後の問題としては、新幹線、高速道路の開通に伴う騒音が予想さ

　れ、これらについての諸対策を進める必要がある。

2　騒音の種類別状況

　(1)工場騒音

　　　条例の規制をうける87工場を対象に、騒音の実態を調査したところ、44

　　%が規制基準をこえている。

　　　規制区域別および時間帯別にみると、表20および図8のとおり、第3種

　　区域の夜間とその他の区域を除いて、基準を下回っている。

　　　また、業種別にまとめた結果は、表21および図9のとおり、金属製品製

　　造業が最も高く、次いで繊維工業、木製品製造業等の順となっている。

　　　全工場の平均騒音レベルは63ホンで、46年度の平均値64ホンと比較する

　　とわずかながら減少している。





(2)環境騒音

　　県内283地点の環境騒音の状況は、表22および図10のとおりである。

こ

　れを騒音にかかる環境基準と比較してみると、1～3ホン上回っている時

　間帯がいくつかみられるが、ほとんどの区域では基準以内となっている。

　　なお、昼間における46年度との比較では、図11のとおり、AA類型(住

　居専用地域)を除きいずれも増加の傾向にある。





(3)自動車騒音

　　県内の主要道路73地点における自動車騒音の状況は、表23および図1

2の

　とおりである。





　　これを自動車騒音に係る公安委員会への交通規制等の要請基準と比較す

　ると、ほとんど基準以内となっている。

　　なお、昼間における46年度との比較は、図13のとおり、準工業地域

で

　増加、住居地域、商業地域で横ばい、その他の地域では減少している。

(4)拡声機騒音

　　富山、高岡両市6地点で拡声機騒音を調査した結果は、表24のとおり

で

　ある。

　　規制基準は未だ定まっていないが、環境基準と比較してみると、上回っ

　ており、飛行機からの拡声機騒音も含めて、その対策が必要である。

(5)深夜騒音

　　富山市を中心に県内8地点で、深夜営業に係る騒音を調査した結果は、

　表25のとおりである。夜間の環境基準と比較して1ホンであるが、高くな

っ

　ており、その対策が必要である。



　第4節　悪臭

1　悪臭の概況

　　人に嫌悪感あるいは不快感を与える悪臭は、感覚的でその態様も多種多様

　である。現在、公害問題を起している魚腸骨処理場、養鶏場、し尿処理場、

　ごみ処理場、石油化学工場等からの悪臭成分は、一般的にはきわめて多成分

　　(通常10～50成分程度)であり、これらの成分を客観的にとらえて測定する

　ことは極めてむつかしい。

　　悪臭防止法では、当面5物質(硫化水素、硫化メチル、メチルメルカプタ

　ン、アンモニア、トリメチルアミン)について、規制することになっている

　が、その調査研究は十分進んでいない。

2　悪臭の発生源別状況

　(1)工業地帯の悪臭

　　　クラフトパルプ製造工場から発生する硫化水素、メチルメルカプタン等、

　　石油化学工場からのベンゼン、トルエン、キシレン、エステル類の悪臭が

　　しばしば問題となっている。本県では、47年度クラフトパルプ製造工場か

　　ら発生する硫化水素、メチルメルカプタン、硫化メチルの3物質について

　　規制基準、規制区域を告示し、指導を強化した。

　(2)畜産等に係る悪臭

　　　鶏糞乾燥施設、魚腸骨処理施設、し尿処理施設等から発生するアンモニ

　　ア、アミン類、メチルメルカプタン等の悪臭は、全県的に問題となってい

　　る。これらの悪臭成分のうち、硫化水素、メチルメルカプタン、硫化メチ

　　ル、アンモニア、トリメチルアミンの5物質について、畜産関係施設を中

　　心に早急に調査研究を進める予定である。



　第5節　廃棄物

1　廃棄物処理の概況

　(1)一般廃棄物

　　ア　ごみ

　　　　　｢廃棄物の処理および清掃に関する法律｣の施行(46年9月)を契

機

　　　として、県としては、国の第3次廃棄物処理施設整備計画(47年～50

年

　　　　(による50年目途の計画収集人口90%を上回わる95%を目標にし

、その

　　　収集、処理処分体制の整備をはかるよう市町村を指導してきた。

　　　　しかしながら、最近の生活水準の向上等から、ごみの量的増大と質的

　　　変化をもたらし、特にテレビ、洗濯機、建築廃材等の粗大ごみの処理対

　　　策が新たに問題として提起されている。また、処理施設の設置場所の選

　　　定は、困難を伴う場合が多い。

　　イ　し尿

　　　　し尿の処理は、便所の水洗化よって公共下水道の終末処理場で処理す

　　　るのが理想であるが、本県では公共下水道の整備が遅れているため、そ

　　　のほとんどが市町村のし尿処理施設によって処理されている。

　　　　しかしながら、最近の生活様式の高度化により、水洗化に伴うし尿浄

　　　化槽の設置が急増しており、その維持管理のあり方が新たな問題として

　　　提起されるに至っている。

　(2)産業廃棄物

　　　産業廃棄物の処理は、原則として排出者である企業が責任をもって処理

　　しなければならないが、本県では、排出企業数の98.5%が中小企業であ

り、

　　またそのほとんどが住居地域と混在しているため、企業個々による処理施

　　の整備は、経済的、技術的に困難である。

　　　しかしながら、一部地域では企業による共同処理処分施設の建設の動き

　　がみられ、この方式による処理対策の確立が望まれている。

2　一般廃棄物の処理

　(1)ごみ処理



　ごみの計画収集人口は、表26でみるように県人口の86%に当る約89万人

で、45年度と比較して約5.3万人の増である。また、一日当りごみ集収量は、

743tであり、そのうち可燃物は617tで、一部再生系統にまわるので5

69tが焼却施設で処理されている。

　これに対し、高岡市ほか2か所で305tのごみ処理施設が新設されたの

で、既設と併せて焼却能力は、1024t/日に増加した。したがって、今後の施設

の能力低下やごみ質の変動に十分対処できるよう整備されている。また、

粗大ごみ処理施設として、広域圏毎に整備計画を策定し47年度事業として

富山広域圏に60t/5h、砺波広域圏に30t/5hの破さい、圧縮施設が着工さ

れ、残る3広域圏についても50年までに整備を完了する予定である。

(2)し尿処理

　し尿の計画収集人口は、表27でみるように県人口の87%であり、水洗化

人口を加えると、96%にあたる約99万人で、45年度に比較して3%約3万

人の増加である。計画収集されたし尿は、842kl/日で、その大半の800kl

/日は、し尿処理施設で処理されている。

　これに対し、し尿処理施設は砺波地方衛生施設組合72kl/日ほか、1村で

あわせて76kl/日が整備され、全能力として939kl/日となり、全体とし

て十分な処理能力がある。

　また、住民の水洗化への強い要望から、し尿浄化槽の設置が表28にみられ

るように急激に増加し、43年度末3,328基にすぎなかったが、47年12月末

では2.7倍に当る9,115基が設置されている。これらし尿浄化槽の維持管

理の適正を期するため、立入検査をするとともに保健所ごとに設置者を対

象にした維持管理の講習会等により指導を行なっている。

3　産業廃棄物の処理

(1)排出状況

　産業廃棄物の排出量は、46年度調査では、表29のとおり307万t/年であ

り、一般廃棄物の約10倍に相当する。

　これを業種別にみると、製造業が圧倒的に多く、全体の75%(230万t/年)

を排出し、次いで建設業14%(42万t/年)、畜産業10%(31万t/年)の

順と



　　なっている。

　　　また、地域別にみると、富山地域が全体の42%(128万t/年)を占め最も多

　　く、次いで高岡地域28%(86万t/年)、射水地域14%(44万t/年)の順

　　となっている。

(e)処理処分状況

　　産業廃棄物の処理処分は、排出量のうち、29%(89万t/年)が売却　無償

　供与等により回収再生利用されている。残る71%(218万t/年)のうち、中間

　処理を必要とするものは52万t/年であり、80%(42万t/年)が処理されて

　いる。

　　　また、中間処理を必要としないで最終処分されるもの167万t/年と中間

　　処理残湾i7万t/年については、半分の50%(93万t/年)が最終処分地によ

　　り、他は保管堆積(71万t/年)、業者委託(19万t/年)等により処理され

　　ている。





　第6節　公害に係る苦情

1　苦情の状況

　(1)公害種類別苦情受理状況

　　　47年度および過去4年間において、県および市町村が受理した苦情の件

　　数は、表30のとおりである。

　　　47年度における苦情件数は、582件と46年度の444件に比べて約

31%の増

　　加をみている。

　　　公害の種類別では、水質汚濁が200件(34.4%)と最も多く、次い

で騒

　　音振動の135件(23.2%)、大気汚染の107件(18.2%)、悪

臭の102件

　　(17.5%)とつづいている。

(2)地域別苦情受理状況

　　47年度において受理した苦情を地域別にみると、表31のとおりである

。

　　市部での苦情件数は、582件中441件であり、全体の75.8%を占

め、特に

　富山、高岡両市についてみると、大気汚染の56.6%、悪臭の53.9%

、騒音

　振動の50.4%と、全体の半数以上を占めている。





(3)業種別苦情受理状況

　　47年度の典型7公害に係る苦情を発生源の業種別に掲げると、表32の

と

　おりである。

　　大気汚染、騒音振動では、製造業に係るものが約80%を占めており、ま

　た｢牧畜・養豚・養鶏場｣に係るものは、悪臭の38.2%、水質汚濁の2

5%

　を占めている。

2　苦情の処理状況

　(1)処理状況

　　　47年度において、県が直接受理した苦情および国・市町村から移送を受



けた苦情についての処理状況は、表33のとおりである。

　未処理となっているもののうちには、解決の困難なものに加え、調査の

結果その原因が明らかとならないものが多い。

(2)処理内容

　　苦情の処理内容については、表34のとおりである。

　　防除施設の設置・改良が最も多く、次いで発生源施設の管理改善となっ

　ている。





　　第3章　公害の防止に関して講じた施策

　第1節　基本的施策

1　法令等の整備

　47年度中における国の公害関係法の整備状況については、第68回国会で制

　定、改正された表35の法律があげられる。

2　条例等の整備

　　条例の整備としては、大気汚染防止法に基づく排出基準及び水質汚濁防止

　法に基づく排水基準を定める条例を次のように3回にわたり改正し、規制の

　強化をはかったほか、騒音に係る規制を強化するため、富山県公害防止条例

　施行規則の一部改正と騒音規制法に基づく騒音について規制する地域の指定

　について(富山県告示第101号)の制定を行ない、また悪臭防止法の施行とし



　て、悪臭防止法に基づく規制地域の指定等について(富山県告示第271号)を

　制定した。

　(1)白岩川に係る上乗せ排水基準の設定のための改正(47年7月6日公布、

　　47年8月1日施行)

　(2)シアン化合物並びに砒素及びその化合物に係る上乗せ排水基準設定のた

　　めの改正(47年10月16日公布、48年1月1日施行)

　(3)かわら工場から排出される弗素等に係る上乗せ排出基準及び小矢部川の

　　既設工場等に係る上乗せ排水基準の設定のための改正(47年12月21日公

布

　　48年6月24日施行)

3　公害防止体制の整備

　(1)機構・人員

　　　公害行政の一元化および公害センターの充実をはかってきたが、47年度

　　においては、国の公害防止計画の策定にあたり、公害管理課に2名を増員

　　したほか、保安整備課1名、公害センター4名の合計7名を増員して、76

　　名とした。

　(2)施設設備

　　　衛生総合センターの一部として、小杉町太閤山に建設中であった公害セ

　　ンターの新庁舎(延面積4,068m2)が47年8月に完成し、公害の監視

、試験

　　研究機関の整備をはかった。

　　　一方、大気汚染の広域監視測定体制の強化をはかるため、大気汚染常時

　　観測局を2局、テレメーター化を4局増設した。

　　　また、公害センターの設備の充実化をはかるため、3か年計画(46年～

　　48年)に基づき、ガスクロマトグラフー質量分析計、騒音多点同時測定装

　　置、総酸素要求量自動検出装置、アンダーセンスタックサンプラー、騒音

　　データレコーダー等の試験検査機器を整備した。

　(3)市町村に対する指導助成

　　ア　指導



　　市町村の公害行政を円滑に推進するため、市町村の連絡機関である富

　山県公害行政推進協議会を通じ、公害関係法令説明会を実施したほか、

　公害情報の交換を行なった。

イ　助成

　　市町村の監視試験検査のため、公害監視測定用機器の整備について助

　成したほか、畜産排水による公害を未然に防止するため、ふん尿処理施

　設の整備について措置を講じた。

　　また、公害による健康被害者を救済するため、｢生活環境要因の変化

　にともなう健康障害者に対する特別措置要綱｣に基づき、市町村が認め

　た健康障害者について、市町村が負担した療養費を助成した。



4　国の指示に基づく公害防止計画の策定準備(基礎調査の実施)

　　公害対策基本法第19条に基づく公害防止計画の策定準備のため、環境庁の

　委託により、47年7月から48年1月にかけて策定予定地域8市町村(富山市、

　高岡市、新湊市、婦中町、小杉町、大門町、下村、大島町)について、環境

　汚染等の基本調査および補完調査を実施した。調査の内容および結果の概要

　は、次のとおりである。

　(1)環境汚染等基本調査

　　ア　調査概要

　　　　地域の社会的、経済的諸指標(自然条件、人口、工業出荷等)、公害

　　　関連施設の整備状況、公害発生状況等の現況、推移、企業立地等の将来動

　　　向および地域開発計画等の概要を調査した。

　　イ　調査結果

　　　(ア)地域の特性および概況

　　　　　・策定予定地域の面積は、536.43km2で全県の12.6％を占め

る。

　　　　　　地域の大半は、広大な越中平野で占められ、地域内には本県4大河

　　　　　川が貫流しており、気象条件は地域外と比べるとかなり温和である。

　　　　　・地域には富山、高岡両市を中核として新湊市、婦中町および射水

　　　　　郡の8市町村が位置し、人口は552千人で県総人口の過半数を占め

　　　　　るとともに人口増加地帯を形成している。

　　　　　・地域内には早くから電力型、用水型の企業立地がみられ、富山、

　　　　　高岡両市の臨海部を中心として環境資源多消費型の工業集積地帯を

　　　　　形成するとともに、さらに富山新港背後地の臨海工業地帯には、ア

　　　　　ルミ関連、木材関連産業中心の工業地帯の進展が予想されている。

　　　　　・地域の平野部を形成する射水平野、富山平野では、水田単作地帯

　　　　　として早くから農業も盛んであり、大型の乾田化事業や農業水利事

　　　　　業などの農業生産基盤整備も進められている。

　　　　　・地域は富山・高岡新産業都市区域の中枢部を占め、富山新港の整

　　　　　備をはじめ、臨海工業地帯、太閤山ニュータウン、北陸高速自動車

　　　　　道、富山・高岡バイパスの建設等大型の基幹建設事業が進められて



　　いる。

(イ)地域の環境汚染概況および問題点

　　本地域は本県産業、経済活動の中心地である反面、公害事象も多く

　みられ、各種の公害防止対策が進められているが、公害事象別に問題

　点をみると、次のとおりである。

　・大気汚染は、いおう酸化物、降下ばいじん、浮遊粉じん等による

　　汚染がみられるが、一部地区を除いては汚染の悪化はみられない。

　　　しかし、今後、重油使用量、自動車交通量の増大が予想されるの

　　で汚染の進行が懸念される。

　・水質汚濁は、工場排水や家庭排水等による河川環境の悪化がみら

　　れ、とくに小矢部川、神通川、白岩川の下流部および河口部で汚濁

　　が著しい。また、公共下水道、都市下水路等の整備の遅れが河川汚

　　濁の一要因ともなっており、その早期整備が必要となってくる。

　　　一方、海域の汚濁状況は、小矢部川、神通川河口の沿岸海域で今

　　後進行する懸念があるので、流入河川の水質規制の強化、湾内の利

　　水態様、現状水質等を考慮して、環境基準の類型指定を行なう必要

　　がある。

　　・騒音は、富山、高岡両市の住工混在地域での工場騒音が問題とな

　　っており、用途地域別に土地利用の徹底をはかるとともに、緩衝緑

　　地の整備、工場の団地化等総合的対策が必要である。

　　　今後は、自動車交通量の増大、高速自動車道の整備、新幹線の開

　　通等によって交通騒音が問題となってくることが予想され、その対

　　策が必要である。

　　・　悪臭は、クラフトパルプ工場、石油化学工場、養鶏・養豚場、魚

　　腸骨処理場等から発生するものが問題となっており、今後、生産活

　　動の活発化、市街地の拡大によって悪臭公害が増大することが予想

　　されるので、地域指定の拡大をはかるなど規制を強化していく必要

　　がある。

　　・　廃棄物についてみると、一般廃棄物は生活水準の高度化につれて



　　　　一層増大することが予想されるが、処理施設の充実や公共下水道等

　　　　の関連施設の整備によって、衛生処理がはかられる見通しとなって

　　　　いる。今後は、粗大ごみ対策が問題であり、その施設整備の充実が

　　　　必要となってくる。

　　　　　一方、産業廃棄物については、企業集積度の高い本地域では、今

　　　　後排出量の増大が予想されるが、とりわけ廃棄物多量発生の産業が

　　　　多いうえ、業種がバラエティーに富んでいるため、多種多様の施設

　　　　整備が必要となってくる。

　　　　　また、跡地の有効利用も考慮して、最終処分地の確保が必要とな

　　　　ってくる。

　　　　・土壌汚染は、イタイイタイ病発生地域の神通川流域において、カ

　　　　　ドミウム汚染がみられるので、土壌汚染細密調査、汚染米対策等の

　　　　各種対策が進められる一方、今後、さらに当該流域の土壌汚染対策

　　　　および農業、その他の地域振興対策が必要となってくる。

(2)環境汚染等補完調査

　ア　調査内容

　　　いおう酸化物発生源の負荷量、煙源配置条件および地域の気象要素等

　から拡散方式をもとに現況の汚染状況の解析と、53年度の汚染を予測す

　　る調査および現況は握のため、いおう酸化物、窒素酸化物(以上20地点)

　　および浮遊粉じん(5地点)について補完測定を実施した。

　イ　調査結果

　　　いおう酸化物による現況および53年度の汚染状況の解析については、

　　作業中であるが補完測定の結果は、表36のとおりである。







第2節　大気汚染防止対策

1　法令に基づく規制の概要

(1)大気汚染防止法による規制

ア　対象地域

対象地域は、46年6月以降、県内全域となっている。

イ　対象物質

対象物質は、いおう酸化物、ばいじん、有害物質(カドミウム、

鉛、弗素、塩素、塩化水素)および粉じんとなっている。

ウ　対象施設

(ア)ばい煙発生施設

電気炉、ボイラー等のほか、有害物質を排出するおそれのある

銅、鉛、亜鉛精錬用の焙焼炉等26種類のばい煙発生施設が対象と

なっている。

(イ)粉じん発生施設

物の破砕、選別等の機械的処理または堆積等に伴い飛散する粉

じんについて規制するため、コークス炉、堆積場等の5種類の施

設が対象となっている。

エ　排出基準等

(ア)いおう酸化物

いおう酸化物の排出基準は、排出口の高さに応じて定められた

いおう酸化物の許容限度として、q=K・10-3・He2(qはいおう酸

化物量、Heは有効煙突高さ)で、K値は富山市、高岡市、新湊市

婦中町および射水郡の地域については11.7、その他の地域は20.4

である。

(イ)ばいじん

ばいじんの排出基準は、ばい煙発生施設において発生し、排出

口から大気中に排出される排出物に含まれるばいじん量について、

施設の種類および規模ごとに定められている。

(ウ)有害物質





有害物質の排出基準は、ばい煙発生施設の種類ごとに排出ガス中

のカドミウム、および弗素等の重量について定められているが、

県では、この国の基準よりさらに厳しい排出基準を、弗素、塩素

および塩化水素について、上乗せ条例により定めている。

(エ)粉じん

粉じんについては、粉じん発生施設ごとに施設の構造、使用管

理に関する基準が設けられている。

オ　規制施設の概況

(ア)ばい煙発生施設

48年3月31日現在のばい煙発生施設の設置状況は、表37のとお

りであり、規制施設は2,458(工場数884)である。

種類別では、ボイラー1,115(45%)が一番多く、ついでアルミ精

錬用電解炉661(27%)、金属加熱炉137(6%)、焼成炉111(5%)

の順となっている。また、地域別の設置状況は、富山市561(23%)

高岡市464(19%)新湊市769(31%)と3市で全ばい煙発生施設

の75%に当る1,794の施設が設置されている。

(イ)粉じん発生施設

48年3月31日現在の粉じん発生施設の設置状況は、表38のとお

りであり、対象施設は261(工場数60)である。

種類別では、堆積場119(46%)、ベルトコンベア・バケットコン

ベア83(32%)、破砕機・摩砕機52(20%)の順である。



2　監視測定体制の整備

(1)大気汚染常時観測局の整備状況

ア　固定観測局

固定観測局については、

42年度に岩瀬蓮町および伏木一宮に設置し、

観測業務を開始したが、逐年観測局を増設して、現在県9局、6市町で

16局の計25局で常時観測を行なっている。

その内容は、表39および図14のとおりであり、各観測局における測定

は、すべて自動測定によって行なわれている。



イ　移動観測局

移動観測局については、46年度、公害センターに公害測定車を配備し、

固定観測局の補完調査、自動車排出ガスによる大気汚染状況の環境調査

および緊急事故が発生した場合の発生源調査を迅速に実施している。

なお、その内容は、表40のとおりである。



(2)大気汚染補助測定点の整備状況

大気汚染常時観測局を補完するため、県では市町村と協力し、40

年度から富山市、高岡市など大気汚染の著しい地域から順次、測定

網の整備をはかってきている。

47年度からは県内平野部全域について、その汚染状況をは握する

ため、降下ばいじん、いおう酸化物の測定点を100地点にふやした。

降下ばいじん、いおう酸化物、弗素化合物の測定点の整備状況は、

表41および表42のとおりである。



(3)緊急時の措置

45年度および46年度において、大気汚染常時観測局5局のテレメーター

化をはかり、富山市、高岡市、新湊市、婦中町および射水郡の地域につい

て、いおう酸化物による緊急時の大気汚染の予防対策をとってきている。

47年度においては、新規に観測局5局をテレメーター化し、監視の強化

をはかった。

これは、いおう酸化物の濃度が広範囲にわたって、一定基準をこえると

きは、気象条件等を考慮のうえ、大気汚染注意報、警報または重大警報を

発令し、ラジオ、テレビで一般に周知するとともに、地域内の主要工場に

一斉指令装置および電話により通報し、いおう酸化物の減少を勧告するこ

とにより、大気汚染の正常化をはかるものである。

ア　緊急時発令のしくみ

大気汚染注意報、警報および重大警報の発令のしくみは、表43のとお

りである。

イ　緊急時協力工場

1時間当たり10Nm3以上のいおう酸化物を排出する工場(47年度末29

工場)を緊急時協力工場として指定し、これら工場に対し、良質燃料へ

の切換え、操業の短縮等に関する具体的な緊急時ばい煙量減少計画書を

あらかじめ知事に提出させ、緊急時の対策にあたらせている。

この場合、県では、注意報の段階で通常いおう酸化物の排出量を20%

、警報では50%、重大警報ではいおう酸化物排出許容量の80%以上の減

少について措置するよう勧告または命令をすることとしている。



(4)自動車排出ガス常時監視所の新設

自動車排出ガスによる大気汚染状況をは握するため、交通がひんぱんな

国道8号線と41号線の交差点である富山城址公園内に常時観測局を設置し、

48年1月から測定を開始した。

なお、測定項目等は表44のとおりである。



3　いおう酸化物環境指導目標値の設定

(1)計画策定の必要性

いおう酸化物による大気汚染は、富山、高岡両市等の産業の集積地域に

おいて、44年以降一部の常時観測局で国の環境基準をこえていること、さ

らに、今後の重油使用量の伸びにつれて悪化することが懸念された。

この対策として、長期的見通しに立ったいおう酸化物の環境保全計画策

定の必要が生じた。

(2)経緯

47年5月31日　知事は、県公害対策審議会に｢県民の健康を守り福祉の

向上をはかるためいおう酸化物環境保全対策として環境指導目標値の設定

および達成のため具体的方策｣について諮問した。

同日　同公害対策審議会は大気専門部会に対し、調査、審議にあたらせ

た。

48年1月31日　同専門部会は、約6か月にわたって審議し、｢いおう酸化

物環境保全対策について報告書｣をまとめ、同公害対策審議会に報告した。

48年1月31日　同公害対策審議会は、知事に答申した。

48年2月2日　知事は、答申に基づきブルースカイ計画の一環として、｢い

おう酸化物環境保全計画｣を策定した。

(3)保全計画の概要

ア　環境指導目標の設定

人の健康および福祉に対する悪影響を阻止または予防することを目的

として、本県における地域の特殊性、計画の実効性等を考慮し、表45の

とおり、環境指導目標値および達成年次を設定した。



イ　環境指導目標の達成方策

拡散式により算出した46年度における環境濃度と汚染負荷量との相関

々係から地域別汚染許容量と決め、50年度および53年度の汚染負荷量を

地域別汚染許容量内におさまるよう、工場、事業場等で使用すべき燃料

中の指導いおう分を表46のとおり設定した。



4　各種調査の実施

(1)工場周辺浮遊粉じん調査

ア　調査目的

県内のおもな電気炉設置工場周辺における浮遊粉じん量および浮

遊粉じん中の重金属(カドミウム、鉛、マンガン等)について、そ

の実態をは握するために実施した。

イ　調査概要

46年6月から10日にかけて、県内10工場周辺、8地区において実

施した。

調査は、各地区ごとにハイボリューム・エア・サンプラーを工場

周辺に7～8か所設置し、大気中の浮遊粉じんを連続72時間捕集し、

総粉じん量および重金属成分を測定した。

ウ　調査結果

調査地区および調査結果は、表47のとおりである。

(ア)総粉じん量

調査地区の平均値は、0.093mg/m3(福岡地区)～0.204mg/m3

(富山市岩瀬地区)であり、対照地区の平均値は0.066mg/m3～

0.188mg/m3であった。

調査地区と対照地区を比べると、2地区を除き調査地区が高い

傾向を示していた。これを公害防止計画の目標値である0.150mg

/m3と比べると半数の4地区でこえていた。

(イ)金属分析

カドミウムの調査地区における値は、すべて定量限界未満(0.02

μg/m3未満)で、国の暫定基準(平均値0.1μg/m3、最高値0.88

μg/m3～2.93μg/m3)と比べても極めて低い値であった。

鉛の調査地区の平均値は、定量限界未満(0.2μg/m3未満)～0.5

μg/m3であり、これを国の暫定基準(24時間1.5μg/m3)と比べる

と、かなり低い値であった。その他の金属については、環境基準

が定められていないが、一般に表48のとおり労働衛生許容濃度の



100分の1なら問題ないとされており、これと比べるといずれも低

い値であった。



(2)浮遊粉じん環境調査

ア　調査目的

大気汚染常時観測局の測定を補完するため、富山市、高岡市、新湊

市、婦中町および射水郡の平野部における浮遊粉じんの実態を調査し

た。

イ　調査概要

46年6月から12月にかけて、毎月1回、20地点(25km2に1地点)に

おいて、ハイボリウム・エア・サンプラーにより、大気中の浮遊粉じ

ん量を測定した。

ウ　調査結果

(イ)浮遊粉じん量

調査結果は、表49のとおりであった。

各測定点の平均値(7回)をみると、0.053mg/m3から0.147mg/m3

であり、全測定点の平均は0.083mg/m3であった。

これを公害防止計画の目標値0.150mg/m3と比較すると、平均では

すべてこれを下回っていたが、測定月によりかなりの変動がみられ

た。

(ロ)金属成分

この調査の10月分について、その金属成分を分析したところ、そ

の分析結果は、表49のとおりであった。

この表から明らかなように、カドミウムの値は、定量限界未満

(0.02mg/m3未満)～0.03μg/m3で、国の暫定基準、(平均値0.1μg



/m3、最高値0.88μg/m3～2.93μg/m3)と比較すると、極めて低い値であった。

鉛については、定量限界未満(0.2μg/m3未満)～0.6μg/m3であ

り、これを国の暫定基準(24時間1.5μg/m3)と比較すると、極めて低い値であった。

その他の金属については、環境基準が定められていないが、いず

れも労働衛生許容濃度の100分の1以下であった。





(3)特定ガス環境大気調査

ア　調査目的

県内の化学工場から排出される弗素化合物、いおう酸化物、燐酸

化物等の有害ガスによる大気汚染、植物影響が憂慮されたので、その実態をは

握するため調査を実施した。

イ　調査概要

調査の概要は、表50のとおりである。

ウ　調査結果

調査結果は、表51のとおりである。

(ア)発生源調査

・住友化学工業(株)富山製造所

弗素化合物の排出濃度は、煙突、建屋で、それぞれ定量限界未満

(0.1㎎/Nm3未満)～0.1mg/Nm3、定量限界未満(0.1mg

/Nm3未満)～0.

2㎎/Nm3であり、大気汚染防止法の排出基準2.5mg/Nm3、1.0

mg/Nm3と比

較して極めて低かった。

・日産化学工業(株)富山工場

ふっ素化合物の排出濃度は、定量限界未満(0.3mg/Nm3未満)～1.

9mg/Nm3であり、大気汚染防止法の排出基準5mg/Nm3をかなり下

回っていた。



窒素酸化物の排出濃度およびいおう酸化物のK値は、それぞれ97p

pm～170ppmおよび0.8～11.0であり、県の窒素酸化物指導排出基準

200ppmおよび大気汚染防止法のいおう酸化物排出基準K値11.7より低かっ

た。

・燐化学工業(株)

燐酸化物の排出濃度は0.9mg/Nm3～15.3mg/Nm3であり、県の指

導排出基準45mg/Nm3をかなり下回っていた。

(イ)大気汚染調査

・弗素化合物

ATP法による弗素化合物濃度は、富山新港地区では最高233μg

F/100cm2/月(以下｢μg｣という。)、平均38μgF、婦中地区では最

高100

μg、平均26μgであり、工場周辺の一部の地域を除き、一般に軽微な

汚染といわれている100μg以下であった。しかし、46年度の結果と比

較すると、富山新港地区は幾分高く、婦中地区はほぼ横ばいである。

アルカリろ紙法による弗素化合物濃度は、富山新港地区では最高

9.0μg/m3、平均0.7μg/m3婦中地区では、全測定点で定量限界未満

(0.3μg/m3未満)であり、これを県の環境基準7μg/m3と比較すると、

新港地区の新港西部排水機場の第3回調査の9.0μg/m3を除き、両地

区とも極めて低い値であった。しかし、46年度の結果との比較では、APT法と同

様である。

この新港西部排水機場の9.0μg/m3については、その後原因調査を

行なったところ、日本高周波鋼業(株)富山工場において、融剤とし

て螢石を使用している電気炉が原因であることが判明したので、改善を指導した。

・窒素酸化物

婦中地区では、最高0.365ppm、平均0.057ppmであり、大気汚染警

報の発令基準(二酸化窒素0.5ppm以上)と比べると大きく下回ってい

た。

・亜硫酸ガス



・婦中地区では、最高0.034ppm、平均0.004ppmであり、国の環境基準

　0.05ppmと比較すれば、測定法の違い(電導度法:ローズアニリン

　法=1.18～1.58:1)を考慮しても、かなり低い値を示した。

　・燐酸化物

　　稲荷地区では、敷地境界で、定量限界未満(0.11㎎/m3未満)～0.1

　5㎎/m3、環境では定量限界未満(0.01mg/m3未満)～0.04mg/m3であり

　ソ連の環境基準0.05mg/m3以下と比べると、敷地境界の一部で高く、

　環境では低い値を示した。なお、この値は46年度より高くなってい

　る。

(ウ)植物影響調査

　・蓄積弗素量

　　グラジオラスについては、富山新港地区で最高32.0ppm、平均12

　.2ppm、婦中地区では最高16.0ppm、平均11.1ppmであり、対照地区

　の最高9.6ppm、平均8.9ppmと比較すれば、工場周辺で多少蓄積が

　みられた。しかし、46年度の結果と比較すると低くなっている。

　　水稲(葉身)については、富山新港地区で最高95.6ppm、平均29

　.1ppm、婦中地区では最高26.6ppm、平均17.3ppmであり、一般に葉

　身中のふっ素量が収量減収に影響を及ぼす最低限界濃度は70ppm～

　100ppmといわれており、この程度の蓄積では問題ないものと思われ

　る。46年度の結果と比較すると富山新港地区でほぼ横ばいであり、

　婦中地区ではかなり低くなっている。

　　玄米については、新港地区で最高10.8ppm、平均6.0ppm、婦中地

　区では最高7.3ppm、平均3.4ppmであり、対照地区の最高7.0ppm平均

　5.5ppmと比較してあまり差はみられなかった。46年度の結果と比

　較すると水稲(葉身)と同じ傾向である。

　・蓄積いおう量

　　婦中地区で、対象地区と比較してみると、グラジオラスについては、

　大差はなく、水稲(葉身)は、高い値がみられるが、水質、土壌等の影響

　によるものとも考えられる。46年度の結果と比較すると、ほぼ横ばい

　である。

　　玄米については、婦中地区で最高92.8ppm、平均60.8ppmであり、

　対照地区の最高67.8ppm、平均54.3ppmと比較すると多少蓄積がみら



れた。 46年度の結果と比較するとほぼ横ばいである。



(4)自動車排出ガス環境調査

ア　調査目的

　　自動車交通量の急増に伴い、自動車排出ガスによる汚染が社会問題

　となってきている。

　　このことから、交通量の多い地域での自動車排出ガスによる大気汚

　染の実態をは握し、今後の基礎資料とするため、県内の主要交差点に

　おいて、大気汚染の状況を調査した。

イ　調査概要

　　47年8月下旬から11月下旬にかけて、2回にわたり、県内の主要交

　差点7か所において、一酸化炭素、窒素酸化物、オゾン　炭化水素、

　浮遊粉じん、鉛、気象について、公害測定車(ただし、鉛については

　ハイボリュウム・エア・サンプラー法)を用いて、24時間連続測定した。

ウ　調査結果

　　調査結果は、表52のとおりである。

　(ア)一酸化炭素

　　　1時間値の最高は、2.0ppm～14.5ppm、8時間値の最高は、1.6ppm

　　～9.9ppm、24時間値は1.5ppm～6.3ppmであった。これを一酸化炭

　　素に係る環境基準(8時間値20ppm以下、24時間値10ppm以下)と

　　比べると、すべての交差点において下回っていた。

　(イ)浮遊粉じん

　　　最高値(1時間値の最高値)および平均値(24時間値)は、それ

　　ぞれ0.037mg/m3～0.450mg/m3、0.016mg/m3～0.176mg/m3であった。

　　これを浮遊粒子状物質に係る環境基準(1時間値0.2mg/m3以下、24

　　時間値0.1mg/m3以下)と比較すると、2交差点で上回っていたが、

　　他の交差点では基準値以下であった。

　(ウ)鉛

　　　測定結果は、定量限界未満(0.2μg/m3未満)～1.8μg/m3であり、

　　これも国の暫定基準1.5μg/m3と比べると、1交差点で幾分上回っ

　　たが、他の交差点で低い値を示した。



(エ)その他

　光化学スモッグ発生原因物質とみられている窒素酸化物、炭化水

素およびオゾンの測定結果は、次のとおりであった。

　一酸化窒素は、最高値で定量限界未満(0.010ppm未満)～0

.280pp

m、平均値で定量限界未満～0.164ppm、二酸化窒素は、最高値

で定量

限界未満(0.010ppm未満)～0.070ppm、平均値で定量

限界未満～0.

044ppmであり、炭化水素は、最高値で0.6ppm～4.5pp

m、平均値で0.5

ppm～2.6ppm、また、オゾンは、最高値で0.01ppm～0

.03ppm、平均

値で0.00ppm～0.03ppmであった。

　これらの物質については、環境基準は定められていないが、大気

汚染警報の定められているものについての基準値と比べると、い

ずれも低い値を示した。





(5)硫酸ミスト等による大気汚染状況調査

ア　調査目的

　　いおう酸化物の環境基準は、ガス状である亜硫酸ガスを主体に決め

　られているが、ミスト状の硫酸についてもその実態をは握し、大気汚

　染への影響を調査した。

イ　調査概要

　　北陸電力(株)富山火力発電所の背後地である富山市草島、五福、金

　屋の3地点において、47年6月中旬から7月下旬にかけて、2回

　にわたり、硫酸ミスト、いおう酸化物、二酸化窒素、浮遊粉じんおよ

　び気象について測定した。

ウ　調査結果

　　調査結果は、表53のとおりである。

　(ア)硫酸ミスト

　　　第1回調査時の天候および測定結果は、富山市草島では、晴、午

　　前北、午後西よりの風で、1時間値で0.006㎎/m3～0.017㎎/m3、4

　　時間値で0.003㎎/m3～0.008mg/m3、富山市五福では、雨、午前北、午後南

　　よりの風で、1時間値で定量限界未満(0.001mg/m3未満)～0.002mg/m3

　　4時間値で定量限界未満(0.001mg/m3未満)～0.002mg/m3および富

　　山市金屋では、快晴、北よりの風で、1時間値で定量限界未満(0.0

　　01mg/m3未満)～0.003mg/m3、4時間値で0.001mg/m3であった。

　　　第2回調査は、3地点同時に2回に分けて実施した。調査時の天候

　　は2回とも晴で、風は第1回南より、第2回北よりであった。

　　　測定結果は、富山市草島では、1時間値で0.003mg/m3～0.008㎎/

　　m3、24時間値で0.001mg/m3、富山市岩瀬蓮町(1回調査は富山市

　　五福で実施)では、1時間値で0.002mg/m3～0.008mg/m3、24時間値

　　で0.001mg/m3および富山市金屋では、1時間値で定量限界未満(0.

　　001㎎/m3)～0.007mg/m3、24時間値で0.001mg/m3であった。

　　　これらの調査結果をソ連の環境基準である30分間値0.3mg/m3、24

　　時間値0.1mg/m3と比較すると、各地点とも低い値であった。また、



　3地点の比較では、草島が他の地点より少し高い値であった。

(イ)いおう酸化物

　　3調査地点における測定結果は、1時間値の最高値は0.016ppm～

　0.090ppmで、またその平均値は0.010ppm～0.015ppmであり、環境

　基準の年平均値0.05ppm以下と比べてかなり低い値であった。

(ウ)二酸化窒素

　　3調査地点における測定結果は、1時間値の最高値は0.025ppm～

　0.050ppmで、またその平均値は0.005ppm～0.023ppmであり、環境

　基準は定められていないので、大気汚染警報発令基準0.5ppm以上

　と比較すると大きく下回っていた。

(エ)浮遊粉じん

　　3調査地点における測定結果は、1時間値の最高値は0.010mg/m3

　～0.070mg/m3で、またその平均値は0.005mg/m3～0.015㎎/m3であり

　環境基準(1時間値0.2mg/m3、24時間値0.1mg/m3)をかなり下回っ

　ていた。





(6)富山・高岡新湊地区大気関係産業公害総合事前調査

　　ア　調査目的

　　　　富山、高岡、新湊地区における大気汚染を未然に防止するため、同

　　　地区の気象および地形の影響をは握し、将来における大気汚染の状態

　　　を予測するとともに、公害発生のおそれのある場合は、企業に対し公

　　　害防止対策の実施について指導することを目的として実施した。

　　イ　調査概要

　　　　富山県、通商産業省および名古屋通産局が、公害防止計画策定予定

　　　地域(富山市、高岡市、新湊市、婦中町および射水郡)について、関

　　　係市町村の協力を得て、次の調査を実施した。

　　　(ア)拡散気象条件調査

　　　(イ)エア・トレーサー実験

　　　(ウ)SO2地上濃度の測定

　　　(エ)風洞による拡散実験

　　　(オ)理論式による拡散計算

　　　　なお、(ア)から(ウ)の調査については、47年8月4日から13日までの

　　　10日間にわたり、現地において実施した。

　　ウ　調査結果

　　　　現地調査(気象条件調査、エア・トレーサー実験、SO2地上濃度の

　　　測定)により求めた大気安定度の出現頻度、拡散パラメーター等をも

　　　とに、風洞による拡散実験および理論式による拡散計算の2つの手法

　　　を併用し、52年度末における大気汚染の予測を行なったところ、最

　　　悪の気象条件(風向NNE、上空風速6m/秒)の場合、緊急時の措置

　　　を必要とする濃度(0.2ppm)をこえることが予測されたので燃料の低

　　　いおう化、高煙突化等により企業を指導することにしている。



第3節　水質汚濁防止対策

1　法令に基づく規制の概要

　(1)水質汚濁防止法による規制

　　ア　対象水域

　　　　規制対象水域は、46年6月以降県下全公共用水域となっている。

　　イ　対象物質

　　　　規制対象物質は、pH、BOD、SS等の生活環境項目、水銀、カド

　　　ミウム等の健康項目および油分、弗素、亜鉛等の特殊項目となってい

　　　る。

　　ウ　対象業種

　　　　規制業種は、汚水、廃液を排出するおそれのある第1次産業から第3

　　　次産業等の約520業種が指定されていたが、47年9月28日、同法施行令

　　　の一部改正により、畜産農業またはサービス業のうち、牛房施設、豚房

　　　施設、馬房施設が新たに届出の対象事業場として追加された。

　　エ　排水基準

　　　　排水基準は、河川、湖沼、海域等の全公共用水域を対象とした一律基

　　　準および暫定基準が適用されている。

　　　　特に汚濁の著しい小矢部川水域、神通川水域、白岩川水域については

　　　環境基準を達成するため、条例により上乗せ排水基準を定めている。

　　　　なお、シアン化合物ならびに砒素化合物についても、県下全公共用水

　　　域に上乗せ排水基準が適用されている。

　　オ　届出状況

　　　(ア)市町村別業種別届出状況

　　　　　届出工場、事業場数(48年3月31日現在)は、1956工場であり、市

　　　　町村別届出状況は、表54のとおりである。

　　　　　また、業種別状況では、豆腐製造業(532件)、畜産農業(383件)

　　　　および洗たく業(363件)の順で、この3業種で全届出工場数の65.3

　　　　%を占めている。







(イ)水域別規制対象届出状況

　　水域別規制対象届出状況は、表55のとおりである。

　水域別では、小矢部川水域が632工場で全届出工場の32%、ついで神

　通川水域の548工場(28%)の順であり、両水域で全届出工場数の60

　%を占めている。

　　届出工場のうち、

排水基準の適用される工場(排水量50m3/日以上等

　は、282件で全体の15%を占め、その業種別状況は、金属製品製造業

　(56件)、砂利採取業(36件)、食料品製造業(35件)の順である。

(2)条例に基づく規制

　ア　規制業種

　　　規制業種は、水質汚濁防止法の適用を受けない特定施設を設置する業

　　種を対象としている。

　イ　規制基準

　　　規制基準は、pH、BOD、SS等の生活環境項目およびシアン、水

　　銀等の健康項目に関し、水質汚濁防止法の規定に基づく排水基準に準じ



　て定めている。

ウ　届出状況

　　48年3月31日現在の特定施設の届出数は、1,320施設であり、市町村

　別届出状況は、表56のとおりである。



2　監視測定体制の整備

　　従来、公共用水域の水質汚濁の監視測定については、主として既に汚濁を

　受けている河川(小矢部川、神通川、白岩川等)が主体となっていた。

　　しかし、県では、46年度より水質汚濁防止法に基づく水質監視測定計画を

建設省と協議して作成し、従来の汚濁河川に加えて水質汚濁の未然防止をは

かるため、汚濁していない河川の調査をも実施することとし、その監視体制

の整備拡充をはかってきた。

　　また、小矢部川城光寺橋地点においては、46年度から水質常時監視所(測

定項目　水温、pH、DO、電気電導度、COD)を設置し、監視体制の充

実をはかってきている。

　47年度の水質監視測定調査の概要は、表57のとおりであり、その調査地点

は、図15のとおりである。





3　小矢部川水域に係る上乗せ排水基準の設定(既設工場)

　(1)設定の必要性

　　　小矢部川水域の新設工場については、既に46年12月から上乗せ排水基準

　　が適用となっている。

　　　既設工場については、48年6月まで水質汚濁防止法の経過措置により、

　　従来から適用の旧水質保全法に基づくきびしい基準が適用されることにな

　　っているが、その後は逆に基準がゆるくなるので、旧水質保全法の基準ま

　　で上乗せする必要が生じた。

　(2)経緯

　　　47年5月25日、知事は、県水質審議会に｢小矢部川水域に係る上乗せ排

　　水基準(既設工場)の設定｣について、諮問した。

　　　同日、同水質審議会は、水質専門委員会に調査、審議させた。

　　　47年11月21日、同専門委員会は、約6か月にわたって審議した結果を｢報

　　告書｣にまとめ、同水質審議会に報告した。

　　　47年11月25日、同水質審議会は、知事に答申した。

　　　47年12月21日、富山県条例第55号で｢小矢部川水域に係る排水基準｣を

　　公布した｡(48年6月24日施行)

　(3)答申の内容

　　　小矢部川水域に係る環境基準を達成するため、表58のとおり上乗せ排水

　　基準を設定した。











4　白岩川水域に係る環境基準の類型指定と上乗せ排水基準の設定

　(1)設定の必要性

　　　白岩川水域は、主として中流部に立地するパルプ・紙工場の排水の影響

　　を受け、内水面および沿岸漁業に影響をおよぼしている。

　　　このような現状を憂慮し、この水域に係る環境基準の類型指定を行なう

　　とともに、これを達成するため、上乗せ排水基準の設定が必要となった。

　(2)経緯

　　　46年8月25日、知事は、｢白岩川水域に係る環境基準の類型指定および上

　　乗せ排水基準の設定｣について、県水質審議会に諮問した。

　　　同日、同水質審議会は、水質専門委員会に調査、審議させた。

　　　47年5月25日、同専門委員会は、約9か月にわたって審議した結果を｢報

　　告書｣にまとめ、同水質審議会に報告した。

　　　47年5月29日、同水質審議会は、知事に答申した。

　　　47年6月30日、富山県告示第607号で｢白岩川水域が該当する水質汚濁

　　に係る環境基準の水域類型の指定｣について告示した。

　　　47年7月6日、富山県条例第46号で｢白岩川水域に係る排水基準｣を公

　　布した。(47年8月1日施行)

　(3)答申の内容

　　　白岩川水域の利水状況、現状水質等を勘案し、環境基準の類型指定を表

　　59のとおり指定し、これを達成するため、表60のとおり上乗せ排水基準を

　　設定した。









5　シアンおよび砒素に係る上乗せ排水基準の設定

　(1)設定の必要性

　　　水質汚濁防止法に基づく1,956の届出対象工場、事業場のうち有害物質

　　を排出するものは、50工場と推定される。

　　　これら50工場は、富山市、高岡市を中心として比較的流量の少い支川に

　　沿って点在している。

　　　このため、濃度規制のみでは、良好な河川環境の維持が懸念されるので

　　工場の実態、立地状況等からとりあえず必要と認められるシアン、砒素に

　　ついて、従来の濃度規制に加えて量的規制を加味した上乗せ排水基準を設

　　定した。

　(2)経緯

　　　47年5月25日、知事は、県水質審議会に｢シアンおよび砒素に係る上乗

　　せ排水基準の設定｣について諮問した。

　　　同日、同水質審議会は、水質専門委員会に調査、審議させた。

　　　47年9月1日、同専門委員会は、約3か月にわたって審議した結果を｢報

　　告書｣にまとめ、同水質審議会に報告した。

　　　同日、同水質審議会は、知事にこれを答申した。

　　　47年10月16日、富山県条例第49号で｢シアンおよび砒素に係る上乗せ排

　　水基準｣を公布した。(48年1月1日施行)

　(3)答申の内容

　　　県内、全公共用水域が｢人の健康に係る環境基準｣の達成をはかるため、

　　必要と認められるシアン、砒素について、表61のとおり上乗せ排水基準を

　　設定した。



6　庄川水域および富山新港等に係る環境基準の類型指定の準備

　(1)設定の必要性

　　ア　庄川水域

　　　　本水域の水質は、現在、清浄さを保っているので、今後ともこれを維

　　　持するために、環境基準の類型指定および新設工場を中心とした上乗せ

　　　排水基準を設定し、汚濁の未然防止をはかるものである。

　　イ　富山新港およびその背後水域

　　　　富山新港港内の水質は、現在比較的清浄であるが、本水域は閉鎖型水

　　　域であるので、汚濁量の蓄積が懸念される。

　　　　このため、本水域および下条川等の背後関連水域の環境基準の類型指

　　　定および上乗せ排水基準の設定を行ない、本水域の汚濁の未然防止をは

　　　かるものである。

　(2)経緯

　　　47年5月25日、知事は、｢庄川水域および富山新港等に係る環境基準の類

　　型指定および上乗せ排水基準の設定｣について、県水質審議会に諮問した。

　　　同日、同水質審議会は、水質専門委員会に調査、審議させることとした。

　　　同水質専門委員会では、48年度早々から審議に取りかかり、48年度半ば

　　までに報告を行なう予定である。



7　富山湾海域環境調査

　(1)調査目的

　　　富山湾の水質汚濁を調査し、環境基準の水域類型を指定するための基礎

　　資料を得るとともに、海域の汚濁防止について調査した。

　(2)調査概要

　　　湾内の氷見市藪田地先より黒部市生地地先に至る沿岸海域の70地点につ

　　いて、表層、2m層、10m層を年2回海域の水質汚濁(測定項目、pH、

　　DO、COD、SS)について調査した。

　(3)調査結果

　　　調査結果は、図16のとおりである。

　　ア　pH

　　　　第1回調査では、小矢部川河口部で7.25、第2回調査では、神通川河

　　　口部で7.20と低く、環境基準C類型に相当している。

　　　　これは、いずれも河川水の影響によるものと推定され、他の地点は、

　　　環境基準A、B類型に相当している。

　　イ　DO

　　　　第1回調査では、小矢部川河口部で4.57ppmと低く、環境基準C類型

　　　に相当し、他の地点では、環境基準A類型の7.5ppm以上である。

　　　　これは、海況、海流等により河川水の拡散が少なかったものと考えら

　　　れる。

　　　　第2回調査では、大体環境基準A類型、他の海域はB類型に相当して

　　　いる。

　　ウ　COD

　　　　第1回調査では、表層部70地点のうち、環境基準A類型相当地点は、

　　　58地点、またはB類型相当地点7地点で全調査地点の92.9%を占めてい

　　　る。

　　　　しかし、神通川河口海域で3.50ppm、4.17ppm、小矢部川河口海域で

　　　5.19ppm、生地地先海域で3.11ppmであり、これは河川汚濁の影響を受

　　　けているためで環境基準C類型に相当している。



　　第2回調査では、前回同様沿岸海域の神通川河口海域で4.63ppm、小

　矢部川河口海域で3.67ppmと環境基準C類型に相当している。なお、第

　1回調査、第2回調査の2m層および10m層においては、神通川および

　小矢部川河口海域の1、2地点でC類型に相当し、他の地点では、環境

　基準のA類型、B類型に相当している。

エ　SS

　　第1回調査では、平均2.3ppmと比較的少ないが、小矢部川、神通川、

　白岩川などの河口海域の地点で汚濁が認められた。

　　第2回調査では、平均2.5ppmと前回同様沿岸海域に汚濁が認められ

　河川水による汚濁であると考えられる。

以上の調査結果から、沿岸海域の水質汚濁の主因は、河川水の影響による

ものであり、河口海域において、部分的にかなり汚濁が進行しているとい

える。



8　鉱さい汚染影響調査

　(1)調査目的

　　　県内から産出する埋立または整地用に利用される各種鉱さいのうち、ニ

　　ッケル、クロム、銅鉱さいについて、地下水におよぼす影響調査を実施した。

　(2)調査概要

　　　鉱さいの地下水におよぼす影響は、投棄あるいは埋立に使用された鉱さ

　　いから金属成分が溶出し、地下水に混入するか否かということ、および鉱

　　さいが自然状態で放置された場合は、どの程度溶出されるかどうかという

　　ことを、次の方法により、できるだけ自然状態に近い条件で調査した。

　　(室内試験)

　　　内径30cm、高さ5mの塩化ビニルカラム塔に、下部より砂礫、混合層、

　　赤土層、鉱さい、表土などの順に積層し、溶剤として天水(雨水)を使用

　　し、適時実験装置下部より採水し、分析試料とした。

　　(野外試験)

　　　鉱さいの埋立地2地区を選び、陸水の水質を調査した。

　　A地区　鉱さいの埋立厚は、約1mその上を数10cm厚さの表土でおおって

　　　　　　ある。井戸水、たまり水を分析試料とする。

　　B地区　鉱さいの埋立厚は、約1.5mで露出したままになっている。井戸

　　　　　　水、表流水を分析試料とする。

　(3)調査結果

　　(室内試験)

　　　ニッケル鉱さいは、こん跡程度の値で、その溶出はきわめて微量であっ

　　た。また、クロム鉱さいは、溶出は認められるが、その量はきわめて微量

　　であった。

　　(野外試験)

　　A地区　pHについては、異常は認められなかった。ニッケルについては、

　　　　　　ごく微量1試料から検出されたが、ほかは検出されなかった。ク

　　　　　　ロムは、1試料から0.01ppm検出されたが、分析結果3価のクロ

　　　　　　ムであり、特に問題はなかった。



B地区　表流水の一部にpHの高いものが認められた。これは鉱さいによ

　　　る影響と考えられる。ニッケルは、一部の試料から微量検出され

　　　たが、クロムは検出されなかった。

　　　表流水の一部にpHの影響が見られる以外はニッケル、クロムの

　　　影響は微弱であり、地下水を汚染するまでにはならない。このpH

　　　に関しては、表土を被覆することにより、次第に鉱さい中のアル

　　　カリ分が中和され、鉱さい中を流れる水は、中性に近づくものと

　　　考えられる。

以上の試験結果から、鉱さいからの金属成分の溶出は、きわめて

微量であって、地下水に対する影響は認められなかった。



　第4節　騒音防止対策

1　法令に基づく規制の概要

　(1)騒音規制法による規制

　　ア　対象地域

　　　　規制対象地域は、44年3月以降、富山市、高岡市の市街地となってい

　　　る。

　　イ　対象騒音

　　　　規制対象の騒音は、工場騒音および特定建設作業騒音に加えて、46年

　　　6月以降は、自動車騒音が対象となっている。

　　ウ　対象施設

　　　　工場騒音の発生施設は、圧延機械、空気圧縮機等30種類、特定建設作

　　　業騒音は、くい打機を使用する作業等8種類を規制対象施設ならびに規

　　　制対象作業としている。

　　エ　規制基準

　　(ア)工場騒音

　　　　工場騒音の規制基準は、工場の敷地境界線上において測定した値とし

　　　て、表62のとおりとなっている。

　　　　なお、48年2月20日に区域区分の一部変更を行ない、第4種区域と第

　　　1種または第2種区域が隣接する場合および学校、病院等周辺について

　　　規制の強化をはかった。その内容は、表62のとおりである



　　(イ)特定建設作業騒音

　　　特定建設作業騒音の規制基準は、特定建設作業の敷地の境界線から30

　　mの地点において測定した値として、作業の種類に応じて、75ホンから

　　85ホンとなっている。

　　　なお、特定建設作業を行なう場合には、作業時間の制限等を併せて規

　　制している。

　　(ウ)自動車騒音

　　　自動車騒音の規制基準は、46年6月以降走行時85ホン、車検時70ホン

　　から92ホンとなっている。

　　　なお、地域に発生している自動車騒音を測定した値が、45ホンから80

　　ホン(中央値)をこえている場合には、公安委員会等に対して、交通規

　　制や道路構造の改良等について、要請を行なうことができることになっ

　　ている。

　オ　届出状況

　　　工場騒音発生施設の届出状況は、48年3月31日現在、表63のとおり、対

　　象施設数は、5105施設となっている。

　　　なお、富山市、高岡市にかかる騒音規制法および条例の騒音の規制に

　　関する事務は、両市長に委任されている。

(2)条例による規制

　　条例による騒音の規制は、騒音規制法による規制を補完するものであり

　法の指定地域以外の地域ならびに法規制からもれたファスナー自動植付機

　等44施設を対象として、県下全域に規制している。

　　規制基準は、騒音規制法に準じ、都市計画法に基づく用途地域別、時間

　帯別に定められているが、48年2月20日に区域区分の変更を行ない、規制

　の一部強化をはかった。

　　なお、条例による届出工場は表64のとおりである。





2　騒音に係る区域区分の変更と規制基準の強化

　(1)設定の必要性

　　　騒音に係る規制基準の区域区分は、原則として都市計画法に定める用途

　　地域の区分に従ってあてはめられているが、その場合に第1種または第2

　　種区域と第4種区域とが隣接する場合、および工業専用地域と他の区域と

　　が隣接する場合に、その区域の接点周辺において規制基準の適用上、矛盾

　　が生じている。このため、それぞれの接点において緩衝地域を設けること

　　とされ、区域区分の一部変更が必要となった。

　(2)経緯

　　　47年2月18日、知事は県公害対策審議会に｢騒音に係る環境基準の地域

　　類型のあてはめ、および騒音に係る規制基準の一部変更について｣諮問し

　　た。

　　　同日、同公害対策審議会は、騒音専門部会に調査、審議させた。

　　　47年4月26日、同専門部会は、約7か月にわたり審議した結果を｢報告

　　書｣にまとめ、同公害対策審議会に報告した。

　　　47年11月28日、同公害対策審議会は、知事に答申した。

　　　48年2月20日、富山県規則第6号の｢富山県公害防止条例施行規則の一

　　部を改正する規則｣および富山県告示第101号の｢騒音規制法に基づく騒

　　音について規制する地域の指定等について｣により公布した。(48年2月

　　20日施行)

　(3)答申の内容

　　ア　第1種または、第2種区域と4種区域とが隣接する場合には、区域区

　　　分の接点より4種区域内50mの地域を、従来の規制値より5～8ホン減

　　　じた値とする。

　　イ　工業専用区域については、従来未規制の地域とされていたが、この周

　　　辺の影響を考え、区域区分の接点より工業専用地域内50mについて、第

　　　4種区域とする。

　　ウ　第2種(夜間を除く)第3種、第4種、その他の区域に所在する学校、



保育所、図書館、病院(有床診療所を含む。)、特別養護老人ホームの敷地

おおむね50mの区域内についても基準値から5ホン減じた値とする。



　第5節　悪臭防止対策

1　法令に基づく規制の概要

　(1)悪臭防止法に基づく規制

　　　悪臭は、近年における産業の発展、市街地の拡大に伴って住民の日常生

　　活における、身近な公害事象となっている。

　　　国は、悪臭問題の早急な改善と、その防止技術のなお一層の進展を期し

　　て、46年6月1日、悪臭防止法を公布し、47年5月31日から施行した。

　(2)条例に基づく規制

　　　県では、45年6月の公害防止条例の全面改正により、悪臭に係る特定施

　　設の届出を義務づけており、規制を強化している。

　　　なお、条例による届出状況は、表65のとおりで、ほとんどの施設は養鶏

　　場、養豚場等の動物飼養施設である。





2　高岡市における規制地城の指定

　　高岡市の中越パルプ工業(株)能町工場周辺の米島、能町、鷲北新および荻布

　の一部は、悪臭の苦情が最も多く、地域への影響も大きいとみられたため、

　48年3月31日、悪臭防止法に基づいて、規制のための地域指定を行ない、同

　年4月1日から施行した。

　　なお、規制基準については、表66のとおりである。

3　悪臭防止調査

　(1)クラフトパルプ工場悪臭実態調査

　　　47年10月から2か月間にわたり、中越パルプ工業(株)能町工場およびその

　周辺において、悪臭3物質(硫化水素、メチルメルカプタン、硫化メチル)

　　の調査を実施した。

　　ア　発生源調査

　　　　発生源は2基のボイラーについて行ない、その結果は表67のとおりで

　　　ある。

　　　　これを悪臭防止法の排出基準臭気強度2.5と比較すると回収ボイラー

　　　で、一部こえていたほかはいずれも低い値であった。



イ　敷地境界線上調査

　　工場敷地境界線上においての調査結果は、表68のとおりである。

　　これらの平均値を規制値と比較すると、メチルメルカプタン硫化メチ

　ルについては上回っていたが、硫化水素については下回っていた。

　　また臭気強度については、3物質のうちメチルメルカプタンの影響が

　最も大きいと思われる。



(2)その他の悪臭実態調査

　　最近、農業近代化の一環として、本県でも養鶏、養豚等の事業場が増加

　している。

　　そのため、これら事業場にかかる悪臭の苦情がかなり出始めているが、

　その規制地域指定や、規制基準設定の基礎資料を得るため、47年9月に鶏

　糞乾燥場、魚腸骨処理場、養鶏場の3事業場について実態調査を行なった。

　　その結果は、表69のとおりである。



　第6節　農用地のカドミウム汚染対策

1　神通川流域地区

　　46年度は、土壌汚染防止法の施行に伴い、神通川流域左岸下流地域(婦中

　町鵜坂、速星、富山市神明地区)の農用地約730haについて、土壌汚染細密

　調査を実施した。47年度は、引き続きその上流地域について、細密調査を実

　施し、汚染の実態は握につとめた。

　　また、46年度の調査においてカドミウム濃度1.0ppm以上の汚染米が検

出

　された区域に対して、汚染米の生産防止対策を実施するとともに、産米のカ

　ドミウム濃度調査等の対策を実施した。

　(1)土壌汚染細密調査区域およびその隣接地域の調査

　　　婦中町熊野、宮川地区における神通川流域の水田約500haを細密調査区

　　域とし、さらにその隣接地域約50haを加え、土壌汚染防止法に基づき農用

　　地約2.5haに1点の割合で、土壌、玄米それぞれ220点採取し、カドミ

ウ

　　ム濃度を調査した。

　　　調査の結果は、表70のとおりであり、玄米のカドミウム濃度は、最高

　　3.40ppm、最底0.01ppm、平均0.41ppmであった。また、

1.0ppm以上の

　　汚染米は、17点検出された。

　　　土壌のカドミウム濃度は、最高4.50ppm、最底0.21ppm、平均

1.27ppm

　　であった。また、黒ボク土壌では高く、2.0ppm以上のものが多かっが、

　　沖積層の土壌では、1.5ppm以下のものが多かった。



(2)稲作対策区域およびその周辺地域の対策

　ア　稲作対策

　　　46年度、婦中町鵜坂、速星および富山市神明地区について実施した細密

　　調査の結果に基づき、カドミウム濃度1.0ppm以上の汚染米が発生した地

　　域およびそのおそれが著しい区域約110haを稲作対策区域とし、47年度稲

　　作において汚染米の生産を防止するため、カドミウム吸収抑制対策として、

　　①珪酸石灰10アール当り600kgの施用、②早生種の作付、③穂ばらみ期以

　　降湛水栽培の稲作対策を実施することとし、関係農家に対し、その指導を

　　行なった。

　　　なお、この稲作対策に必要な珪酸石灰、早生種への種籾交換等の経費は

　　県費で立替え、知事と三井金属鉱業(株)社長との間で締結した｢汚染米対策に

　　関する覚書｣に基づき三井金属鉱業(株)が負担した。

　イ　産米の調査

　　　46年度調査に基づき、汚染米の発生を防止するため、珪酸石灰の大量施

　　用等の稲作対策を実施した区域約110haの産米について、その安全性と政

　　府売渡の可否を判定するなめ、区域内の農用地約1.25haに1点の割合で、

　　玄米91点を採取し分析調査を実施した。

　　　調査の結果は、表71のとおり、カドミウム農度1.0ppm以上の玄米は、

　　2点検出されたが、大部分(78%)は、0.4ppm以下であった。また、平

　　均値では、46年度の1.36ppmに対し、47年度は0.28ppmと著しく低下し、



　カドミウム吸収抑制効果は顕著に認められた。

ウ　稲作対策区域の周辺地域における調査

　　稲作対策区域約110haの周辺地域において、汚染米の発生が懸念され

　る地域約80haを調査区域とし、産米の安全性を確認するため40検体を

採

　取し、分析調査を実施した。

　　この区域は、46年度調査でカドミウム濃度1.0ppm以上の汚染米は

検

　出されなかった。この調査の結果は、表71のとおり、新たに汚染米が5点

　検出された。

(3)汚染米対策

　　細密調査区域、稲作対策区域およびその周辺地域について、産米のカド

　ミウム調査により、カドミウム濃度1.0ppm以上の汚染米が24点検出さ

れ

　たことから、この汚染米が検出された区域について、つぎの対策を講じた。

　ア　関係農家への主食の配給

　　　カドミウム濃度1.0ppm以上の汚染米が検出された区域の関係農家

　　　149戸については、とりあえず保有米の食用を停止し、47年12月か

ら主

　　食の配給を実施することとした。

　イ　汚染米の凍結

　　　関係農家の保有米および売渡し予定産米のうち、カドミウム濃度1.0

　　ppm以上の産米は、関係農業協同組合の指定場所に集荷保管し、表72の



とおり流通にのらないよう措置を講じた。また、これらの汚染米は食糧

庁の承認をえて、食用以外の用途に売却することとした。

　また、政府売渡予定産米でカドミウム濃度1.0ppm未満の産米は売渡しの措置

を講じた。

　ウ　汚染米対策に関連する問題

　　　47年12月、地元農業協同組合と三井金属鉱業(株)との間で締結した｢カ

　　ドミウム汚染に係る47年産以降の産米の取扱いに関する覚書｣に基づき、

　　三井金属鉱業(株)は48年2月、当該関係各農協に対し、汚染米代金等の費

　　用29,569千円余を支払った。

(4)土壌汚染対策地域の指定について

　　神通川流域におけるカドミウムに係る土壌汚染対策を促進するために、知

　事は、47年11月、土壌汚染防止法に基づき｢土壌汚染対策地域の指定｣に

　ついて県公害対策審議会に諮問した。県公害対策審議会では、土壌部会に

　これを付託し、目下審議が行なわれている。

(4)汚染米発生地区の対策

　　46、47年度における土壌汚染細密調査等の産米カドミウム調査の結果に

　基づき48年3月、カドミウム濃度1.0ppm以上の汚染米が生産された区域

　として農用地約160haを指定し、この区域内では、汚染米の生産を防止す

　るため、つぎの対策を指導することとした。

　ア　休耕田および用排水路、農道の保全管理

　イ　水稲以外の作物への転換



ウ　水稲を作付する場合は、珪酸石灰10アール当り600kgの施用、早生種

　の作付、穂ばらみ期以降湛水栽培の実施

2　黒部地区

45年度、日本鉱業(株)三日市製錬所周辺地域の農用地の土壌が、カドミウム

によって汚染されていることが判明して以来、農用地のカドミウム汚染実態

のは握、汚染米の処理等の対策を実施してきたが、47年度は引き続き産米調

査、汚染米発生地区の休耕指導等の対策を進めてきた。

(1)カドミウム汚染調査区域における産米調査

　46年度調査の結果、カドミウム濃度1.0ppm以上の汚染米が検出された

区域3.6haの周辺地区において、土壌のカドミウム濃度および日本鉱業(株

)

三日市製錬所からの距離、風向等を考慮して、汚染米が生産されるおそれ

がある区域約47haを調査区域とし、産米の安全性と政府売渡の可否を証明

するため、分析調査を実施した。

　調査は区域内の農用地約1haに1点の割合で、玄米47検体を採取し分析し

た。

その結果は、表73のとおり、玄米カドミウム濃度は、最高0.99ppm最低

0.23ppm、平均0.60ppmであった。また、46年度と47年度の検

体採取地点

がほぼ一致する地点について、玄米のカドミウム濃度を比較してみたが、

その平均値では大差がなかった。

(2)汚染米発生区域の休耕指導

　46年度調査の結果、カドミウム濃度1.0ppm以上の汚染米が5点検出さ

れ

たので、その区域は、汚染米発生区域とし、汚染米の生産防止の観点から

その区城内では水稲の作付をしないよう指導した。

(3)土壌汚染対策地域の指定

　46年度の調査結果に基づき、知事は、47年2月、県公害対策審議会に｢土

壌汚染対策地域の指定について｣諮問した。

　県公害対策審議会は、47年10月、カドミウム濃度1.0ppm以上の汚染

米



が検出された区域を中心に、日本鉱業(株)三日市製錬所周辺地域の農用地約

30haを、土壌汚染対策地域として指定することが妥当であると答申した。





　第7節　産業廃棄物処理対策

1　法令に基づく規制の概要

　(1)規制の概要

　　　｢廃棄物の処理及び清掃に関する法律｣が、46年9月24日から施行され

　　たことにより、産業廃棄物の処理についての事業者責任の原則が明定され

　　また処理、処分についても厳しい基準等が設定されている。

　　ア　対象物質

　　　　規制対象物質は、事業活動に伴って発生する燃えがら、汚でい、鉱さ

　　　い、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類等の18種類である。

　　イ　処理業の許可

　　　　産業廃棄物の収集、運搬または処分を業として行なおうとする者は、

　　　知事の許可を受けなければならないこととされている。ただし、事業者

　　　がその産業廃棄物を自ら運搬しまたは処分する場合は許可を必要としな

　　　い。

　　ウ　届出施設

　　　　汚でい処理施設、廃油処理施設および廃プラスチック処理施設等の11

　　　種類が届出施設となっている。

　　エ　処理、処分等の基準

　　　　処理、処分の基準は、産業廃棄物の収集、運搬、処理(中間処理)、

　　　最終処分の3区分に応じ、それぞれ収集、運搬方法の基準、処理施設の

　　　維特管理基準および処理、処分基準が設定されている。また、野積等の

　　　堆積方法にも厳しい保管基準がある。

　　　　さらに、一定基準以上の有害物質を含む有害産業廃棄物は、厳しい処

　　　理、処分の基準が設定されている。

　　　　この有害物質としては、水銀、カドミウム、鉛、有機りん、クロムお

　　　よび砒素の6種類であったが、48年2月1日の同法の改正により、新た

　　　にシアンが追加された。

　(2)許可、届出の状況

　　　産業廃棄物の処理業の許可および処理施設の届出の状況は、表74および



表75のとおりである。

2　産業廃棄物処理計画の策定

　(1)策定の必要性

　　　産業廃棄物の処理は、最終処分の段階に至るまでに事業者責任の原則に

　　より、事業者の手で適正に処理、処分することになっている。

　　　このため　法の趣旨により、県の責務として産業廃棄物の増大および本

　　県の特殊性を勘案し、広域的、総合的な観点からみた産業廃棄物の合理的

　　処理、処分をはかるための処理計画の策定が必要となった。

　(2)経緯

　　　47年9月22日、知事は、｢産業廃棄物処理計画策定に関する基本的な考え

　　方｣について、県公害対策審議会に諮問した。

　　　同日、同公害対策審議会は、産業廃棄物専門部会に対し、調査、審議に

　　あたらせた。

　　　48年3月6日、同産業廃棄物専門部会は、約6か月にわたり審議し、｢報

　　告書｣をまとめた。

　　　同公害対策審議会では、48年早々に知事に答申を行なう予定である。



　　　同産業廃棄物専門部会の｢報告書｣の内容は、事業者責任による処理を

　　原則としながらも、公共団体による補完的な役割も必要だとし、事業者、

　　公共団体の責任、役割を次のとおりとし、早急に処理体系の整備をはかる

　　べきだとしている。

　　ア　事業者の責任

　　　(ア)責任分担の自覚ならびに処理基準の遵守

　　　(イ)廃棄物の減量化ならびに再生利用化の促進

　　　(ウ)処理、処分施設の整備、特に共同処理、処分施設の整備推進

　　　(エ)処理技術者の早期育成ならびに処理施設安全管理の徹底

　　　(オ)事業者自らによる廃棄物処理対策機構の組織と運営

　　イ　公共団体の役割

　　　(ア)事業者、公共団体、処理業者の連絡調整

　　　(イ)事業者、処理業者の監督、指導、助言

　　　(ウ)廃棄物の実態調査ならびに監視の機構の整備充実

　　　(エ)有害物質等の処理、処分施設の整備、確保

　　　(オ)共同処理施設への助成

　　　(カ)処理業者の健全育成

　　　(キ)処理技術等の開発研究

3　産業廃棄物の埋立適地調査および埋立工法の調査

　(1)調査目的

　　　埋立地および埋立工法の適否等に起因する2次公害の発生が顕在化しつ

　　つあるので、埋立適地、埋立工法について、県内の状況を勘案して調査研

　　究を実施した。

　(2)調査概要

　　　埋立適地の選定は、地形・地質・水理地質の状態について選定要素を設

　　け、各要素の評価因子を満たす土地を適地とし、航空写真、地質図、現地

　　踏査等により調査研究した。



　　また、埋立工法は既存の埋立地の調査、データー分析等により研究した。

(3)調査結果

　　埋立適地としては、社会的諸条件を満たすほか、2次公害を発生しない

　ためには、①地形的に、山地、平野、海岸、海底地形を除く丘陵地、②地

　質的に、新第三系およびそれ以降の岩層によって構成される地域、また③

　水理地質的に、地下水の涵養地でない地域等の条件をそなえた地域が適地

　ある。

　　埋立工法は、水質管理の徹底から、鉱山でとられているスラグ堆積場方

　式を採用し、集水域の天水は、山腹水路で排除し、埋立地内の水は上澄水

　排除処理法により、また埋立は下流側より始め、上流側へ順次進む工法が

　適切な工法である。



　第8節　畜産環境保全対策

1　畜産経営に係る環境保全指導

　　畜産経営に係る環境汚染の防止をはかるため、県に｢畜産経営環境保全対

　策協議会｣を設置し、総合的な指導体制を整備するとともに、県下2か所で

　｢地域推進協議会｣を開催し、実態調査、環境汚染防止指導方針の樹立　巡

　回指導などを実施した。

　(1)環境汚染実態調査

　　　畜産農家1,584戸について調査した結果は、表76のとおりで、ふん尿処

　　理の状況は、土地還元によるもの76.2%、処理施設によるものが9.6%で

　　処理施設が逐次増加している。

　(2)巡回指導

　　　調査の結果に基づき、問題のあったものおよび改善を要する畜舎所有農

　　家797戸について巡回指導(延1.072戸)を実施した。このうち、101戸

　　の施設について改善を指示した結果、45戸(44.6%)が改善された。

2　家畜ふん尿処理対策

　(1)ふん尿処理については、土地還元を一層奨励するとともに、それが困難

　　な場合には、経営に見合う処理施設を設置させるため表77のとおり、県



　費の助成を行なった。

　　また、この助成からもれたものについては、制度資金の活用を指導した。

(2)悪臭については、畜舎の清掃、消毒の励行を指示するとともに、ふんの

　乾燥または焼却等の施設は、排ガスの脱臭装置の設置を指導した。

(3)市街地およびその近郊に散在している畜舎を適地に移転するよう指導し

　た。



　第9節　漁業環境保全対策

1　海水汚染の防止

　　伏木港、富山港等で海上輸送される石油類の増大および富山市草島地内に

　ある石油精製所の立地等により、これら油送船等からの漏油または廃油投棄

　等による海水汚染に対し防止対策が必要である。

　　このため、46年に引き続き、国の助成を得て、低毒性油中和剤(364

　缶)および散布機4台を、新湊、岩瀬、魚津の3漁業協同組合に配置し、富

　山県漁業協同組合連合会に運営管理を委託している。

2　沿岸海域水質保全調査の実施

　(1)定置漁場における水質調査

　　ア　調査目的

　　　　富山湾沿岸部を漁場とする定置漁業の漁場環境の現況をは握するため、

　　　水質調査を実施した。

　　イ　調査概要

　　　　富山県漁業協同組合連合会に委託し、宮崎から氷見地先に至る定置網

　　　漁場を中心として26地点を設け、定置漁業者により47年4月から48年3

　　　月まで毎月2回同一の日時に、エクマン型採水器を用い、一斉採水を行

　　　ない、塩分、pH、SS、CODを分析した。なお、同時に海況、漁獲量

　　　もあわせて調査した。

　　ウ　調査結果

　　　　調査結果は、表78のとおりであり、海況は概して春、夏期には凪で

　　　秋、冬期に波、潮流があり、湾東部は湾西部に比し、よりおだやかな傾

　　　向が認められる。

　　　　表層の測定値についてみると、pHは7.53(神通川前)～8.35(杉の

　　　端)、塩分は2.58‰(庄川前)～31.24‰(茂渕三番)、SSは、2.1ppm

　　　(前網)～44.2、ppm(前網岸)、CODは0.55、ppm(宮崎)～11.08

　　　ppm、(神通川前)であった。

　　　　これを海域別にみると、pH、塩分は、河川水の混入により、ほとん

　　　どの測定点で標準値より低い値を示している。SS、CODは、小矢部川



　　神通川、白岩川等の河口海域において、その値は高く、特にCODは平

　　均値で2ppm以下を示す漁場は、宮崎、魚津の一部、氷見で、他は3

　　ppmを越えている。

　　　また、46年度と比較してみると、pH、塩分においては大差ないが、

　　SS、CODの平均値では、河口部および赤潮時を除いた漁場での低下が

　　みられ、わずかながら正常化しつつある。しかし、春、夏期の赤潮多発時期

　　には、著しい水質の悪化がみられる。

(2)赤潮対策調査

　ア　調査目的

　　　近年、富山湾において、赤潮の発生回数が多く、公害との関連におい

　　　て、赤潮の発生機構を究明するため調査を実施した。

　イ　調査概要

　　　赤潮発生の現況調査を主体に、水質測定および発生生物の査定を行な

　　うとともに漁業被害調査も併せて行なった。

　ウ　調査結果

　　　調査結果は、表79のとおりである。

　　　赤潮は、4月下旬から9月上旬にかけて、湾内一帯に発生するが、特

　　に、新湊から魚津にかけての地先海域に多く、発生生物の大半は、珪藻

　　類、夜光虫で、少量の有色鞭毛藻類がみられ、漁業への直接の被害は認

　　められない。

　　　赤潮発生海域の環境をみると、高水温、低塩分、高pH、高DOであり、

　　ことに夏期には、低塩分層が下層(約2m)まで発達していることもあ

　　る。

　　　この発生原因、機構の究明は、今後の調査研究にまたなけねばならな

　　いが、富山湾においては、表層性、成層性および湧昇性等の海洋的な特

　　性のほかに、河川水からの直接、間接的な刺げき要因が想定される。









　第10節　環境保健対策

1　イタイイタイ病対策

　　神通川流域の婦中町およびその周辺市町において、主として、高年令の経

　産婦に多く発生しているイタイイタイ病(以下｢イ病｣という。)は、30年に

　学会で報告されてから、学者の研究と並行して県でも、30、31年に婦中町熊

　野地区でイ病患者家庭200世帯を対象に栄養調査を実施して以来、原因の調

　査研究を実施するとともに、健康調査、医療費公費負担および簡易水道設置

　助成措置等の諸対策を講じてきた。

　47年度においては、富山市(1,211名)、婦中町(1,446名)、大沢野

町(1,571

　名)、八尾町(525名)を対象に健康調査(表80)を実施した。

48年3月31日現在、イ病認定患者数は83名(富山市27名、婦中町4

2名、大



　沢野町14名)、要観察者数は141名(富山市39名、婦中町87名、大沢野町11名、

　八尾町4名)である。

　　また、富山県イタイイタイ病死亡者弔慰金支給要綱(46年8月1日施行)

　に基づき、イ病死亡者1人につき3万円支給することとし、48年3月31日現

　在で60名に支給した。

2　カドミウム要観察地域対策

　　45年5月、国の｢カドミウム環境汚染暫定対策要領｣に基づき、黒部市の

　日本鉱業(株)三日市製錬所周辺地区が、｢カドミウム要観察地域｣に指定された

　ことに伴い、県は45年度から同地区住民の健康調査(表81)を実施し、46年

　度においては、魚津市経田地区の住民健康調査(表82)を併せて行ない、地

　域住民の健康管理に努めているが、47年度も47年5月から10月にかけて3,9

　82名を対象に実施した。

　　この健康調査の結果と過去に経過の観察を要するとされていた者の成績に

　ついて、48年1月25日開催された環境庁の委託研究機関である｢イタイイ

　タイ病および慢性カドミウム中毒症鑑別診断研究班｣に提出したところ、次

　の結論が出された。

　　・富山県より提出された12例(うち新規5例)について、検診結果を検

　　　討した結果

　　　(1)11例については、今後経過を追跡する必要はないものと判断された。

　　　(2)1例については、尿蛋白の電気泳動について再検査をすることとし

　　　　た。



3　環境保健管理指導

　　45年9月、｢富山県環境保健健康調査実施要綱｣を制定し、生活環境要因の

　変化に伴う県民の健康障害の早期発見と防止をはかるとともに、健康調査の

　実施計画およびその判定について意見をきくため、富山県環境保健健康調査

　協議会(以下｢協議会｣という。)を設置した。

　　この要綱に基づき、45年度には2市4町において13,083名、46年度には3

　市において22,338名を対象に健康調査(表82)を実施した。

　　47年度においては、新湊市新港および庄西地区、黒部市生地地区、富山市

　草島地区、魚津市(日本カーバイト工業(株)魚津工場周辺)、小矢部市松尾地区

　において9,523名を対象に県が協力して、それぞれの関係市が健康調査(表

　82)を実施し、その状況は、次のとおりである。

　(1)新湊市新港周辺および庄西地区健康調査

　　　新湊市におけるばい煙影響の基礎資料を得るため、47年5月小・中学生

　　(小5～中3)を1,282名対象として健康調査を実施し、その結果を協議

　　会に提出したところ、次の結論を得た。

　　ア　西部地区の環境条件は、以前より改善がみられる。しかし、中伏木小

　　　は、有病率が高い。

　　イ　今回の調査は、あくまで基礎的調査であり、今後は、これを基礎とし

　　　て判断すべきものである。

　(2)黒部市生地地区健康調査

　　　46年度に引き続き、電気化学工業(株)黒部工場(旧北陸製塩工業(株)で46年

　　6月に閉鎖)周辺地区住民2,909名を対象として健康調査を実施し、その

　　結果を協議会に提出したところ、次の結論を得た。

　　ア　調査地区と対照地区(黒部市沓掛、植木)と比較すると、有訴状況並

　　　びに受療状況では、有意差はみられなかった。

　　イ　46年度の調査結果と比較すると、環境条件の改善に伴い、有訴率が低

　　　下した。

　　ウ　閉塞性換気障害と認められる者は、調査地区で4名あり、これらの者

　　　については、経過を観察する必要がある。



(3)富山市草島地区

　　富山市は、草島地区の住民2,721名を対象として健康調査を実施し、46

　年度実施した北部地区(岩瀬・萩浦)の検査成績とをあわせて富山市北部

　地域ばい煙影響調査研究会に提出し、次の結論が得られた旨協議会に報告

　された。

　　　｢大気汚染については、現状は好転の傾向がみられるが、過去の環境条

　況より考慮し、その影響は否定できない。

　　ただし、疾病との直接的な因果関係は、現段階においては、明確にする

　ことはできない｣とし、有病者79名、経過観察者22名の判定をした。

(4)魚津市の住民健康調査

　　45・46年度に引き続き、日本カーバイト工業(株)魚津工場周辺地区住民

　　1,400名を対象に実施し、調査結果をとりまとめている。

(5)小矢部市松尾地区

　　小矢部市松尾の東窯工工場周辺の住民859名(調査地区439名、対照地区

　420名)を対象として48年2月第1次調査を実施し、現在第2次調査を実施

　している。

　また、これらの健康調査に基づいて、健康障害者として市町村長から認定

を受けている患者は、48年4月30日現在、富山市59名、高岡市9名、大島町5

名、大門町、魚津市各1名の合計75名である。





　第11節　PCB汚染対策

　　PCBによる環境汚染が社会問題となっており、住民の健康を保護し、生

　活環境を保全するうえにその汚染防止はきわめて重要な課題となっている。

　　県においては、これに対応するため、PCB問題対策連絡会議を開催し、

　調査および対策を進めているところである。

1　検査体制の整備

　　PCBが問題化した当初は、分析機関が公害センター、衛生研究所の2か

　所であったが、その後分析機器の充実、技術者の研修等の検査体制を強化し、

　富山および高岡両保健所、食肉検査所においても分析体制が整備された。

2　環境汚染状況調

　(1)河川等の調査

　　　河川、魚場、港湾、水道原水等の水質について調査した結果、表83のと

　　おり、定量限界以下(0.0005ppm以下、水道原水0.0002ppm以下)で

　　あった。

　　　底質については、定量限界以下(0.01ppm以下)から3.8ppmのPCB

　　が検出された。



(2)食品等の調査

　　魚類(淡水魚、海産魚)、また流通過程における監視として、市販の魚類

　　(遠洋沖合漁、内海内湾魚)およびその加工品、畜産食品、玄米、包装紙

　等について調査した。この結果(表84)を厚生省食品衛生調査会から答申

　された食品等に係る品目別暫定的規制値と比較可能なものについて、検討

　してみると、遠洋沖合魚のかつお1検体(0.6ppm)を除いて、すべて暫

　定的規制値以内であった。



(参考)食品中に残留するPCBの暫定的規制値(47年8月24日、厚生省環境

　　衛生局)

　　魚介類　遠洋沖合魚介類(可食部)　0.5ppm

　　　　　　　内海内湾(内水面を含む)魚介類　3ppm

　　　　　　　牛乳(全乳中)　0.1ppm

　　　　　　　乳製品(全量中)　1ppm

　　　　　　　育児用粉乳(　〃　)　0.2ppm

　　　　　　　肉類(　〃　)　0.5ppm

　　　　　　　卵類(　〃　)　0.2ppm

　　　　　　　容器包装　5ppm

(3)母乳調査

　人体影響が憂慮されることから、45、46年度に引き続き、人体汚染の指

標としての母乳調査を実施した。

　その調査結果は表85のとおりであった。

　これによると、平均値で0.033ppmの値が検出されたが、これに併せ

て行なっている母子の精密検査では健康障害者は認められなかった。

　また、抵抗の弱い乳幼児の健康被害のは握については、厚生省の｢チェ

ックリスト｣に基づいて、県および市町村の実施する乳幼児検診等におい

て異常は握に努めているが、現在まで異常者は認められない。

3　排出源等の調査

(1)工場等の排水調査

　　過去にPCBを使用していた電気器具製造工場(トランス、コンデンサ

　ー製造等)および故紙使用工場等の工場排水を調査したところ、表86のと

　おり定量限界以下(0.01ppm以下)～0.05ppmのPCBが検出された。



　県においては、直ちにPCB含有製品の回収強化をはかるとともに、P

CBの排出等にかかる暫定的指導指針(環境庁水質保全局長通達第53号、

昭和47年7月17日)に基づき、関係業界等へ指導の徹底をはかった。

　その後、電気器具製造工場、故紙使用工場について、再調査を実施した

ところ、いずれも定量限界以下(0.01ppm以下)であり、また下水処理

場、し尿処理場についても調査したところ定量限界以下、(0.01ppm以

下)であった。

(2)PCBを含む廃棄物の処理

　　国においては、PCBおよびPCBを含む廃棄物について、それぞれ持

　性に応じた処理方法を早急に開発することにしており、それまでの間、県

　においては、関係工場・事業所に対し、PCBを含む廃棄物等の保管管理

　を厳重にするよう指導した。



　第12節　企業に対する指導等の徹底

1　監視取締りの強化

　(1)有害物質および有害ガス発生施設の点検

　　　有害物質および有害ガス等の発生施設を有する17工場(表87)について

　　立入検査を実施し、排出ガスの濃度を測定したところ、結果は、いづれも

　　排出基準以下で、不適合の施設は認められなかった。

(2)ばいじん発生施設の点検

　　電気炉および焼却場等のばいじん発生施設を有する14工場5事業場につ

　いて立入検査を実施し、ばいじん量を測定したところ、表88に示すとおり、

　2施設において排出基準を上回るものが認められた。

　　これら2施設のうち、1施設については、集じん方法等の改善を行なわ

　せ基準内までに低下させたが、残る1施設(窯業)は、使用を停止した。



(3)重油中のいおう分の点検

　　46年12月、大気汚染防止法に基づくいおう酸化物の排出基準が改正され、

　富山市、高岡市、新湊市等の地域では、K値が20.4から11.7と強化された

　ので、これらの地域に所在する31の主要工場、事業場について立入り、使

　用燃料油についていおう分の測定を行ない、規制基準に対する適合状況を

　調査した。

　　また、その他の地域の14工場についても、同様の調査を実施したが、結

　果はいづれも基準に適合していた。

(4)鉄鋼・窯業関係工場の点検

　　鉄鋼業ならびに瓦・煉瓦等を製造する窯業関係の工場では、作業工程中

　に蛍石や弗素含有のゆう薬を使用するケースが多く、また瓦や煉瓦につい

　ては、素地そのものに弗素化合物を含むものが多いので、これらの工場の

　電気炉や焼成炉の排ガスについて弗素化合物の排出状況を調査した。



　調査の結果は、表90に示すとおりで、窯業関係では、調査した9工場全

部から、また鉄鋼関係では5工場中3工場から弗素化合物の排出が確認さ

れた。このうち、とくに高濃度の排出が認められ、生活環境への影響が懸

念された鉄鋼および窯業の各1工場については、速かに除害施設の設置や

操業方法等の改善の措置をとらせるとともに、他の施設についても除害施

設の設置や、弗素の少いゆう薬の使用、蛍石の使用の減少等について指導

した。

(5)工場排水等の点検

　　公共水域について定期的に行なっている水質調査の結果、小矢部川支川の

　祖父川下流において、47年1月以来環境基準は満たしてはいるものの、徐

　々に鉛の濃度が増加の傾向を見せたので、原因を究明したところ、流域に

　ある非鉄金属製造業の湿式集じん施設の廃水に由来することが明かとなっ

　た。早速当該工場に対しては、処理施設の改善強化を行なわせるとともに

　類似の作業を行なっている12工場についても急ぎ点検を行なったが、特に

　問題となるケースは見られなかった。

　　なお、このほか、他の監視と併せて35工場について、排水処理施設や管

　理状況の点検を行なったところ、13工場で管理の不備が認められたので、

維持管理の強化や施設の改善等について指導した。

(6)騒音・振動に関する工場等の点検

　　騒音・振動については、苦情等の実態にあわせて、表91に示すとおり28



工場について調査を実施し、問題工場等に対しては、それぞれ適切な防

止対策の指導を行なった。

(7)公害防止協定に基づく企業の点検

　(ア)北陸電力(株)・富山共同火力発電(株)

　　　大気汚染関係については、重油の抜取検査を中心に、窒素酸化物やば

　　いじん量の測定を行なった。重油中のいおう分は両社とも、47年度上期

　　1.8パーセント、下期1.7パーセントの協定値を十分下回り、またばい

じ

　　ん量等についても協定の基準値以下であった。

　　　水質汚濁関係については、水素イオン濃度・化学的酸素要求量・浮遊

　　物質・油分ならびに冷却水の水温等について測定を行なった。両社とも

　　水質は協定基準値以下であったが、特に富山共同火力では汚濁防止に意

　　欲的で排水系路の整備、沈殿池の新設等の措置が講ぜられた。

　　　騒音については草島の北電富山火力では、協定の基準値を下回った

　　が、新港の富山共同火力では、一部協定値ぎりぎりの地点があった。

　(イ)住友化学工業(株)

　　　大気汚染に関し、天井系および地上系の排出口について、大気中に排

　　出される弗素化合物の濃度を測定した。測定結果は、電解炉のスカー

　　トの改善や、天井系のネットの取替え等管理の強化により、協定基準値

　　を十分下回り、46年度の測定結果と比較しても低い値であった。



　(ウ)三井金属鉱業(株)

　　　水質汚濁に関し、鉱業所の8地点において、排水の調査と、神通第一

　　発電所において神通川のカドミウム濃度を毎月測定した。鉱業所の排水

　　については、カドミウム、鉛、亜鉛、銅等の濃度はいづれも排水基準を

　　十分下回っており、また神通川のカドミウム濃度も環境基準濃度以下で

　　不検出であった。

(8)産業廃棄物の排出工場等の点検

　　産業廃棄物を排出または取扱っている工場、事業場の処理施設、最終処

　分地等について、延275回にわたり、立入検査したところ、不備、基準違

　反等の件数は、(表92)のとおりであったので、それぞれ適切な措置をする

　よう、防止対策の徹底、基準の遵守を指導した。



2　行政指導

　(1)大気関係

　　ア　いおう酸化物環境保全計画に基づく企業指導

　　　(ア)慨要

　　　　　48年2月2日、県公害対策審議会の答申に基づき策定したいお

　　　　う酸化物環境保全計画により151工場(大気汚染防止法、電気事業法

　　　　および鉱山保安法の規制を受け、かつ総排出ガス量3,500Nm3/時間以

　　　　上の工場、事業場)を、いおう酸化物環境指導目標達成のため、指導

　　　　することとなった。

　　　(イ)指導事項

　　　　　48年2月5日、151工場に対し、使用燃料中のいおう分低減のため減

　　　　少計画書の提出を指示し、48年4月よりその減少計画を実施するよう

　　　　指導した。

　　　　　計画の概要は、(表93)のとおりであり、47年度と53年度を比較する

　　　　と年間重油使用量は1.74倍の480万klとなるが、いおう分は平均で1.

　　　　75%から0.54%と低減し、いおう酸化物年間排出量は46%減の46,700

　　　　tとなった。



イ　瓦および煉瓦工場

　(ア)概要

　　　47年6月から7月にかけ、小矢部市松尾、東窯工協業組合周辺の立

　　木被害を調査したところ、瓦焼成炉から排出される弗素が原因ではな

　　いかと推定された。

　　　このため9月から11月にかけて、県下の瓦および煉瓦工場の連続焼



　　成炉について調査したところ、13工場から弗素が17.7mm/Nm3～174mg/

　　Nm3(富山県公害防止条例の排出基準5mg/Nm3)の濃度で排出されてい

　　ることが判明した。

　(イ)指導事項

　　　47年7月31日、東窯工協業組合に対し、次の改善を指示した。なお、

　　13工場についても同様の改善を指導した。

　　・弗素含有量の低いゆう薬を使用する。

　　・除害施設を設置する。(47年12月完成)

　　・煙突の嵩上げする。(47年12月完成)

ウ　製鋼用電気炉設置工場

　(ア)概要

　　　特定ガス環境調査に関連して、日本高周波鋼業(株)富山工場の製鋼用

　　電気炉から排出される弗素化合物の濃度を測定したところ、0.9～41

　　.9m9/Nm3で、排出基準(5mg/Nm3以下)に違反していた。

　　　このため、県下の製鋼用電気炉を有する6工場について測定したと

　　ころ、排出基準以下であった。

　(ｲ)指導事項

　　　48年1月24日、日本高周波鋼業(株)富山工場に対し、県公害防止

　　条例に基づき、次のように改善を指示し、また6工場についても同様

　　の指導をはかった。

　　・弗素を含む融剤の使用量を減少する。

エ　日本高周波鋼業(株)富山工場(新湊市八幡)

　(ア)概要

　　　製鋼用電気炉から排出されるばいじんの濃度を測定したところ、0.

　　77g/Nm3で排出基準(0.4g/Nm3以下)に違反していた。

　(イ)指導事項

　　　47年6月9日、大気汚染防止法に基づき、次のとおり改善を指示し

　　た。

　　・集じん機をベンチューリスクラバーから集じん効率の高いバッグフ



　　　イルターに転換する。(47年6月完成)

　オ　中越パルプ工業(株)能町工場(高岡市能町)

　　(ア)概要

　　　　クラフトパルプ工場周辺の悪臭実態調査に関連して、パルプ廃液中

　　　の薬液回収ボイラーから排出される硫化水素の濃度を測定したところ、

　　　13p.p.m～24p.p.mで排出基準(20p.p.m以下)に違反していた。

　　(イ)指導事項

　　　　47年12月19日、県公害防止条例に基づき、次のとおり改善を指示し

　　　た。

　　　a　抜本対策

　　　　　回収ボイラーを新設し、既設の回収ボイラーの操業度の低下をは

　　　　かる。

　　　b　暫定対策

　　　　・除害塔の洗浄系統の整備をはかる。(48年1月完成)

　　　　・洗浄液の管理の徹底をはかる。

(2)水質関係

　ア　規制対象工場の排水監視

　　(ア)概要

　　　　水質汚濁防止法の規定による規制対象工場のうち、シアン、6価ク

　　　ロム等人の健康に直接影響を与える物質を常時排出するおそれのある

　　　電気メッキ業、鉄鋼業、化学工業の工場および汚濁負荷量の多い紙・

　　　パルプ、医薬品、食料品等の製造工場等を重点に、排水基準の適合状

　　　況について調査したところ、13工場が排水基準に違反していた。

　　(イ)指導事項

　　　　違反工場のうち、汚水処理施設の操作不なれ、故障、事故等により

　　　一時的に排水基準に違反していた4工場に対しては、表94、のとおり

　　　改善を指示し、排水処理の方法等に構造または技術的欠陥が認められ

　　　る7工場には、表95のとおり改善を命じ、改善計画書の提出等によ

　　　り、管理体制の強化、汚水処理施設の改善等を指導した。



イ　富士化学工業(株)荒田工場(中新川郡上市町荒田)

　(ア)概要

　　　47年6月5日、上市川の荒田下水路の流入点から約1kmにかけて、

　　雅あゆ約1万匹がへい死した。調査したところ、当工場の排水処理施

　　設のpH9.5～9.7のアルカリ排水の流出であることが判明した。

　(イ)指導事項

　　　47年6月7日、排水のpH管理について、さらに対策を強化するよう

　　次の事項を指示した。

　　・中和方法を改善する。(47年7月完了)

　　・排水管理体制を強化する。



ウ　(株)不二越中田工場(富山市中田)

　(ア)概要

　　　47年7月20日、富山市住友町を流れる農業用水から油による悪臭が

　　漂う事故が発生した。調査したところ、当工場の鍛造品の油冷却工程

　　に併設されている脱油煙装置からの油回収タンク(循環方式)から、

　　油がもれ流出していることが判明した。

　(イ)指導事項

　　　47年7月21日、流出した油について、次のとおり措置するよう指導

　　した。

　　・農業用水の油を回収する。

　　・防油堤を設置する。(47年8月完成)

エ　立山製紙(株)(中新川郡立山町五百石)

　(ア)概要

　　　47年10月3日、農業用水により養殖している立山町田添、浦田、三

　　ッ塚の部落17戸の観賞用、養魚用のこい約3万匹がへい死した。調

　　査したところ、当工場の排水処理用の廃硫酸をヘッドタンクへ液送す

　　るポンプのゴムホースが破裂し、約6tの廃硫酸が流出したことが判

　　明した。

　(イ)指導事項

　　　47年10月5日、排水処理施設を次のとおり改善するよう指示した。

　　・ヘッドタンク周辺に散在している廃硫酸を中和する。

　　・雨水時に用水流出防止の堰を作る。(47年11月完成)

　　・廃硫酸の流出防止の貯留槽を設置する。(47年11月完成)

オ　(有)丸二化成(婦負郡八尾町福島)

　(ア)概要

　　　47年11月11日、石戸用水の当工場排水口下流約1kmにかけて、魚類

　　数100匹がへい死した。調査したところ、当工場の金型ワク洗浄廃液

　　約60lを2倍の水で希釈した強アルカリ性排水が流入したものと判明

　　した。



　(イ)指導事項

　　　47年11月13日、排水処理施設を次のとおり完備するよう指導した。

　　・中和処理施設を設置する。(47年12月完成)

　　・毒物劇物取扱方法に基づく表示等を強化する。(47年11月完成)

カ　(株)チューエツ木津工場(高岡市木津)

　(ア)概要

　　　47年10月26日、千保川に白濁水が流入する事故が発生した。調査し

　　たところ、当工場のアート紙の光沢度、平滑度を良くする充填剤のテ

　　スト中、2階ベットタンクに残留していた1m3を1階貯留タンクに給

　　入中、操作ミスによりバルブを開放のまま給入したため、充填剤が流

　　入したものと判明した。

　(イ)指導事項

　　　47年10月27日、施設について次のとおり改善するよう指導した。

　　・予備貯留タンクを設置する。(47年11月完成)

　　・事故時の連絡体制を確立する。

キ　富士化成(株)(富山市太郎丸)

　(ア)概要

　　　47年11月4日、富山市内を流れる四ッ谷川で、魚類数100匹が浮上

　　する事故が発生した。調査したところ、当工場において酢酸、酢酸ソ

　　ーダ、水を混合し、20kg入ポリエチレン容器に給入中、オーバーフロ

　　ーし、流入したことが判明した。

　(イ)指導事項

　　　47年11月4日、排水施設を完備するよう指導した。

　　・作業を中止し、作業場排水口を閉鎖する。

　　・中和施設完成まで作業を禁止する。(47年12月完成)

ク　北陸森紙業(株)高岡事業所(高岡市大野)

　(ア)概要

　　　48年3月10日、高岡市大野地区で、印刷インクが水田へ流入する事

　　故が発生した。調査したところ、当工場が排水している下水道大野幹



　　　線が工事中のため、別の用水へ排水していたが、あやまって未処理の

　　　印刷用インキを排水したところ、あふれたことによるものと判明した。

　　(イ)指導事項

　　　　48年3月13日、処理施設の能力を強化するよう指導した。

　　　・印刷用インクをすべて処理できるよう処理施設を増設する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(48年5月完成)

(3)騒音関係

　ア　大谷工業(株)富山工場

　　(ア)概要

　　　　鉄塔工場および第一工場等のシャーリング等から発生する騒音が、

　　　75ホンで規制基準(昼間65ホン)に違反していた。

　　(イ)指導事項

　　　　47年5月16日、県公害防止条例に基づき改善を勧告し、次の事項を

　　　指導した。

　　　・工場内壁に防音壁をつくる。(48年2月完成)

　　　・バフ吐出口に消音器を設ける。(　〃　)

　　　・換気開口部に消音装置を設ける。(　〃　)

　　　・採光窓は2重窓とする。(　〃　)

　イ　新日本化学工業(株)富山工場

　　(ア)概要

　　　　47年9月、工場附近住民から、海水汲上げポンプ室附近の振動につ

　　　いて苦情があった。

　　　　調査したところ、海水導入パイプ附近で74～75デシベルを記録し、

　　　その振動原因は、海水汲上げパイプの導入海水中の空気含有率の増加

　　　や異物混入によるストレーナーづまり等による振動であることがわか

　　　った。

　　(イ)指導事項

　　　　47年10月12日、改善を要請し、次の事項を指導した。

　　　　・海水ポンプストレーナーの定期清掃を徹底する。



　　　　・海水ポンプストレーナー脱気装置を整備する。(47年11月完成)

　　　　・海水導入パイプ等に防振対策をはかる。

　　ウ　吉田工業(株)生地工場

　　　(ア)概要

　　　　　揚水ポンプ、ファスナー植付機等の騒音が、67～70ホンであり、

規

　　　　制基準(朝夕55ホン、昼間60ホン、夜間50ホン)に違反していた

。

　　　(イ)指導事項

　　　　　47年5月16日、県公害防止条例に基づき改善を要請し、次の事

　　　　項を指導した。

　　　　・井水配管を圧力タンクより切り離し、地下に埋設する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(47年8月完成

)

　　　　・ポンプ小屋を改築し、防音機を張りつける。　　(　〃　)

3　融資・助成

　(1)富山県中小企業公害防止資金

　　　住宅、商業地区に混在している中小企業の施設から発生するばい煙、粉

　　じん、汚水、悪臭、有害ガス、騒音、産業廃棄物処理等の問題に対処する

　　ため、46年4月従来の中小企業公害防止施設整備資金融資制度を廃し、新

　　たに富山県中小企業公害防止資金融資制度を設けた。

　　　この制度は、県が金融機関へ県費を預託し、この2倍に相当する金融機

　　関の協調融資額を加え、これを貸付わくとして金融機関が融資を行なうも

　　のであり、その内容は、表96、のとおりである。

　　　貸付実績は、表97および表98のとおり、45年度以降急増している。

これ

　　は規制と行政指導の強化、企業の公害に対する自覚の高まりによるものと

　　考えられる。







(2)その他の制度

　　その他の融資制度は、表99のとおりで、公害防止施設に対し融資して

　いる。このうち県が取り扱っているのは、中小企業設備近代化資金、中小

　企業高度化資金、工場移転促進資金および農業近代化資金である。

(3)富山県公害防止資金融資利子補給金

　　この制度は、富山県中小企業公害防止資金融資制度による融資を受けた

　者に対し、利子補給を行なうものである。

　　利子補給率は、45年度まで6%をこえる部分であったのを、46年4月か

　ら5%をこえる部分に改正し、中小企業者の負担の軽減をはかっている。



　利子補給の実績は、表100のとおりであり、融資の増加に伴い45年度以

降急増した。

4　公害防止管理者制度

　　｢特定工場における公害防止組織の整備に関する法律｣の施行(46年6月)に

　より、特定工場に公害防止総括者、公害防止主任管理者、公害防止管理者等

　を設置し、公害防止組織の整備をはかり、公害防止に努めることとなった。

　　このため、法の趣旨徹底をはかるため、47年7月から8月にかけて、国の

　委託を受けて公害防止管理者等資格認定講習(大気関係第2種及び第4種、

　水質関係第2種及び第4種公害防止管理者)を実施するとともに、特定工場に

　おける公害防止管理者等の設置について指導を行なった。

　　本県における特定工場の公害防止管理者の届出状況は、表101のとおりで

　ある。



5　公害防止協定等の締結

　　住友化学工業(株)との公害防止協定の改定

　　アルミ製練により発生する弗素化合物の排出濃度を0.9mg/Nm3以下で排出

　するよう45年12月協定したが、48年度にはアルミ生産量が、168,000t/年の

　生産能力に拡大することから、大気汚染防止法の排出基準1.0mg/Nm3(建屋)

　および3.0mg/Nm3より厳しく、かつ前の協定排出濃度の2分の1に当る0.45

　mg/Nm3に、47年12月改定した。

6　事前協議

　　県公害防止条例第3条2項の規定により、公害発生のおそれのある

　工場等の新設および増設については、公害の未然防止をはかるため、あらか

　じめ公害防止対策について事前協議することになっている。

　(1)東鋳鋼(株)伏木工場の新設

　　　丸鋼を製造するため、現在休止中の日本重化学工業(株)伏木工場を借受け

　　て、圧延設備、製鋼設備の設置計画が47年6月に協議され、同年8月に成

　　立した。

　　ア　大気汚染防止対策

　　　(ア)いおう酸化物は、B重油(S=1.9%以下)を使用し、K値5.26以下

　　　　とする。

　　　(イ)ばいじんの排出濃度を0.20g/Nm3以下とする。

　　イ　水質汚濁防止対策

　　　　スケール沈でん槽、スラリーピット等の設置により、pH6～8、B

　　　OD25ppm以下、SS90ppm以下、油分(鉱物油)3ppm以下、マン

　　　ガン3ppm以下その他の有害物質を排出しない。

　　ウ　騒音防止対策

　　　　騒音発生施設(圧延機、排風機等)は、すべて建屋内に収納し、敷地

　　　境界で55ホン以下にする。

　　エ　高岡市との間で公害防止協定締結(47年8月)

　(2)武内プレス(株)富山工場の新設

　　　旧富山工場(富山市城北町)の老朽化により、富山市上赤江にアルミニ



　ウムチューブ、アルミニウムの製造工場の新設計画が47年9月に協議さ

　れ、同年10月に成立した。

　ア　大気汚染防止対策

　　　燃料としてLPG(S=0.01%以下)を使用する。有害ガス等は排出しない。

　イ　水質汚濁防止対策

　　　表面処理施設からの排出水の水質を、pH7.0、BOD7ppm以下

　　SS4.4ppm以下、油分3.5ppm以下とし、その他の物質を排出し

　　ない。

　ウ　騒音防止対策

　　　施設を鉄筋コンクリート建屋内に収納し、敷地境界線において45ホン

　　以下とする。

(3)立山アルミニユウムエ業(株)第三工場の新設

　　アルミ建材の製造工場を福岡町に建設する計画が、47年9月に協議され、

　同年11月に成立した。

　ア　大気汚染防止対策

　　(ア)いおう酸化物は、燃料としてB重油(S=1.6%以下)、または灯油

　　　　(S=0.01%以下)を使用し、K値を5.2以下(法の基準20.4)とする。

　　(イ)電気式加熱炉を使用し、ばいじん、有害物質を排出しない。

　イ　水質汚濁防止対策

　　　中和槽、クリセトラー、シックナー等の排水処理装置により、pH6

　　～8、BOD15ppm以下、SS10ppm以下、油分3ppm以下とする。

　ウ　騒音防止対策

　　　切断機等の施設は、建屋内に収納し、工場敷地境界線において昼間お

　　よび朝夕を55ホン以下、夜間50ホン以下とする。

　エ　福岡町との間で公害防止協定を締結(47年5月)

　オ　小矢部川漁業協同組合との間で公害防止協定締結(47年7月)

(4)富山化学工業(株)富山工場の増設

　　抗生物資(合成ペニシリン)製造のため、富山工場内に増設する計画が

　47年10月に協議され、同年12月に成立した。



　ア　大気汚染防止対策

　　　密閉式装置、ガス吸収装置により各有害ガスについては、労働衛生許

　　容濃度以下にする。

　イ　水質汚濁防止対策

　　　pH6.2～8.4、SS50ppm以下、油分(鉱物油)1.27ppm以下、

　　フェノール類0.70ppm以下、BOD240ppm以下とする。ただし、廃

　　液濃縮燃焼装置の移動により、BOD80ppm以下を目標とする。

　ウ　騒音防止対策

　　　敷地境界線において、昼間57ホン、朝夕52ホン、夜間46ホン以下とす

　　る。

(5)日本鋼管(株)富山製鉄所の設備更新

　　当工場の合金鉄精錬用小型電気炉6基の老朽化に伴い、大型密閉型電気

　炉1基の更新計画が47年10月に協議され、48年1月に成立した。

　ア　大気汚染防止対策

　　(ア)更新の密閉型電気炉に対しては、2段ベンチュリー、バッグフイル

　　　ターを用いて、ばいじん排出濃度を0.05g/Nm3以下にする。

　　(イ)既設の集屋装置等を改善することにより、ばいじんの排出総量を約

　　　74%に減少する。

　イ　水質汚濁防止対策

　　　シックナー2基により、SS50ppm以下に強化する。

(6)ホクセイアルミニユウム(株)第一工場の増設

　　アルミニウム押出形材の自社生産および皮膜加工の能力を増強する計画

　が47年11月に協議され、48年2月に成立した。

　ア　大気汚染防止対策

　　　いおう酸化物は、増設を機に使用重油のS分を減少し(S=1.6%以

　　下)、K値を7.33以下とする。また、ばいじん排出濃度をO.15g/Nm3以

　　下とする。

　イ　水質汚濁防止対策

　　　水酸化アルミ回収設備、凝集沈でん設備、排水自動中和設備等により



　　pH6.4～8.0、SS40ppm以下、BOD10ppm以下、油分3ppm以

　　以下とし、有害物質を排出しない。

　ウ　高岡との間で公害防止協定締結(48年1月)

(7)日本電工(株)北陸工場の増設

　　金沢製造所の廃止に伴い、北陸工場(旧富山製造所)への集約により

　特殊金属製造設備、原料前処理設備、精錬炉の移設計画が48年1月に協議

　され、同年2月に成立した。

　ア　大気汚染防止対策

　　(ア)ばいじん対策としては、増設分について排出濃度を0.05g/m3以下

　　　とする。また、従前の電気炉2基に対しても改善をし、排出総量を現

　　　在の87.5%に減少する。

　　(イ)いおう酸化物は、焼結機に使用する燃料をB重油(S=1.2%以下、

　　　ブルースカイ計画では、1.61%)とし、K値を2.56とする。

　イ　騒音防止対策

　　　音源対策、工場配置等により、住居区域隣接境界線で昼間65ホン以下、

　　朝夕、夜間60ホン以下とする。

　ウ　大島町との間で公害防止協定締結(48年1月)

(8)東鋳鋼(株)伏木工場の増設

　　丸棒生産のため、製鋼用密閉傾動型電気炉1基の増設計画が48年2月に

　協議され、同年3月に成立した。

　ア　大気汚染防止対策

　　(ア)いおう酸化物は、加熱炉に使用する燃料のS分を1.6%以下とする。(ブル

　　　ースカイ計画では50年中間目標S=1.66%)

　　(イ)ばいじんは、増設分については、バッグフィルターを使用し、0.05g/

　　　Nm3以下とする。既設分については、炉前ならびに建屋集塵を行ない、

　　　ばいじんの総排出量を現在の80%に減少する。

　イ　騒音防止対策

　　　電気炉建屋の防音壁設置等の騒音防止対策を強化し、敷地境界線上で

　　55ホン以下とする。

　ウ　高岡市との間で公害防止協定の改訂(48年3月)



第13節　公害に関する試験研究

　本県の各試験研究機関においては、新しい形態の公害に対する測定法、分

析方法および発生した公害に対する処理機器、処理方法について試験研究を

実施している。なお、試験検査方法の手引きとして、｢環境保全、公害に係

る試験検査方法の手引き｣を作成した。

　各試験研究機関におけるおもな試験研究は、次のとおりである。











　　　　第4章　昭和48年度において講じよう

　　　　　　　　　　　とする公害防止に関する施策

　第1節　長期的展望に立った対策の推進

　　国の指示に基づく公害防止計画

　　公害対策基本法第19条に基づく本計画は、47年度に基礎調査を終えてお

　り、48年度には、国の基本方針の指示を受けて実施計画を策定し、国の承認

　を得て、49年度を初年度とする53年度までの5か年計画として事業の実施が

　行なわれる。

　　実施計画は、県が関係市町村、関係企業等の協力を得て策定することにな

　るが、計画のおもな内容は、将来の地域の汚染状況を推計する一方、これら

　の汚染を除去するとともに、汚染未然防止のための目標値を設定し、その目

　標達成のため、関連防止施策としての諸対策を盛り込み、公害対策を計画的

　総合的に推進するものである。

　　計画の骨子となる防止施策としては、施策の基本的指針をはじめ、土地利

　用計画、各種公害事象別防止、処理対策や公園緑地、公共下水道等の防止関

　連都市施設整備、さらには公害保健対策、中小企業対策、監視測定体制等が

　あげられる。

2　下水道計画

　　小矢部川、庄川および下条川流域の下水道整備計画に基づき、これを上位

　計画とした下水道事業の普及促進をはかるため、47年度に引き続き小矢部川

　流域にかかる流域下水道建設計画を策定し、48年度から事業に着手する。

　　神通川流域については、47年度に引き続き流域下水道総合計画を策定し、

　下条川を含めた流域下水道建設計画を策定する。

　　また、新たに中新川地区について、総合的な都市排水計画を策定する。

3　グリーンベルト造成計画

　　富山新港臨海工業地帯背後地のグリーンベルトは、県道新湊・八尾線と臨



　港道路間の区域で、規模約200,000m2(幅約150m、長さ約1,500m)のも

　のを造成する計画である。

　　48年度は、策定中の公害防止計画の主要事業として組み入れ、都市計画決

　定等の具体的作業に着手するとともに、建設基本計画を策定し、事業実施を

　担当する公害防止事業団に採択されるよう所要の措置をとる。

4　ブルースカイ計画

　　富山、高岡両市の臨海工業地帯やその周辺部をはじめ、企業集積度の高い

　地域では、今後の燃料使用量、自動車交通量の伸びに伴い、いおう酸化物、

　浮遊粉じん、窒素酸化物等による大気汚染の悪化が憂慮される。

　　この対策として、いおう酸化物については、47年度｢いおう酸化物環境保

　全計画｣を策定し、48年度から実施に移すとともに、さらに浮遊粉じん、窒

　素酸化物等についても、長期的見通しに立った環境保全対策を推進する。

5　ブルーシー計画

　　富山湾の汚濁は、工場排水、生活排水により中、下流部において著しく汚

　濁している小矢部川、神通川、白岩川の河川水の流入が主因となっている。

　　この対策として、47年度調査のマスメ状調査に引き続き、48年度には、こ

　れら汚濁河川を起点とした放射状調査および産業公害総合事前調査等を基礎

　に汚濁の実態、将来の汚濁予測等を勘案し、50年度を目標に富山湾海域の環

　境基準の類型指定および上乗せ排水基準を設定し、水質保全対策を推進する。

6　健康で安全な生活を守る計画(県勢総合計画の公害対策)

　　60年を目標とする〝住みよい富山県をつくる総合計画〟が、48年8月を目

　途として現在策定中である。

　　〝公害対策〟は、計画の柱の1つである｢県民生活の基礎を固める｣部門

　の｢健康で安全な生活｣の計画項目の一環として採り上げられている。

　　公害対策の内容は、公害のない健康で安全な県民生活を守るための諸対策

　が盛り込まれる予定であり、そのおもな課題として、1)望ましい環境目標

　の設定と方策、2)工業の立地規制および公害未然防止対策、3)公害監視

　体制、4)産業廃棄物処理対策などがある。



　第2節　公害防止の基本的施策

1　規制の変化

　(1)水質に関する環境基準の指定および上乗せ排水基準の設定

　　　｢庄川水域および富山新港等に係る環境基準の類型指定および上乗せ排

　　水基準の設定｣について、県水質審議会の答申を受けて48年度中に設定す

　　る。

　(2)騒音の環境基準の指定および規制基準の見直し

　　　都市計画法の新用途地域に基づき、県内全市、婦中町および大島町の9

　　市2町について、環境基準のあてはめを行なう。

　　　なお、富山、高岡両市を除く7市2町について、騒音規制法に基づいて、

　　地域指定を行なう。

　(3)悪臭の規制地域の指定拡大および規制基準の設定

　　　悪臭防止法の施行に伴い、アンモニア、メチルメルカプタン、硫化水素、

　　硫化メチル、トリメチルアミン等の悪臭物質の規制が行なわれたことに関

　　して、動物飼養場、し尿処理場等について実態を調査し、規制地域の指定

　　および規制基準を設定する。

2　公害防止体制の整備

　(1)機構・人員

　　　ここ数年、公害行政の一元化と実施体制の強化をはかってきたが、最近、

　　自然環境保全が重視されてきていることから、今後、さらに自然環境保全

　　最優先を基調とした公害行政を推進する必要がある。

　　　また、監視の強化、試験検査業務の迅速化および公害業務の複雑多岐

　　化に対処するため、関係職員の増員と試験研究機構の拡充をはかる。

　(2)施設設備

　　　監視体制について、大気常時観測局の増設およびテレメーター化等によ

　　り、広域監視体制の強化をはかる。

　　　また、公害センターについて、監視、測定機器の充実をはかる。

　(3)研究体制



　いまだ解明されていない公害現象、確立されていない各種汚染物質の測

定方法、公害防止処理技術および有害物質の人体等におよぼす影響を研究

するため、関係試験研究機関の充実をはかるとともに、これら機関の有機

的連けいによって、公害対策を効果的に推進する。



　　第3節　公害防止の具体策

1　大気汚染防止対策

　(1)大気汚染常時観測局の建設等

　　　大気汚染の監視を強化するため、富山市赤田、新湊市海老江、婦中町速

　　星および大門町大門にいおう酸化物、浮遊粉じんおよび風向風速の連続測

　　定装置を備えた常時観測局を新設するとともに既設観測局に窒素酸化物、

　　オキシダントおよび一酸化炭素の測定装置を設置する。

　(2)テレメーター化の拡大

　　　大気汚染の実態を迅速には握し、大気汚染緊急時の措置を適切に実施す

　　るため、前年に引き続き、富山市赤田、富山市新庄、高岡市波岡、新湊市

　　海老江、婦中町速星、小杉町太閤山および大門町大門の常時観測局7局を

　　テレメーター化し、既設と合わせて17局とする。

　(3)大気汚染基礎調査

　　　常時観測局の補助監視として、県内平野部全域にわたり、140地点で降下

　　ばいじん、いおう酸化物、浮遊粉じん、窒素酸化物およびオキシダントの

　　大気汚染状況を常時調査する。

　(4)特定ガス環境大気調査

　　　富山新港地区、婦中地区および富山稲荷地区について、前年に引き続き

　　有害物質(弗素化合物および燐酸化物)による汚染状況について、発生源

　　調査、大気環境調査および植物影響調査を行なう。

　(5)工場周辺浮遊粉じん調査

　　　ばい煙発生工場周辺8地区の浮遊粉じんによる大気汚染の実態を調査す

　　る。

　(6)自動車排出ガス環境調査

　　　自動車交通量が多く、かつ、自動車の渋滞する交差点における自動車排

　　出ガス(一酸化炭素、窒素酸化物、炭化水素、オゾン、浮遊粉じんおよび

　　鉛)の環境汚染状況について、富山市、高岡市、新湊市および魚津市等10

　　地点で調査を行なう。



　(7)大気汚染気象条件調査

　　　気象と大気汚染の関係を究明するため、富山北部地区および富山新港地

　　区において気温、風向および風速の乗直分布および地上風の水平分布等を

　　調査する。

2　水質汚濁防止対策

　(1)水質監視測定調査

　　　公害対策基本法に基づく｢水質汚濁に係る環境基準｣が設定されている

　　水域について、達成状況を調査する。

　　ア　生活環境項目の調査

　　　　小矢部川、神通川、白岩川、庄川、下条川、富山新港等8水域51地点

　　　を調査する。

　　イ　健康項目の調査

　　　　上記の水域のほか、常願寺川、黒部川等27水域69地点を調査する。

　(2)工場排水調査

　　　水質汚濁防止法に基づく規制対象工場の排出水を調査し、排水基準の適

　　合状況を監視し、水質汚濁の防止をはかるものである。

　(3)河川海域環境調査

　　　魚類等を分析して、有害物質による汚染状況の追跡調査を行なう。

　(4)海域環境調査

　　　富山湾の水質汚濁を調査し、環境基準を設定するため、基礎資料得ると

　　ともに海域の汚濁防止をはかるものである。

　(5)排水基準設定のための水質調査

　　　水質汚濁防止法第3条第3項に基づく排水基準を設定するため、常願寺

　　川、黒部川、吉田川等10河川の水質調査を行なう。

　(6)毒物劇物による公害の防止対策

　　　電気メッキ業等の毒物劇物の使用工場から、シアン等が排出されるおそ

　　れがあるので、工場の立入検査を実施する。

　(7)富山湾海域の産業公害総合事前調査

　　　富山湾海域の汚濁状況をは握するとともに、今後の汚濁を予測して、新



　　たな公害発生の未然防止をはかるため、通商産業省と合同で調査する。

3　騒音防止対策

　　工場、自動車、環境、深夜、建設、宣伝用拡声機等の騒音および騒音発生

　施設からの振動について実態調査を行なう。

4　悪臭防止対策

　　悪臭防止法に基づいて、47年度に、クラフトパルプ工場周辺を規制地域として

　指定したが、さらに規制地域の拡大や規制基準設定を行なうため、動物飼養

　場、し尿処理場、魚腸骨処理場、ごみ処理場について、アンモニア、メチル

　メチルカプタン、硫化水素、硫化メチル、トリメチルアミンの5物質につい

　て実態調査を行なう。

5　カドミウム汚染土壌対策

　(1)神通川流域地域

　　　神通川右岸の富山市新保地区約600haについて、土壌および玄米のカド

　　ミウム濃度を調査するほか、46、47年度で調査した神通川左岸の汚染米が

　　発生するおそれがある地域については、産米調査を行なう。

　　　さらに、土壌汚染対策の工事方法等について、技術的な解明を行なうた

　　め、婦中町の汚染地域で土壌汚染対策実験ほ場を設置し、調査研究を実施

　　する。

　　　また、46、47年度調査の結果、カドミウム濃度1.0ppm以上の汚染米

　　が検出された区域約160haについては、汚染米の発生防止の観点から、休

　　耕田管理等の指導を行なう。

　　　土壌汚染防止法に基づく対策地域については、県公害対策審議会および

　　地元市町長の意見をきき、適切な指定を行なう予定である。

　(2)黒部市日本鉱業(株)三日市製錬所周辺地域

　　　土壌汚染防止法に基づく対策地域は、地元市長の意見をきいたうえで指

　　定し、対策計画の策定等の対策をすすめる。

　　　また、汚染米が発生するおそれがある地域では、産米調査を行なうほか

　　土壌汚染対策技術を解明するため、土壌汚染対策実験ほ場を設置し、調査

　　研究を実施する。



6　産業廃棄物処理対策

　(1)処理計画の策定および処理体系の整備

　　　処理計画は、産業廃棄物の収集から処分までの処理体系について、事業

　　者責務を中心とし、処理業者、公共団体の補完的な役割により整備し、生

　　活環境の場から汚染源を防除する計画であり、公害対策の一環をなすもの

　　である。処理計画の策定は、48年10月に予定しており、計画に基づき処理

　　体系の整備を大幅に推進することとし、特に緊急度の高い最終処分地の確

　　保や、環境汚染上支障のある産業廃棄物の共同中間処理施設の設置を重点

　　的に整備する。

　(2)監視体制の強化

　　　48年4月、公害センターに特殊公害課が組織され、産業廃棄物の監視体

　　制は一段と強化された。これにより、産業廃棄物を排出する事業所のうち

　　特に埋立地、処理施設、保管施設を有する事業所および有害産業廃棄物を

　　排出する事業所を重点的に監視し、適正な処理を指導することにより、生

　　活環境の保全と公衆衛生の向上をはかる。

　(3)共同処理施設の促進

　　　事業者相互による広域的共同処理施設建設のための組織づくり、施設整

　　備の促進をはかる。

　　　現在、県西部を中心とした共同処理センターの組織づくりが進められて

　　いるが、今後さらに県東部における共同処理センターの組織づくりに努め

　　る。

　(4)最終処分地の確保

　　　緊急度の高い最終処分地を確保することにより、産業廃棄物全般の適正

　　処理をうながし、埋立地の取得難等から野積、不法処分されていた廃棄物

　　を適正に処分する。

　(5)無害化処理施設の設置

　　　有害物質を含み環境汚染を招来し、かつ処理困難な廃棄物にあっては、

　　必要に応じて無害化処理施設の整備を検討する。

　(6)処理業者の健全育成



　　　産業廃棄物の収集、運搬または処分を業とする産業廃棄物処理業者が逐

　　次進出しつつあり、これら業者の健全育成をはかる。

7　畜産環境保全対策

　(1)畜産経営環境保全対策事業

　　ア　県および地域畜産経営環境保全推進指導協議会の開催

　　イ　実態調査の実施

　　ウ　巡回指導の実施

　　エ　処理施設による放流水の水質検査の実施

　(2)畜産経営環境整備事業

　　　県が指定した市町村で、環境施設を含む畜産基盤整備事業を実施するた

　　め、必要な調査を行ない整備計画を樹立する。

　(3)家畜ふん尿処理

　　　畜舎の清掃等の管理を徹底するとともに、処理は土地還元を原則とし、

　　それが困難な場合は処理施設の設置を指導する。

　　　なお、土地還元については、その利用方法、組織などについて検討を加

　　えつつ、有効利用を促進する。また、施設設置に必要な資金については、

　　制度資金の活用と助成を行ない、さらに中規模畜産団地の造成も併せて進

　　める。

　(4)家畜死体の適正処理指導

　　　家畜死体の適正な処理をはかるため、大型焼却場の設置等について指導

　　する。

　(5)家畜体の汚染影響調査

　　　農薬等による家畜畜産物への汚染を防止するため、飼料衛生の改善をは

　　かるとともに家畜体への影響を調査、指導する。

8　漁業環境保全対策

　(1)定置汚水拡散調査

　　　47年度に引き続き、定置網漁場を中心として、26地点について、毎月2

　　回一斉調査を実施する。

　(2)富山湾水質汚濁細密調査



　　　47年度に引き続き、富山湾内37地点について、毎月1回、0、2、10m

　　層について調査を実施する。

　(3)赤潮等対策調査

　　　47年度に引き続き、赤潮の発生原因を究明するため、多発海域での発生

　　機構を究明するための調査を実施する。

　(4)海をきれいにする運動の推進

　　　県、市町村および関係機関により｢海をきれいにする協議会｣(仮称)

　　を作り、この協議会の活用により、今までの海洋汚染防止の諸事業を総合

　　的、効果的に実施するとともに、｢海を、きれいにする運動月間｣を設ける

　　等のPR活動により、広く県民の協力をえて海をきれいにする運動を推進

　　する。

9　環境保健対策

　(1)イタイイタイ病対策

　　　47年度に引き続き、イタイイタイ病発生地域住民約4,000人について、

　　健康調査を実施し、患者や要観察者の発見と住民の健康管理をはかるとと

　　もに現在要観察者と判定されている者に管理検診(年2回)を実施し、経

　　過のは握につとめる。

　(2)カドミウム要観察地域対策

　　　45、46、47年度において調査した際、第2次検診の対象となった者およ

　　び受診を希望する者約1,000人について、健康調査を実施し、カドミウム

　　汚染の状況は握と健康管理をはかる。

　(3)環境保健健康管理指導

　　　市町村が生活環境要因の変化にかかる健康調査を実施する場合、県が技

　　術協力するほか、市町村が健康障害があると認めた者に対し、療養費を支

　　給した場合、その2分の1に相当する額を補助することとしている。

10　PCB汚染対策

　　PCBの生産、輸入は中止され、またその使用についても厳重な制約が加

　えられ、さらにPCBおよびPCBを含有する製品についても、その回収が

　全国的規模で進められている。そのため、PCBによる新たな環境汚染は、



　一応防止しうる体制となった。しかし、すでに環境を汚染したPCBは、そ

　　の性質上汚染が減少するには長期間を要するといわれている。県では、今

　後も発生源等の監視の強化と環境調査を定期的に実施し、環境におけるPC

　B汚染の推移について、監視を継続していくことにしている。

　　(1)環境汚染調査

　　　　　　　河川水　底質　水道原水　食品　母乳

　　(2)発生源調査

　　　　　　　工場排水　下水処理場排水　し尿処理場排水

11　企業に対する指導等の徹底

　(1)発生源の監視

　　ア　ばいじん発生施設の点検

　　　　合金鉄製造用電気炉、焼却炉、ボイラー等のばいじん発生施設につい

　　　て点検し、ばいじん量の測定を行なう。

　　イ　燃料油中のいおう分の測定

　　　　47年度に策定されたブルースカイ計画の実効をはかるため、燃料油の大

　　　口消費施設を中心に、燃料油中のいおう分を測定し、各企業が提出した

　　　計画の遵守状況を監視する。

　　ウ　有害物質および有害ガス発生施設の点検

　　　　塩化水素、アンモニア、亜硫酸ガス等の有害ガスを排出している工場

　　　について、施設の点検および排出ガスの測定を行ない、基準の適合状況

　　　を監視する。

　　　　なお、有害物質の二酸化窒素については、近く環境基準が設定され、

　　　排出基準も制定される動きにあるので、大規模のボイラーや、化学工場

　　　を中心に排出状況を調査する。

　　エ　工場排水の監視

　　　　水質汚濁の著しい小矢部川、神通川、白岩川等の流域工場について、

　　　重点的に立入検査を行ない、排出基準の適合状況を監視する。

　　オ　騒音・振動発生工場の監視指導

　　　　鉄工所、繊維工場等における騒音の実態調査を行ない、施設改善等の



　　　指導をする。

　　　　また、電気炉等からの低周波による振動について実態を調査し、対策

　　　を進める。

　　カ　悪臭発生事業場の指導

　　　　動物飼養場、し尿処理場等の実態を調査し、指導をする。

　　キ　産業廃棄物の監視

　　　　産業廃棄物の埋立地および処理施設の維持管理状況等を点検し、産業

　　　廃棄物の適正な処理処分について指導する。

　(2)融資・助成

　　　47年度に引き続き、富山県中小企業公害防止資金および富山県公害防止

　　資金融資利子補給金の増額をはかるほか、公害の緩衝と周辺の環境保持の

　　ための緑地、土砂運搬用トラックによる道路の汚損または粉じん発生防止

　　のための洗車施設および路面清掃車を融資対象に追加する。

　(3)公害防止協定等に基づく監視指導の徹底

　　　本県と公害防止協定等を締結している住友化学工業(株)、北陸電力(株)、富

　　山共同火力発電(株)および三井金属鉱業(株)に対し、同協定等に基づき、汚染

　　物質の排出、処理状況等の立入検査および環境調査の実施ならびに企業の

　　自主調査の徹底等により監視、指導の強化をはかる。

12　公害に関する試験研究

　(1)公害センター

　　ア　環境大気中における有機物質の分析に関する研究

　　　　環境大気中の有害有機物質(光化学スモッグ原因物質、発癌物質など

　　　)について、極微量でも測定可能なサンプリング法および定量分析法の

　　　研究を行なう。

　　イ　赤潮発生原因の研究

　　　　水産試験場と協同で富山湾に発生する赤潮の発生原因を、赤潮を構成

　　　する微生物および発生時、非発生時の海水の各種元素を測定することに

　　　より追求し、その特性を明らかにする。

　　ウ　TODによる水質監視への応用に関する研究



　　　現在、河川水および工場排水の有機汚染をBODにより表示している

　　が、BODは測定に5日間を要するので、それらの監視に不都合な点が

　　多い。

　　　それを解消するためには、BODと3分間で有機汚染が測れるTOD

　　との相関を利用するのも方法であるので、河川水および工場排水のBO

　　D、TOD両値を集積し、相関を求め、BODの指標としてTODの使

　　用を可能にする。

　エ　産業廃棄物に関する基礎研究

　　　産業廃棄物の浸出試験は、浸出法、分析法ともに不確定の要素が多い

　　ので、それらについて研究し、また産業廃棄物の適正な処理処分法につ

　　いても検討する。

(2)衛生研究所

　ア　ハツカネズミを利用した臓器中における重金属の貯溜及び排泄実験

　　　ハツカネズミを利用して、アミノ酸、特にアルギニンとカドミウムの

　　併用経口投与によるカドミウムの蓄積(臓器)および排泄と腎臓組織の

　　病理学的検索を行なう。

　イ　ビフェニル等の毒性に関する研究

　　　ハツカネズミを使用して、食品中に含有する有害物質の毒性の病理学

　　的な検索を行なう。

　ウ　胎生メダカ科魚類を利用する環境改善の研究

　　　47年度において、グッピーの海水馴致に成功したので、これを富岩運

　　河等の一部に実験的に放流し、力・ハエ等の有害昆虫類の発生防除に関

　　する基礎的な検討を行ない、併せて富山新港貯木場におけるグッピー利

　　用の可能性を検討するための基礎調査を引き続き実施する。

　エ　魚類に及ぼす諸種有害物質の毒性と蓄積に関する研究

　　　グッピーを利用して諸種有害物質の魚類等に対する毒性と、その相加

　　相乗作用および蓄積についての検討を行なう。

　オ　ポリ塩化ビフェニル(PCB)および重金属による食品ならびに生活

　　　環境汚染の調査研究



　　　前年度の調査に引き続き富山湾魚介類および県内産そ菜類についてP

　　CBおよび新たに重金属をも含め、その汚染状況を調査し、また県民の

　　摂取食品中、最もPCB汚染の主要食品と考えられる魚類について、P

　　CB摂取量の低減をはかるための調理改善の検討をも行なう。

　カ　尿中カドミウム濃度の簡易測定法に関する研究

　　　カドミウム汚染地域検診には、尿中カドミウム測定が重要な検査であ

　　るが、今のところ処理可能な検体数が限られているので、簡便に多数測

　　定するため、高周波プラズマスペクトル装置を用いて、測定できる試料、

　　調査法について検討する。

　キ　イタイイタイ病の骨病変と血清カルシウム、血清燐の動向の研究

　　　イタイイタイ病は、腎尿細管障害と骨軟化症をきたすのが特徴である。骨

　　軟化症については不明な点が多いので、腎病変および骨病変における血清

　　カルシウム、血清燐を中心とした問題について臨床化学的に研究を行な

　　い、カルシウム、燐の関係を調べる。

(3)工業試験場

　ア　廃棄プラスチック(溶融固化処理)の建材部品への応用研究

　　　中小企業からでるプラスチック廃棄物を資源として再利用するもので、

　　熱可塑性廃棄プラスチックの溶融固化処理で増量的充填材(炭酸カルシ

　　ム、フェノール成形粉、メッキスラッジ、金属スラッグ等)、強化剤(F

　　R・P屑、シラスバルン)、特性賦与充填材(発泡剤、難燃剤、着色剤)

　　を混入し、粉砕技術、成型技術、配合基準をみいだし、附加価値の高い

　　建材部品をみいだすとともに、応用分野の開発を行なう。

　イ　合成粘土の研究

　　　合金鉄製造工場、化学工場から排出される粉じん、スラッグを低品位

　　の粘土と配合し、適性な可塑性値をもつ合成粘土を開発し、粘土瓦、赤

　　レンガの品質改善を研究する。

(4)農業試験場

　ア　カドミウム汚染土壌の改良に関する試験

　　　婦中地区では、客土の用量、混層、流客、排土床締の試験を実施する。



　　　黒部地区では客土、排土客土の試験を実施する。

　イ　客土母材に関する試験

　　　婦中、黒部両地区の改良のため、客土母材に関する試験を実施する。

　ウ　カドミウム汚染対策の基礎試験

　　　水稲のカドミウム吸収に関する要因別解析試験、土壌間差異に関する

　　試験、下層土の影響試験

　　果等について解析試験を実施する。

　エ　大気汚染の診断法と対策に関する試験

　　　水稲に対するいおう酸化物と弗化水素の複合汚染の被害症状と収量の

　　関係を試験する。

　オ　農薬残留に関する試験

　　　農作物に残留する農薬の調査試験を実施する。

(5)畜産試験場

　ア　豚ふん尿の活性汚泥法による処理施設の効果に関する試験

　　　活性汚泥法のうち完全混合変法による処理施設および付設酸化池の浄

　　化効果、経済性について、47年度に引続き試験を行なう。

　イ　家畜ふん尿の簡易焼却および土壌脱臭に関する試験

　　　中規模経営における経済的なふん尿処理対策として、簡易焼却炉と土

　　壌脱臭装置による豚ふん焼却の実用化を検討する。

　ウ　牛ふん尿の液化利用方法の実用化試験

　　　自然流下式牛舎構造の実用化および液肥の脱窒方法と、これの土地還

　　元利用が飼料作物に及ぼす影響について、47年度に引続き調査する。

(6)水産試験場

　ア　汚濁河川水の拡散調査研究

　　　汚濁河川水の海域での定常的水平拡散図の作成および垂直拡散状況の

　　調査研究を行なう。

　イ　富山湾における赤潮発生機構究明調査研究

　　　富山湾における赤潮は発生生物、発生状況より、他海域との相異点も

　　多く、表層性および湧昇性が推測され、多発海域での生物、水質、流動



　　刺戟物質調査により、発生機構の究明を行なう。

(7)林業試験場

　ア　環境変化に伴なう樹勢衰退調査ならびに緑化樹木育成法に関する試験

　　　本県の主要造林樹種であるスギの樹勢衰退について調査する。また、

　　都市近郊における緑化樹木の育成法について試験する。



　イタイイタイ病公害訴訟

1　判決確定までの経緯

　(1)提訴まで

　　　神通川流域の婦中町およびその周辺市町において、主として、高年齢の

　　経産婦に多く発生していたイタイイタイ病(以下｢イ病｣という。)は、30

　　年に農村地帯リウマチ調査を契機として、第17回日本臨床外科学会に報告

　　されてから社会の関心を集めるようになった。県では、学者の研究と並行

　　して、30、31年にイ病患者家庭を対象とする栄養調査の実施を手始めとし、

　　諸対策を講じ、36年12月には、この原因の探究と根本的な対策を講ずるた

　　め、富山県地方特殊病対策委員会を設置した。また、国においても38年に

　　は厚生省、文部省においてそれぞれ原因研究がなされることとなった。

　　　42年になると、厚生省研究班、地元の医師、金沢大学関係者等の調査研

　　究の結果、イ病の原因は、カドミウムの体内蓄積に他の要因が加わって発

　　病したものであるとする見解が大勢を占めるに至り、43年5月8日には

　　イ病の本態はカドミウムの慢性中毒により、まず腎臓障害を生じ、次いで

　　骨軟化症をきたし、これに妊娠、授乳、内分泌の変調、老化および栄養と

　　してのカルシウム等の不足などが誘因となってイ病という疾患を形成した。

　　　また、カドミウムについては、対照河川の河水およびその流域の水田土壤

　　中に存在するカドミウムの濃度と大差のない程度とみられる自然界に由来

　　するもののほかは、神通川上流の三井金属鉱業(株)神岡鉱業所の事業活動に

　　伴って排出されたもの以外にみあたらないなどを内容とする｢富山県にお

　　けるイタイイタイ病に関する厚生省見解｣が発表されることになる。

　　　イ病公害訴訟は、このいわゆる厚生省見解が発表される2か月前の43年

　　3月9日に、三井金属鉱業(株)を相手どって提訴されたイ病患者と遺族によ

　　る慰謝料請求訴訟である。

　　　イ病公害訴訟は、新潟の阿賀野川水銀中毒公害裁判、四日市のぜんそく

　　公害裁判につぐ全国3番目の公害裁判であること、またこの訴訟は鉱業法

　　第109条に基づき企業の無過失責任を追及する点において、わが国初のヶ



　ースであることなどから世の注目をあびる裁判となった。

　　なお、イ病公害訴訟は、第1次訴訟に次ぎその後第7次訴訟まで及ぶた

　め全国四大公害訴訟では最大規模(原告総数522人、請求総額14億9,288

　万円)のものとなるが、第1次訴訟の内容等については、①原告数は患者

　9件9人、遺族5件19人の計14件28人、②請求順は1件につき患者400万

　円、遺族500万円の計6,100万円、③争点は、ごく大まかに見ると、カド

　ミウムが神岡鉱業所から流れ出たか、カドミウムが原因物質かという点に

　おかれている、などとなっている。

(2)第1審判決

　　イ病第1次訴訟は、3年余りの審理を経た後、46年6月30日に全国四大

　公害訴訟の最初のものとしてその判決が下された。この判決は、損害を発

　生させたカドミウムの排出行為と、その疾患であるイ病発生との間の因果

　関係を認め、かつ、鉱業法第109条による無過失責任を適用して原告の主

　張をほぼ全面的に肯定するもの(判決認容額5,700万円)で、判決内容の

　うえで画期的な意義をもつ判決とされた。

(3)控訴審判決まで

　　イ病第1次訴訟第1審判決に対し三井金属鉱業(株)側は、｢因果関係につ

　いての科学的、病理学的な解明が不十分｣として、即日、名古屋高等裁判

　所金沢支部に控訴した。これに対し原告側は、第1審判決で損害賠償額を

　減額された病死者4人については、減額を不服として逆控訴し、さらに第

　1審の請求額を患者については960万円、遺族については1,200万円とそ

　れぞれ拡張した。

　　イ病第1次訴訟控訴審の最終口頭弁論は、47年4月24日名古屋高等裁判

　所金沢支部で開かれ、この日に結審が宣言され、全国公害裁判初の控訴審

　は、控訴以来10か月のスピード結審となった。県としては、患者早期救済

　をはかる立場から、三井金属鉱業(株)が控訴審判決に服するよう働きかけて

　きたところ、同年8月9日の判決を前にして上告を断念するとともに、富

　山地方裁判所に係属中の第2次以降の訴訟事件または訴訟を提起していな

　い患者に対しても控訴審判決を尊重し、誠意をもって善処する旨を表明し



　　た。

2　控訴審判決の内容

　　イ病第1次訴訟控訴審判決は、47年8月9日名古屋高等裁判所金沢支部で

　言い渡された。この判決は｢イタイイタイ病の原因は、カドミウムである｣

　との富山地方裁判所第1審判決を支持して三井金属鉱業(株)の控訴を棄却。ま

　た、原告側か請求していた死者1,200万円、患者960万円の損害請求額に対

　し、相続関係による遺族1人を除いて請求どおり完全に認め、1億4,819万

　余円の支払いを命じた。とくに第1審で減額された10数年前の死者4人につ

　いては、この第1審判決を否定、さらに死亡時からの利子を加算して認容し

　た。すでに三井金属鉱業(株)は、上告しない旨表明しているため、第1審提訴

　以来4年5か月の裁判は事実上幕をとじることとなった。

　　判決理由の骨子は次のとおりである。

　(1)カドミウム放流とイ病とは相当因果関係がある。

　(2)疫学調査で地域的限局性が認められ、調査に不備なく、他汚染地域に発

　　生しないのは地形が異なるからである。

　(3)VD欠乏では地域的限局性の説明が困難で、VD過剰とは症状が異なる。

　(4)妊娠、出産、授乳等の従たる因子は、被害者の帰責事由に当らない。

　(5)被害者の個別事情を考慮しない賠償の一律請求は許されないが、本件慰

　　籍料算定の斟酌事由については差を付しがたい。

　　(判決主文、判決理由の要旨は別記参照)

3　判決確定後の動き

　(1)第2次～第7次訴訟の原告等に係る賠償

　　　控訴審判決後の翌10日イ病訴訟原告、弁護団、支援団体は、三井金属鉱

　　業(株)と、①イ病の原因が神岡鉱業所から排出されたカドミウムなどの重金

　　属であることを認め今後争わない。また、第2次～第7次訴訟原告に対し、

　　請求額どおり8月いっぱいをメドに支払うなどの誓約書、②農業被害の賠

　　償と土壌汚染復元の義務をもった誓約書、③住民の立入調査権を認めた公

　　害防止協定書を締結した。

　　　8月31日には、①の誓約書により三井金属鉱業(株)は、イ病第2次～第7



　次訴訟に係る損害賠償金(21億5,916万円)を支払い、損害賠償の総支払

　額は、第1次訴訟分(1億9,717万円)と合わせると、利息を含め総額23

　億5,633万円となった。

　　また、原告以外の患者および要観察者に対しては、イタイイタイ病対策

　協議会から提出される知事の証明書に基づき、誠意をもって賠償するとい

　う①の誓約書第4項により、県の保有する各資料の内容に基づいて、県に

　おいて証明し、これにより賠償金が支払われた。

(2)医療費に関連する問題の解決

　ア　国民健康保険法等に基づく医療費

　　　46年10月19日、知事が立会人となり富山市、大沢野町、婦中町と三井

　　金属鉱業(株)との間で、3市町が国民健康保険法に基づいて支払った医療

　　給付については、判決が確定したときは時効と関係なく原因者において

　　負担すべきことを内容とする覚書が締結されていたが、判決の確定を契

　　機として、47年12月15日に43年1月から47年3月までに係る医療給付額

　　　(保険者負担分)5千607万8,599円が3市町に支払われた。

　　　また、上記市町と同様に富山、高岡社会保険事務所、富山県市町村共

　　済組合、地方公務員共済組合富山県支部等に係る医療給付額に対しても、

　　この覚書の趣旨に準じた取り扱いのもとに総額700万1,267円が支払わ

　　れている。

　イ　イ病患者の自己負担分に係る医療費

　　　従来イ病に係る医療費の患者自己負担分等については、公費で負担し

　　ていたが判決確定を契機に48年度分からは、三井金属鉱業(株)において負

　　担させることとした。

(3)汚染米対策に関連する問題の解決

　　47年3月30日、県と三井金属鉱業(株)との間で、46年産米のカドミウム汚

　染に係る対策については、県と関係市町とが協力して行なうものとし、そ

　の対策に要した経費の負担については、県と三井金属鉱業(株)とが協議して

　円満な解決をはかることなどを内容とする覚書が締結されていたが、47年

　11月30日に46年産米のカドミウム汚染対策事業に要した経費1千274万9,



　951円が県に支払われた。

　　なお、47年以降のカドミウムに係る産米については、富山市中央農業協

　同組合、婦中町農業協同組合および鵜坂農業協同組合においてそれぞれ所

　要の対策が講ぜられるものとし、その経費は、三井金属鉱業(株)において負担

　することなどを内容とする覚書が47年12月19日に、上記それぞれの農業協

　同組合と三井金属鉱業(株)との間で交換された。

(4)行政経費に関連する問題の解決

　　46年10月19日付け覚書第2条は、｢三井金属鉱業(株)は、イタイイタイ病に関連

　して関係市町が負担した国民健康保険法に基づく医療給付以外の医療費を

　はじめ、その他の経費についても県知事との話し合いを通じ積極的に問題

　の解決に努めるものとする｣となっており、このいわゆる行政経費の問題

　の処理がすすめられていた。その結果、47年10月16日に県ならびに富山市、

　大沢野町および婦中町と三井金属鉱業(株)との間においてイ病対策に支出し

　た経費に対する三井金属鉱業(株)の負担等に関する覚書が交換された。

　　覚書に基づき、各地方公共団体に支払われることとなった額は、次のと

　おりである。

(5)財団法人神通川流域振興協力財団の設立

　　神通川流域のカドミウム汚染に関連し、関係地方公共団体および住民が

　蒙った有形無形の損失を回復し、さらに積極的に農業振興その他地域の振

　興をはかることが必要とされ、この地域振興という課題に取り組む機関と

　して、47年12月27日に財団法人神通川流域振興協力財団が設立された。



別記　イ病第1次訴訟控訴審判決主文および判決理由要旨

　昭和46年(ネ)第103号、第120号、第137号(原審富山地方裁判所昭和43年(ワ)

第41号)

　　　　　　　　　判決

　　　　　当事者の表示は、別紙当事者目録記載のとおり。

　右当事者間の損害賠償請求各控訴、同附帯控訴事件につき、当裁判所は次の

とおり判決する。

　　　　　　　　　主文

　ア　第1審被告の本件控訴を棄却する。

　イ　第1審原告青山源吾、第1審原告兼第1審原告亡高木常太郎承継人高木

　　長信、同高木信治、同高木三治、同高木永良、同斉藤あや、同岡崎ゆきゑ、

　　同青山俊男、同松本みつゑ、第1審原告高木良信、同赤池源三、同赤池か

　　ずえ、同大坪接枝、同赤池慎の各控訴、および第1審原告小松みよ、同宮

　　　口コト、同大上ヨシ、同清水あや、同数見かずゑ、同泉きよ、同谷井ナホ

　　ヱ、第1審原告亡江添チヨ承継人江添栄作、同江添久明、同大塚利幸、同

　　広瀬桂子、第1審原告箕田作治、同茗原照子、同小塚澄子、同箕田昭夫、

　　同大窪みつゑ、同田村きみ子、同氷見節子、同氷見忠一の各附帯控訴にも

　　とづき、原判決を次のとおり変更する。

　　1　第1審被告は

　　　(1)第1審原告小松みよ、同宮口コト、同大上ヨシ、同清水あや、同数

　　　　見かずゑ、同泉きよ、同谷井ナホヱに対し、各金960万円および内

　　　　金800万円に対する昭和43年3月9日以降、内金160万円に対する同

　　　　47年4月24日以降、各完済に至るまで年5分の割合による金員

　　　(2)第1審原告亡江添チヨ承継人江添栄作に対し、金399万9,999円お

　　　　よび内金333万3,333円に対する昭和43年3月9日以降、内金66万6,

　　　　666円に対する同47年4月24日以降、各完済に至るまで、同江添久明、

　　　　同大塚利幸、同広瀬桂子に対し、各金266万6,666円および各内金2

　　　　22万2,222円に対する同43年3月9日以降、各内金44万4,444円に対



　する同47年4月24日以降、各完済に至るまで、いずれも年5分の割合

　による金員

(3)第1審原告青山源吾に対し、金1,200万円および内金1,000万円に

　対する昭和28年1月3日以降、内金200万円に対する同47年4月24日

　以降、各完済に至るまで年5分の割合による金員

(4)第1審原告兼第1審原告亡高木常太郎承継人高木長信、同高木信治

　同高木三治、同高木永良、同斉藤あや、同岡崎ゆきゑ、同青山俊男、

　同松本みつゑに対し、各金150万円および各内金125万円に対する昭

　和30年10月13日以降、各内金25万円に対する同47年4月24日以降、各

　完済に至るまで年5分の割合による金員

(5)第1審原告高木良信に対し、金900万円および内金750万円に対す

　る昭和30年12月8日以降、内金150万円に対する同47年4月24日以降

　各完済に至るまで年5分の割合による金員

(6)第1審原告赤池源三、同赤池かずえ、同大坪接枝、同赤池慎に対し

　各金300万円および各内金250万円に対する昭和31年3月9日以降、

　各内金50万円に対する同47年4月24日以降、各完済に至るまで年5分

　の割合による金員

(7)第1審原告箕田作治に対し、金399万9,999円および内金333万3,

　　333円に対する昭和43年2月7日以降、内金66万6,666円に対する同

　47年4月24日以降、各完済に至るまで、同茗原照子、同小塚澄子、同

　箕田昭夫に対し、各金266万6,666円および各内金222万2,222円に

　対する同43年2月7日以降、各内金44万4,444円に対する同47年4月

　24日以降、各完済に至るまで、いずれも年5分の割合による金員

(8)第1審原告大窪みつゑ、同田村きみ子に対し、各金399万9,999円

　および各内金333万3,333円に対する昭和43年3月9日以降、各内金

　66万6,666円に対する同47年4月24日以降、各完済に至るまで同氷見

　節子、同氷見忠一に対し、各金199万9,999円および各内金166万6,

　　666円に対する同43年3月9日以降、各内金33万3,333円に対する同

　47年4月24日以降、各完済に至るまで、いずれも年5分の割合による



　　　　　金員をそれぞれ支払え。

　　2　第1審原告高木良信のその余の請求を棄却する。

　ウ　訴訟費用は第1、2番を通じ、第1審被告の負担とする。

　エ　この判決は、2の1にかぎり仮に執行することができる。

　　　　　　　　　判決要旨

1　原因たる事実

　　証拠によれば、第1審被告会社神岡鉱業所から排出されたカドミウム等を

　含む廃水、堆積された鉱滓から浸出する廃水等が、神通川上流の高原川に特

　に大正時代から昭和20年代に至るまでの相当長期間継続して多量に放流され

　た結果、水田土壌、河川水、川泥中にカドミウム等の重金属類が沈着堆積す

　るに至り、水田土壌、河川水、川泥等を汚染するに至ったことが肯認される。

2　因果関係について

　(1)疫学の面からの考察

　　　イ病発生地域は、神通川を中心として同河川に注ぐ東方の熊野川および

　　西方の井田川の両支流に狭まれた扇状地内に限局されている。右地帯は神

　　通川から取水される各用水とそれから分岐する大小多数の支流の用水路に

　　よって網状に潤され、水田、地下水流はすべて神通川の水を水源とし、水

　　田土壌中には、かなり高濃度のカドミウム等が分布しており、これは神通

　　川および各用水を介して運ばれたものであるが、そのため農業被害が続出

　　し、鉱害問題が論議された。本病発生地域の住民は対照地区の住民に比し

　　多量のカドミウムを尿中に排泄し、本病患者容疑者の尿中に蛋白、糖が認

　　められ、血清アルカリフォスファターゼが上昇し、血清無機燐が低下して

　　いることよりみて、本件地域住民が神通川の水を介して上流から水田に運

　　び込まれたカドミウム等によって汚染された米、大豆等の農作物を食料と

　　し、或いは神通川の水を用水から飲料その他の生活用水に使用したことに

　　よるものであるということができ、同地域の住民に経口的に摂取され、体

　　内に吸収蓄積されたカドミウムによって本病が惹起されたものと認められ

　　る。



　(2)臨床および病理学の面からの考察

　　　本病の本態をファンコニー症候群といわれる広範な腎尿細管の障害である

　　との所見に対し、腎尿細管障害の軽微なことを理由としてビタミンD欠乏

　　説が対立しているわけであるが、腎尿細管の障害より骨軟化症に発展する

　　との見解に従えば、腎尿細管の機能障害を呈する他の疾患との鑑別は容易

　　であり、重金属による疾患の可能性をあげざるを得ず、鉛・亜鉛は否定さ

　　れ、結局カドミウムが残ることとなる。要するに、本病の主要な症状であ

　　る腎障害および骨病変は、いわゆるファンコニー症候群であって、その主

　　たる要因をカドミウムとし、その補助的要因として、妊娠、出産、授乳、

　　カルシウムの摂取不足などがあげられ、臨床および病理所見からみた本病

　　の発生原因は疫学的観点からなした本病の発生原因追及の結果とも一致す

　　る。

　(3)本病の病理機序について

　　　(イ)腎障害を生ずるに至る病理機序については、経口摂取されたカドミウ

　　ムは膓管から吸収され、各臓器で蓄積され、腎臓からわずかずつ尿中に排

　　泄されるけれども、蓄積量が一定の限界をこえると腎尿細管に障害を生じ

　　再吸収機能が阻害され、ぶどう糖、アミノ酸、カルシウム、燐、カリウム

　　などが尿とともに排泄される。(ロ)骨障害を生ずるに至る病理機序について

　　は、腎尿細管の再吸収機能が阻害されると、血液中のカルシウムの量が減

　　少し、減少したカルシウムは第1次的には膓管からの吸収により補われる

　　が、それによっても補われない場合には、骨中のカルシウムが流出して、

　　血液中のカルシウムを補うことになり、それだけ骨中のカルシウムの量が

　　減少し、骨障害をおこすようになると考えられる。

3　因果関係に関する第1審被告代理人らの反論について

　(1)神通川の河水について

　　　第1審被告会社神岡鉱業所においては、昭和31年に堆積場設備の一応完

　　備するに至るまでの間、殊に第2次大戦中の増産に次ぐ増産に伴い廃滓の

　　処置に窮し、これを野外に放置したため洪水に伴って廃滓が流出し、堆積

　　場の決潰による多量の廃滓の流出もあって、高原川に流入し、神通川を流



　下したカドミウムの量は第1審被告代理人ら主張のごとき少量であったと

　は認められない。

(2)疫学調査および他地域問題について

　　第1審被告代理人ら主張の個々の患者のカドミウム摂取量、患者と非患

者の摂取量の対比などについての、数量的解明や、摂取量とイ病の消長と

　の相関関係のごとき点についての疫学調査が必要欠くべからざるものとは

　解し得ない。

　　神通川の河川水に含まれるカドミウム濃度、水田のカドミウム濃度と水

　田の部位、水田土壌の土層別にみたカドミウム濃度、地層形成と重金属の

　分布との関連性、土壌中カドミウム濃度とイ病有病率、用水起始部と有病

　率の関係についての疫学調査や、住民検診、生活環境、栄養調査にもなん

　ら不備欠陥は認められない。

　　本件イ病発生地域は扇状地を構成し、神通川を流下した廃滓等の沈澱堆

　積する地形であるうえ、神通川流域には神通川より取水する大小の用水路

　が四通八達し、しかも多数住民の屋敷内まで右用水が引き入れられ、飲料

　水や生活用水として使用されてきたのに対し、他のカドミウム汚染地域に

　おいてはそのような状況が認められないことに徴すれば、本件イ病発生地

　とは条件が全く異るものというべきであって、他地域にイ病が発生しない

　ことをもって本件イ病がカドミウムによるものでないと断定し得ない。

　　第1審被告代理人らは、カドミウム取扱工場の作業者にイ病の発生をみ

　ていない旨主張するが、右作業者が空気中のカドミウム粉塵或いはカドミ

　ウムフュームを長期間にわたって呼吸することによって発生する慢性カド

　ミウム中毒と、水や米等の飲食物を通じてカドミウムを経口的に摂取した

　結果発生したとみられる本件イ病がその症状において異ることは当然とい

　うべきである。本件イ病は更年期をすぎた妊娠回数の多い居住歴ほぼ30年

　程度以上の婦人に多発しているが、カドミウムのほか従たる因子として栄

　摂取、妊娠、出産、授乳、内分泌の変調、老化等を否定し得ないから、性

　差、年令の偏向のある点もなんら奇とするに足りない。

(3)臨床、病理、解剖学の見地よりの考察について



　　第1審被告代理人ら指摘のように昭和30年期のイ病患者の症例が、蛋白

　尿、糖尿の陰性もしくは微量を示しているとしても、カドミウム中毒によ

　る蛋白尿は特殊の性質を有し、特別な検査法を要することよりみて、第1

　審被告代理人らの主張はその前提において疑問なしとせず、蛋白質のあら

　われない場合は少くともカドミウムによる影響を否定されなければならな

　いとの所論は到底採用できない。却って、イ病患者の尿および血液検査の

　結果、多量のアミノ酸排泄が認められ、糖質についても時々一過性に陽性

　を示すものがあるほか、血中無機燐も低下していることが認められ、ファ

　ンコニー症候群の妥当と考えられる特徴は①低燐酸血症とそれに伴う骨変

　化②腎性汎アミノ酸尿③腎性糖尿とされていることを勘案するならば、昭

　和30年期にみられるイ病患者の腎障害についても、ファンコニー症候群と

　解し得ないものでもない。

　　ビタミンD欠乏の場合も血中無機燐の低下、糖尿、アミノ酸尿の排出が

　みられ、ファンコニー症候群の症状を呈することがあることが知られてい

　るが、ビタミンD欠乏による腎障害はビタミンDの投与により治癒するこ

　とや、地域的限局性の説明が困難なことよりみて、ビタミンD欠乏説は採

　用の限りでない。

　　次に昭和40年期にみられるきわめて特徴的な広範な尿細管障害について

　は、ビタミンD過剰患者の臨床症状には吐気、嘔吐、頭痛、精神的よくう

　つなどがみられることに鑑み、右のごとき症状の報告されたことにつき証

　拠のない本件イ病患者の同40年期の重篤な腎障害がことごとくビタミンD

　過剰症によるものとは到底認められない。以上説示のごとく昭和30年期に

　みられるイ病患者の腎障害が次第に悪化して、同40年期の近位から遠位に

　またがる広範な腎尿細管障害を呈するに至ったものというにかたくない。

(4)動物実験について

　　法的因果関係の判断において、動物実験の結果を利用するのは、疫学的

　因果関係により判明した原因物質が当該症状を発症する可能性があるか否

　かを確かめる意味を有するにすぎないから、低濃度実験を長年月にわたっ

　て継続することは、医学上においてはともあれ、法的因果関係究明のため



　　には必要と解せられない。石崎有信らの短期高濃度実験をもって、実験動

　　物にカルシウムの代謝異常や、腎臓の変化のみならず、骨病変をも発生さ

　　せることに成功した以上、本病の原因物質がカドミウムであるとの結論が

　　誤りのないことを実験病理の面から証明し得たものというべきである。

　(5)因果関係の競合について

　　　本件イ病の発生原因は、カドミウムを主因とし、妊娠、出産、授乳、栄

　　養摂取不足、内分泌の変調、老化等の従たる因子の関与を必要と解するも

　　のであるが、右の従たる因子をもって鉱業法113条の被害者の責に帰すべ

　　き事由ありとは解せられない。けだし人間の本能的な行為や人体にとって

　　選択の許されない生理作用によるものについては、何人においてもさけ得

　　ないところであって、同法条の適用を主張する第1審被告代理人らは、人

　　間の生存の実態を甚だしく無視するものといわざるを得ない。

4　損害について

　　第1審原告患者ら(死亡患者を含む。以下同じ)は、程度の差はあっても

　長年の間昼夜を分かたぬ激痛のため睡眠は妨げられ、呼吸運動は制限され、

　わずかな体動にも｢痛い、痛い｣と訴え、特別の治療法もなく、あきらめて

　死を待つか、恐怖と絶望のうちに死んでいくか、いずれにせよ悲惨な状況に

　あり、そのため第1審原告患者らの蒙つた精神的苦痛は、はかり知れないも

　のがあったことを推認するにかたくない。

　　およそ、不法行為による損害賠償に関して財産上の損害についての立証の

　困難や、審理期間の長期化により被害者の救済のおくれるのを防止するため

　これを慰藉料算定の斟酌事由として、慰藉料の額に含ませて請求することは

　許さるべきである。しかしながら、多数の被害者につきその個別事情を考慮

　することなく、一率に損害額を算定請求するという意味での一律請求という

　のであれば、それは許されない。けだし私法上の請求については、当事者毎

　に個別的具体的事情に応じて損害額が算定さるべきであるというのが、法的

　要請であると解せられるからである。

　　そこで第1審原告患者ごとに各別の事情につき検討したところ、家庭状況

　財産状況においてそれほど大差のあるもほとは認められないから、前記のは



　かり知れない精神的苦痛は、各第1審原告患者に差はないと解せられると同

　様、逸失利益についても、差を認めがたいので、死亡患者につき、各金1,0

　00万円、その他の患者につき、各800万円の請求は認容さるべきである。

　　なお、弁護士費用につき、請求認容額の2割を、本件不法行為と相当因果

　関係にある損害と認める。

5　よって、第1審原告高木良信をのぞいた各第1審原告につき、請求額全額

　を認容し、第1審原告高木良信については、金銭債権は相続により当然分割

　され、遺産分割の協議は無効と解され、固有の相続分(4分の1)と共同相

　続人2名より譲受けた相続分(4分の2)計4分の3について認容し、その

　余は棄却すべきである。以上の次第で、第1審被告の控訴を棄却し、第1審

　原告らの控訴、または附帯控訴にもとづき原判決を主文のとおりに変更した。

　　なお第1審原告ら勝訴部分につき仮執行の宣言を付し、これに対する第1

　審被告の仮執行免脱宣言の申立は却下した次第である。































2　達成期間

　1　一酸化炭素、浮遊粒子状物質または光化学オキシダントに係る環境基準は、

　　維持されまたは早期に達成されるよう努めるものとする。

　2　二酸化いおうに係る環境基準は、維持されまたは原則として5年以内におい

　　て達成されるよう努めるものとする。

　3　二酸化窒素に係る環境基準は、維持されまたは5年以内においてできるだけ

　　早期に達成されるよう努めるものとする。ただし、過度の人口集中地域または

　　大規模工業立地地域であって、総合的な対策を講じても5年以内に当該環境基

　　準が達成されることが困難な地域にあっては、次の中間目標が5年以内に達成

　　されるとともに、脱硝技術その他の画期的な防止技術の実用化等の諸施策をさ

　　らに推進することにより、8年以内に当該環境基準が達成されるよう努めるも

　　のとする。中間目標、年間を通じて、二酸化窒素の1時間値の1日平均値が0.

　　02ppm以下である日数が、総日数に対し60パーセント以上維持されること。







　3　達成期間等

　　環境基準の達成に必要な期間およびこの期間が長期間である場合の措置は、次の

　とおりとする。

1　人の健康の保護に関する環境基準

　　これについては、設定後直ちに達成され、維持されるように努めるものとする。

2　生活環境の保全に関する環境基準

　　これについては、各公共用水域ごとに、おおむね次の区分により、施策の推進と

　あいまちつつ、可及的速かにその達成維持を図るものとする。

　(1)現に著しい人口集中、大規模な工業開発等が進行している地域に係る水域で著

　　しい水質汚濁が生じているものまたは生じつつあるものについては、5年以内に

　　達成することを目途とする。ただし、これらの水域のうち、水質汚濁が極めて著

　　しいため、水質の改善のための施策を総合的に講じても、この期間内における達

　　成が困難と考えられる水域については、当面、暫定的な改善目標値を適宜設定す

　　ることにより、段階的に当該水域の水質の改善を図りつつ、極力環境基準の速や

　　かな達成を期することとする。

　(2)水質汚濁防止を図る必要のある公共用水域のうち、(1)の水域以外の水域につい

　　ては、設定後直ちに達成され、維持されるよう水質汚濁の防止に努めることとす

　　る。



2　達成期間等

　　環境基準は適用地域の種別により、次の区分により、施策の進展とあいまって、

　その達成、維持を図るものとする。

　1　道路に面する地域以外の地域については、現境基準の設定後直ちにその達成を

　　図るよう努めるものとする。

　2　道路に面する地域については、設定後、5年以内を目途としてその達成を図る

　　よう努めるものとする。

　　　ただし、道路交通量が多い幹線道路に面する地域で、その達成が著しく困難な

　　地域については5年を越える期間で可及的速かに達成を図るよう努めるものとす

　　る。



2　達成期間

　　ただちに維持されるものとする。





　　　　　　　　　　　第9　富山県公害防止条例

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(昭和45年6月17日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　富山県条例第34号)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正　昭和46年2月1日条例第1号

富山県公害防止条例を公布する。

富山県公害防止条例

富山県公害防止条例(昭和43年富山県条例第17号)の全部を改正する。

目次

第1章　総則(第1条-第7条)

第1章の2　基本的施策(第7条の2・第7条の3)

第2章　規制措置(第8条-第20条)

第3章　公害対策審議会(第21条-第24条)

第4章　雑則(第25条-第27条)

第5章　罰則(第28条-第31条)

附則

　　　　　　　　　　　第1章　総則

　(目的)

第1条　この条例は、公害対策基本法(昭和42年法律第132号)の趣旨にのっ

　とり、法令に特別の定めがあるものを除くほか、公害の防止に関し必要な事

　項を定めることにより、県民の健康を保護するとともに、生活環境の保全を

　図り、もって県民の福祉の増進に寄与することを目的とする。

　(定義)

第2条　この条例において｢公害｣とは、事業活動その他の人の活動に伴って

　生ずる相当範囲にわたる大気の汚染、水質の汚濁(水質以外の水の状態又は

　水底の底質が悪化することを含む。)、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下

　及び悪臭によって、人の健康又は生活環境に係る被害が生ずることをいう。

2　この条例にいう｢生活環境｣には、人の生活に密接な関係のある財産並び



　に人の生活に密接な関係のある動植物及びその生育環境を含むものとする。

3　この条例において｢ばい煙等｣とは、ばい煙(燃料その他の物の燃焼に伴

　い発生するいおう酸化物及び燃料その他の物の燃焼又は熱源としての電気の

　使用に伴い発生するばいじん並びに物の燃焼、合成、分解その他の処理(機

　械的処理を除く。)に伴い発生する物質のうち、カドミウム、塩素、弗化水素、

　鉛その他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがある物質で規

　則で定めるもの(以下｢有害物質｣という。)をいう。以下同じ。)、粉じん(

　物の破砕、選別その他の機械的処理又はたい積に伴い発生し、又は飛散する

　物質をいう。以下同じ。)、有害ガス(ばい煙であるいおう酸化物及び有害物

　質を除く。以下同じ。)、汚水、廃液、騒音、振動、地盤の沈下及び悪臭をい

　う。

4　この条例において｢特定施設｣とは、工場又は事業場(以下｢工場等｣と

　いう。)に設置される施設のうち、ばい煙等を発生し、又は排出する施設であ

　って規則で定めるものをいう。

　(事業者の責務)

第3条　事業者は、その事業活動に伴って生ずるばい煙、汚水、廃棄物等の処

　理等、公害を防止するために必要な措置を講ずるとともに、県又は市町村が

　実施する公害の防止に関する施策に協力しなければならない。

2　工場等を新設し、又は増設しようとする事業者は、当該工場等が公害の発

　生のおそれのあるものであるときは、県及び関係市町村と、公害の発生の防

　止について、あらかじめ十分協議するものとする。

　(県の責務)

第4条　県は、公害の防止に関する施策のうち、主として広域にわたる施策の

　実施、又は市町村の行なう施策の総合調整にあたるとともに、市町村の行な

　う施策の策定及びその実施に協力するものとする。

　(市町村の責務)

第5条　市町村は、当該地域の自然的、社会的条件に応じた公害の防止に関す

　る施策を実施するとともに、県の行なう施策の策定及びその実施に協力する

　ものとする。



　(県民の協力)

第6条　県民は、県及び市町村が実施する公害の防止に関する施策に協力する

　等公害の防止に寄与するように努めなければならない。

　(年次報告等)

第7条　知事は、毎年、県議会に、公害の状況及び公害の防止に関して講じた

　施策に関する報告を提出するとともに、公害の状況を考慮して講じようとす

　る施策を明らかにした文書を提出しなければならない。

　　　　　　　　　　　第1章の2　基本的施策

　(環境基準)

第7条の2　知事は、大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染及び騒音に係る環

　境上の条件について、それぞれ、人の健康を保護し、及び生活環境を保全す

　るうえで維持されることが望ましい基準を定めるものとする。

2　知事は、公害の防止に関する施策を総合的かつ有効適切に講ずることによ

　り、前項の基準が確保されるように努めなければならない。

3　知事は、第1項の基準を定めようとするときは、富山県公害対策審議会の

　意見をきかなければならない。これを変更し、又は廃止しようとするときも

　同様とする。

　(公害対策に関する計画)

第7条の3　知事は、自然環境を保護し、及び生活環境を保全するため、市町

　村の協力を得て、県の自然的、社会的条件に即した公害対策に関する諸計画

　を策定し、公害対策の総合的推進を図るものとする。

　　　　　　　　　　　第2章　規制措置

　(規制基準の設定)

第8条　知事は、特定施設又は特定施設を設置している工場等から発生し、又

　は排出されるばい煙等の濃度、程度又は大きさ(以下｢濃度等｣という。)の

　許容限度(以下｢規制基準｣という。)を規則で定めるものとする。

2　前項の規制基準は、地域又は水域の特殊性、特定施設の種類、時間の区分



　等に応じて定めることができる。

3　第7条の2第3項の規定は、第1項の規定による規制基準の設定並びに変

　更及び廃止について準用する。

　(特定施設の設置の届出)

第9条　特定施設(騒音に係る特定施設を除く。以下この項において同じ。)を

　設置しようとする者は、規則で定めるところにより、次の各号に掲げる事項

　を知事に届け出なければならない。

　(1)氏名(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)及び住所

　(2)工場等の名称及び所在地

　(3)特定施設の種類

　(4)特定施設の構造及び使用の方法

　(5)ばい煙等(騒音を除く。)の処理の方法

　(6)その他規則で定める事項

2　工場等(騒音に係る特定施設が設置されていないものに限る。)に騒音に係

　る特定施設を設置しようとする者は、規則で定めるところにより、次の各号

　に掲げる事項を知事に届け出なければならない。

　(1)氏名(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)及び住所

　(2)工場等の名称及び所在地

　(3)騒音に係る特定施設の種類ごとの数

　(4)騒音の防止の方法

　(5)その他規則で定める事項

3　前2項の規定による届出には、当該特定施設の配置図その他規則で定める

　書類を添付しなければならない。

　(経過措置)

第10条　一の施設が特定施設となった際現にその施設を設置している者(設置

　の工事をしている者を含む。)は、当該施設が特定施設となった日から30日以

　内に、規則で定めるところにより、特定施設の種類に応じ前条第1項各号又

　は同条第2項各号に掲げる事項を知事に届け出なければならない。

2　前条第3項の規定は、前項の規定による届出について準用する。



　(特定施設の構造等の変更の届出)

第11条　第9条第1項又は前条第1項の規定による届出(騒音に係るものを除

　く。)をした者は、その届出に係る第9条第1項第4号又は第5号に掲げる事

　項の変更をしようとするときは、規則で定めるところにより、その旨を知事

　に届け出なければならない。ただし、当該事項の変更が当該特定施設(ばい

　煙又は汚水若しくは廃液に係る特定施設を除く。以下この項において同じ。)

　又は当該特定施設を設置している工場等に係るばい煙等(ばい煙又は汚水若

　しくは廃液を除く。)の濃度等の増加を伴わない場合は、この限りでない。

2　第9条第2項の規定又は騒音に係る前条第1項の規定による届出をした者

　は、その届出に係る第9条第2項第3号又は第4号に掲げる事項の変更をし

　ようとするときは、規則で定めるところにより、その旨を知事に届け出なけ

　ればならない。ただし、同項第3号に掲げる事項の変更が規則で定める範囲

　内である場合又は同項第4号に掲げる事項の変更が当該騒音に係る特定施設

　を設置する工場等において発生する騒音の大きさの増加を伴わない場合は、

　この限りでない。

　(計画変更命令及び計画変更勧告)

第12条　知事は、第9条第1項又は前条第1項の規定による届出があった場合

　において、その届出に係る特定施設に係るばい煙等の濃度等が当該特定施設

　又は当該特定施設を設置している工場等に係る規制基準に適合しないと認め

　るときは、その届出を受理した日から60日以内に限り、その届出をした者に

　対し、その届出に係る特定施設の構造若しくは使用の方法若しくはばい煙等

　の処理の方法に関する計画の変更(同項の規定による届出に係る計画の廃止

　を含む。)又は第9条第1項の規定による届出に係る特定施設の設置に関する

　計画の廃止を命ずることができる。

2　知事は、第9条第2項又は前条第2項の規定による届出があった場合にお

　いて、その届出に係る騒音に係る特定施設を設置している工場等(以下｢特

　定工場等｣という。)において発生する騒音が規制基準に適合しないことによ

　りその特定工場等の周辺の生活環境がそこなわれると認めるときは、その届

　出を受理した日から30日以内に限り、その届出をした者に対し、その事態を



　除去するために必要な限度において、騒音の防止の方法又は騒音に係る特定

　施設の使用の方法若しくは配置に関する計画を変更すべきことを勧告するこ

　とができる。

　(実施の制限)

第13条　第9条第1項の規定による届出をした者又は第11条第1項の規定によ

　る届出をした者は、その届出が受理された日から60日を経過した後でなけれ

　ば、それぞれ、その届出に係る特定施設を設置し、又はその届出に係る特定

　施設の構造若しくは使用の方法若しくはばい煙等の処理の方法を変更しては

　ならない。

2　第9条第2項の規定による届出をした者又は第11条第2項の規定による届

　出をした者は、その届出が受理された日から30日を経過した後でなければ、

　それぞれ、その届出に係る騒音に係る特定施設を設置し、又はその届出に係

　る騒音に係る特定施設の種類ごとの数若しくは騒音の防止の方法を変更して

　はならない。

3　知事は、第9条第1項若しくは第2項又は第11条第1項若しくは第2項の

　規定による届出に係る事項の内容が相当であると認めるときは、前2項に規

　定する期間を短縮することができる。

　(使用開始の報告)

第13条の2　第9条第1項若しくは第2項又は第11条第1項若しくは第2項の

　規定による届出をした者は、その届出に係る特定施設の設置又は変更の工事

　をした場合において、その工事に係る施設の全部又は一部の使用を開始しよ

　うとするときは、当該開始しようとする日の10日前の日から当該開始しよう

　とする日の5日前までの間において、規則の定めるところにより、その旨を

　知事に報告しなければならない。

　(氏名の変更等の届出)

第14条　第9条第1項若しくは第2項又は第10条第1項の規定による届出をし

　た者は、その届出に係る第9条第1項第1号若しくは第2号又は同条第2項

　第1号若しくは第2号に掲げる事項に変更があったとき、又はその届出に係

　る特定施設の使用を廃止したとき、若しくはその届出に係る特定工場等に設



　置する騒音に係る特定施設のすべてを廃止したときは、その日から30日以内

　に、規則で定めるところにより、その旨を知事に届け出なければならない。

　(承継)

第15条　第9条第1項若しくは第2項又は第10条第1項の規定による届出をし

　た者からその届出に係る特定施設(騒音に係る特定施設にあっては、その届

　出に係る特定工場等に設置するすべてのもの)を譲り受け、又は借り受けた

　者は、当該特定施設に係る当該届出をした者の地位を承継する。

2　第9条第1項若しくは第2項又は第10条第1項の規定による届出をした者

　について相続又は合併があったときは、相続人又は合併後存続する法人若し

　くは合併により設立した法人は、当該届出をした者の地位を承継する。

3　前2項の規定により第9条第1項若しくは第2項又は第10条第1項の規定

　による届出をした者の地位を承継した者は、その承継のあった日から30日以

　内に、規則で定めるところにより、その旨を知事に届け出なければならない。

　(規制基準の遵守義務)

第15条の2　特定施設(ばい煙又は汚水若しくは廃液に係る特定施設を除く。

　以下この条において同じ。)又は特定施設を設置している工場等からばい煙等

　　(ばい煙又は汚水若しくは廃液を除く。)を発生し、又は排出する者は、規制

　基準を遵守しなければならない。

　(ばい煙の排出の制限)

第15条の3　ばい煙に係る特定施設において発生するばい煙を大気中に排出す

　る者(以下｢ばい煙排出者｣という。)は、そのばい煙の濃度等が当該ばい煙

　に係る特定施設の排出口(ばい煙に係る特定施設において発生するばい煙を

　大気中に排出するために設けられた煙突その他の施設の開口部をいう。以下

　同じ。)において規制基準に適合しないばい煙を排出してはならない。

2　前項の規定は、一の施設がばい煙に係る特定施設となった際現にその施設

　を設置している者(設置の工事をしている者を含む。)の当該施設において発

　生し、大気中に排出されるばい煙については、当該施設がばい煙に係る特定

　施設となった日から6月間(当該施設が規則で定める施設である場合にあっ

　ては、1年間)は、適用しない。



　(汚水又は廃液の排出の制限)

第15条の4　汚水又は廃液に係る特定施設を設置する工事等(以下｢特定事業

　場｣という。)から公共用水域(水質汚濁防止法(昭和45年法律第138号)第

　2条第1項に規定する公共用水域をいう。)に排出される汚水又は廃液(以下

　　｢排出水｣という。)を排出する者は、その排出水の濃度等が当該特定事業場

　の排水口(排出水を排出する場所をいう。以下同じ。)において規制基準に適

　合しない排出水を排出してはならない。

2　前項の規定は、一の施設が汚水又は廃液に係る特定施設となった際現にそ

　の施設を設置している者(設置の工事をしている者を含む。)の当該施設を設

　置している工場等から排出される汚水又は廃液については、当該施設が汚水

　又は廃液に係る特定施設となった日から6月間(当該施設が規則で定める施

　設である場合にあっては、1年間)は、適用しない。

(改善勧告及び改善命令等)

第16条　知事は、特定施設(ばい煙、汚水若しくは廃液又は騒音に係る特定施

　設を除く。以下この項において同じ。)に係るばい煙等(ばい煙、汚水若しく

　は廃液又は騒音を除く。以下この項において同じ。)の濃度等が当該特定施設

　又は当該特定施設を設置している工場等に係る規制基準に適合しないと認め

　るときは、当該ばい煙等を発生し、又は排出する者に対し、期限を定めて、

　当該特定施設の構造若しくは使用の方法又は当該特定施設に係るばい煙等の

　処理の方法を改善すべきことを勧告し、若しくは命じ、又は当該特定施設の

　使用の一時停止を命ずることができる。

2　知事は、ばい煙排出者が、そのばい煙の濃度等が排出口において規制基準

　に適合しないばい煙を継続して排出するおそれがある場合において、その継

　続的な排出により人の健康又は生活環境に係る被害を生ずると認めるときは、

　その者に対し、期限を定めて当該ばい煙に係る特定施設の構造若しくは使用

　の方法若しくは当該ばい煙に係る特定施設に係るばい煙の処理の方法を改善

　すべきことを勧告し、若しくは命じ、又は当該ばい煙に係る特定施設の使用

　の一時停止を命ずることができる。

3　知事は、排出水を排出する者が、その排出水の濃度等が当該特定事業場の



　排水口において規制基準に適合しない排出水を排出するおそれがあると認め

　るときは、その者に対し、期限を定めて汚水若しくは廃液に係る特定施設の

　構造若しくは使用の方法若しくは汚水若しくは廃液の処理の方法を改善すべ

　きことを勧告し、若しくは命じ、又は汚水若しくは廃液に係る特定施設の使

　用若しくは排出水の掛出の一時停止を命ずることができる。

4　知事は、特定工場等において発生する騒音が規制基準に適合しないことに

　より、その特定工場等の周辺の生活環境がそこなわれると認めるときは、当

　該特定工場等を設置している者に対し、期限を定めて、その事態を除去する

　ために必要な限度において、騒音の防止の方法を改善し、又は騒音に係る特

　定施設の使用の方法若しくは配置を変更すべきことを勧告することができる。

5　知事は、第12条第2項の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わない

　で騒音に係る特定施設を設置しているとき、又は前項の規定による勧告を受

　けた者がその勧告に従わないときは、期限を定めて、同条第2項又は前項の

　事態を除去するために必要な限度において、騒音の防止の方法の改善又は騒

　音に係る特定施設の使用の方法若しくは配置の変更を命ずることができる。

6　第1項及び第2項の命令に係る規定並びに前項の規定は、第10条第1項の

　規定による届出をした者の当該届出に係る特定施設(汚水又は廃液に係る特

　定施設を除く。)については、同項に規定する特定施設となった日から6月間

　　(ばい煙又は粉じん若しくは有害ガスに係る特定施設であって規則で定める

　ものにあっては1年間、騒音に係る特定施設にあっては3年間、悪臭に係る

　特定施設にあっては2年間)は、適用しない。ただし、その者が当該特定施

　設に係る第11条第1項又は第2項の規定による届出をした場合において、当

　該届出が受理された日から同条第1項の規定による届出にあっては60日、同

　条第2項の規定による届出にあっては30日を経過したときは、この限りでな

　い。

　(改善措置の報告)

第17条　第16条第1項、第2項、第3項又は第5項の規定により改善すべきこ

　とを命ぜられた者は、その命令に基づく措置をとったときは、規則の定める

　ところにより、すみやかに、その旨を知事に報告しなければならない。



　(測定義務)

第18条　水銀又は水銀化合物その他規則で定める物(以下この条において｢特

　定物質｣という。)に係る特定施設を設置している者は、規則で定めるところ

　により、当該特定施設又は当該特定施設を設置している工場等から発生し、

　又は排出されるばい煙等における特定物質の濃度等を測定し、その結果を記

　録するとともに、これを知事に報告しなければならない。

　(公害の防止の緊急措置)

第19条　知事は、特別の事情の発生により、著しい公害が発生し、又は発生す

　るおそれがあるため、緊急に対策を講ずることが特に必要であると認めると

　きは、その原因となるばい煙等を発生し、又は排出する者に対し、その事態

　を除去するために必要な措置を講ずることを求めることができる。

　(深夜騒音等の防止の措置)

第20条　知事は、深夜(午後11時から翌日の午前6時までの時間をいう。)にお

　ける営業又は作業に係る騒音により、その周辺の生活環境が著しくそこなわ

　れると認めるときは、当該営業を営む者又は当該作業を行なう者に対し、そ

　の事態を除去するために必要な措置を講ずることを求めることができる。

2　知事は、商業宣伝を目的として拡声機を使用する放送に係る騒音により、

　その周辺の生活環境が著しくそこなわれると認めるときは、当該拡声機を使

　用して放送する者に対し、その事態を除去するために必要な措置を講ずるこ

　とを求めることができる。

　　　　　　　　　　　第3章　公害対策審議会

　(設置及び所掌事務)

第21条　知事の諮問に応じ、次の各号に掲げる事項を調査審議するため、富山

　県公害対策審議会(以下｢審議会｣という。)を置く。

　(1)公害対策の基本方針の樹立及びこの条例の規定によりその権限に属する

　　事項

　(2)その他公害対策に関し必要な事項

　(組織等)



第22条　審議会は、委員30人以内で組織する。

2　委員は、次の各号に掲げる者のうちから知事が任命する。

　(1)県議会議員

　(2)学識経験を有する者

　(3)関係行政機関の職員

　(4)県の職員

3　委員の任期は、2年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委

　員の任期は、前任者の残任期間とする。

4　委員は、再任されることができる。

　(会長)

第23条　審議会に会長を置く。

2　会長は、委員が互選する。

3　会長は、会務を総理し、審議会を代表する。

4　会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ、会長の指

　名する委員がその職務を代理する。

　(運営)

第24条　前3条に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、規則

　で定める。

　　　　　　　　　　　　第4章　雑則

　(報告及び検査)

第25条　知事は、この条例の施行に必要な限度において、特定施設を設置する

　者に対し、当該特定施設の状況その他必要な事項の報告を求め、又は当該職

　員に、特定施設を設置する者の工場等に立ち入り、当該特定施設その他の物

　件を検査させることができる。

2　前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、

　関係人に、これを提示しなければならない。

　(援助)

第26条　県は、事業者が行なう公害の防止のための施設の整備等について、必



　要な資金のあっせん、技術的な助言その他の援助に努めるものとする。

2　前項の援助を行なうにあたっては、小規模事業者に対し、特別の配慮をす

　るものとする。

　　(規則への委任)

第27条　この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

第5章　罰則

第28条　第12条第1項又は第16条第1項、第2項、第3項若しくは第5項の規

　定による命令に違反した者は、1年以下の懲役又は10万円以下の罰金に処す

　る。

第28条の2　第15条の3第1項又は第15条の4第1項の規定に違反した者は、

　6月以下の懲役又は10万円以下の罰金に処する。

2　過失により、前項の罪を犯した者は、3月以下の禁錮又は5万円以下の罰

　金に処する。

第28条の3　ばい煙又は汚水若しくは廃液に係る第9条第1項又は第11条第1

　項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者は、3月以下の懲役又

　は5万円以下の罰金に処する。

第29条　次の各号の一に該当する者は、5万円以下の罰金に処する。

　(1)第9条第1項の規定による届出(ばい煙又は汚水若しくは廃液に係るも

　　のを除く。以下この号において同じ。)をせず、又は虚偽の届出をした者

　(2)第9条第2項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者

　(3)ばい煙、粉じん又は汚水若しくは廃液に係る第10条第1項の規定による

　　届出をせず、又は虚偽の届出をした者

　(4)粉じんに係る第11条第1項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出を

　　した者

　(5)第13条第1項の規定に違反した者

　(6)ばい煙、粉じん又は汚水若しくは廃液に係る第25条第1項の規定による

　　報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又はばい煙、粉じん又は汚水若し

　　くは廃液に係る同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者

第30条　次の各号の一に該当する者は、3万円以下の罰金に処する。



　(1)第10条第1項の規定による届出(ばい煙、粉じん又は汚水若しくは廃液

　　に係るものを除く。以下この号において同じ。)をせず、又は虚偽の届出を

　　した者

　(2)第11条第1項の規定による届出(ばい煙、粉じん又は汚水若しくは廃液

　　に係るものを除く。以下この号において同じ。)をせず、又は虚偽の届出を

　　した者

　(3)第11条第2項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者

　(4)第25条第1項の規定による報告(ばい煙、粉じん又は汚水若しくは廃液

　　に係るものを除く。以下この号において同じ。)をせず、若しくは虚偽の報

　　告をし、又は同項の規定による検査(ばい煙、粉じん又は汚水若しくは廃

　　液に係るものを除く。)を拒み、妨げ、若しくは忌避した者

第31条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、

　その法人又は人の業務に関し、前5条の違反行為をしたときは、行為者を罰

　するほか、その法人又は人に対して各本条の罰金刑を科する。

　　　　　　　　　　　　　　附則

　(施行期日)

1　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第2条第4項、第2章(第

　20条の規定を除く。)及び第5章の規定は、規則で定める日から施行する。

　(経過措置)

　2　改正前の富山県公害防止条例(以下｢旧条例｣という。)第5条の規定によ

　りなされた施設の設置の届出(同条の規定による変更の届出をする必要があ

　った場合においては、当該届出した者に係る届出に限る。第5項において同

　じ。)は、この条例施行の際現に当該届出に係る施設が設置されていない場合

　においては、第9条第1項又は第2項の規定による届出とみなす。

3　前項の場合において、第12条の規定は、当該届出をした者に対しては、適

　用しない。ただし、その者が当該特定施設に係る第11条第1項又は第2項の

　規定による届出をした場合においては、この限りでない。



4　第2項の場合において、第16条第1項及び第5項の規定は、騒音又は悪臭

　に係る特定施設に係る届出をした者に対しては、この条例の施行の日から、

　騒音に係る特定施設にあっては3年間、悪臭に係る特定施設にあっては2年

　間は、適用しない。この場合において、前項ただし書の規定を準用する。

5　旧条例第5条の規定によりなされた施設の設置の届出は、この条例施行の

　際現に当該届出に係る施設が設置されている場合においては、第10条第1項

　の規定による届出とみなす。

6　旧条例第5条の規定によりなされた施設の変更の届出は、この条例施行の

　際現に当該届出に係る施設が変更されていない場合においては、第11条第1

　項又は第2項の規定による届出とみなす。この場合においては、第3項及び

　第4項の規定を準用する。

7　旧条例による富山県公害対策審議会は、この条例による富山県公害対策審

　議会となるものとする。

8　この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の

　例による。

　　　　　　　　　　　　　　附則

(施行期日)

1　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第2条第3項の改正規定、

　第8条を削る改正規定、第11条第1項ただし書の改正規定、第15条の次に3

　条を加える改正規定、第16条の改正規定、第18条の改正規定、第19条を第18

　条とする改正規定、第28条の改正規定、第28条の次に2条を加える改正規定、

　第29条の改正規定、第30条の改正規定、第31条の改正規定及び附則第4項の

　改正規定並びに附則第2項、第3項及び第4項の規定は、規則で定める日か

　ら施行する。

(経過措置)

2　前項ただし書に掲げる規定の施行の際現にばい煙又は汚水若しくは廃液に

　係る特定施設を設置している者(設置の工事をしている者を含む。)であって、

　改正前の第9条第1項又は第10条第1項の規定による届出(附則第2項又は



　第5項の規定により届出とみなされたものを含む。)をした者に関する改正後

　の第15条の3第1項及び第15条の4第1項の規定の適用については、前項た

　だし書に掲げる規定の施行の日から6月間(当該ばい煙又は汚水若しくは廃

　液に係る特定施設が規則で定める施設である場合にあっては、1年間)は、

　適用しない。

3　第1項ただし書に掲げる規定の施行の際現に改正前の第16条第6項及び附

　則第4項の規定により第16条第2項及び第3項の規定を適用しないこととさ

　れているばい煙又は粉じん若しくは有害ガスに係る特定施設については、改

　正後の第16条第1項又は第2項の命令に係る規定は、第1項ただし書に掲げ

　る規定の施行の日から6月間(当該ばい煙又は粉じん若しくは有害ガスに係

　る特定施設が規則で定める施設である場合にあっては、1年間)は、適用し

　ない。

4　第1項ただし書に掲げる規定の施行の日前にした行為に対する罰則の適用

　については、なお従前の例による。
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